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はじめに

本書類は、平成３０年度の山県市の決算状況について、地方自治法第２３３条

第５項の規定による主要な施策の成果を説明する書類として作成したものです。
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１ 一般会計・特別会計の決算状況等

【会計全体】（P7参照）

一般会計及び特別会計を合わせた全体の決算額は、歳入総額が２０２億３，６２４万７，７７８

円、歳出総額が１９９億６，５４４万１，１０４円で、差引総額は、２億７，０８０万６，６７４円となりまし

た。

前年度との比較では、歳入総額が１３億１，０８１万５，３０３円、約６．１％の減少、歳出総額が

１２億４，４３５万 ７１５円、約５．９％の減少で、差引総額は、６，６４６万４，５８８円の減少となっ

ています。

【一般会計】

［決算額］（P7、P13参照）

一般会計の決算では、歳入総額が１２７億４，１５４万９，２６６円、歳出総額が１２５億 ５５６万

２，９６９円で、歳入歳出差引額は、２億３，５９８万６，２９７円となり、翌年度に繰り越すべき財源

４，３７８万６，０００円を除いた実質収支額は１億９，２２０万 ２９７円となりました。

前年度に対し、歳入総額では４億６，０１３万３，１９１円、約３．５％の減少、歳出総額では４億

６，４０３万４，８０１円、約３．６％の減少となっています。

［歳 入］（P8参照）

款別の歳入決算額で大きな割合を占めているのは「地方交付税」の約５０億５，１７３万円で、

歳入全体の約３９．６％を占めて最も高く、以下構成比が高い順に、「市税」が約２９億８，２０４

万円の約２３．４％、続いて「国庫支出金」の約９億７，８７４万円で約７．７％となっています。

前年度に対する増減額が最も大きいのは、「諸収入」の約３億７，６７１万円増加で、以下、増

減額が多い順に、「市債」が３億５，７６０万円の減少、「県支出金」が約３億１，９４６万円の減少

となっています。

「諸収入」の増加については、岐阜市への常備消防事務の委託に伴う消防職員人件費負担

金が主な要因です。「市債」の減少については、消防広域化初期投資経費負担分及び消防庁

舎改修等による消防債並びに小中学校空調設備整備に伴う教育債及び小中学校施設照明L

ED化に伴う合併特例債の減少によるもので、「県支出金」の減少については、畜産クラスター

補助金の減少が主な要因となっています。

［歳 出］（P10参照）
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款別の歳出決算額で大きな割合を占めているのは、「民生費」が約３６億８，４６４万円と歳出

全体の約２９．５％を占めて最も高く、以下構成比が高い順に、「公債費」が約２０億７，１６４万

円で約１６．６％、「総務費」が約１３億５，１７４万円で約１０．８％となっています。

前年度に対する増減額では、「農林水産業費」が約３０．８％減少の約２億８，６４６万円、以

下増減額が多い順に、「教育費」が約２１．９％減少の約２億７，３９０万円、「消防費」が約２５．１

％増加の約２億 ２２７万円となっています。

これらの主な増減要因としては、「農林水産業費」では、畜産クラスター補助金の減、「教育

費」では、小中学校の教育環境整備事業（空調設備、照明LED化）の事業完了に伴う減少が

影響したもので、増加した「消防費」については、消防広域化に伴う岐阜市に対する事務負担

金が主な増加要因となっています。

［性質別］（P14参照）

性質別の歳入決算額においては、「自主財源」では、「諸収入等」の増加を要因に約４５億

３，６５０万円となり、前年度に対して約３億１，３４２万円増加となりました。他方、「依存財源」

は、「地方贈与税及び交付金」等は増加したものの、それ以外の財源（「地方交付税」「国庫支

出金」「県支出金」「市債」）すべてが減少となり、前年度に対して約７億７，３５５万円減少の約８

２億５０５万円となっています。

性質別の歳出決算額においては、「義務的経費」では「人件費」、「扶助費」及び「公債費」が

減少したことにより、約９，３６５万円減少（約１．５％減）の６１億３，４７８万円となっています。「投

資的経費」では、昨年度実施した畜産クラスター補助金、消防広域化に伴う施設整備等、小中

学校の教育環境整備工事等の事業完了に伴い「普通建設事業費」が減少したことにより、前年

度に対して約４億６，４６３万円減少（約３２．６％減）の９億６，０３５万円となっています。「その他

の経費」では、特別会計への「繰出金」や「物件費」が減少したものの、消防広域化に伴う岐阜

市への事務負担金が含まれる「補助金等」が大きく増加したことにより、前年度に対して約９，４

２４万円増加の約５４億１，０４４万円となっています。

［財政指標等］（P13参照）

各種財政指標については、「標準財政規模」が８６億８，３７５万円、「実質収支比率」は２．２

％（前年度２．４％）、「財政力指数」は０．４００（前年度０．４０４）、「経常収支比率」は９３．５％

（前年度９２．４％）となっています。

「実質公債費比率」は、平成２２年度決算で１８％を超え、地方財政法で定める起債の許可

団体となっていましたが、投資的経費の平準化による計画的な起債によって地方債の発行抑

制等に努め実質公債費比率の改善を図ったことにより、平成２６年度決算で１７．８％となり
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起債許可団体を脱し、その後も順調に減少を続け、前年度は１３．９％、当年度は１２．２％と着

実に改善方向に向かっています。「将来負担比率」は、基金取崩しによる基金残高等が減少し

た一方で、元金償還による地方債残高の減少が影響し、３０．９％（前年度３２．８％）と減少して

います。

【特別会計】（P7参照）

特別会計全体では、歳入総額が７４億９，４６９万８，５１２円、歳出総額が７４億５，９８７

万８，１３５円で、歳入歳出差引額は、３，４８２万 ３７７円となりました。

国民健康保険特別会計については、歳入総額が３３億 ８３７万７，５０１円、歳出総額が

３２億８，１０８万３，６７７円で、歳入歳出差引額は、２，７２９万３，８２４円となりました。

介護保険特別会計については、歳入総額が２６億３，８２６万３，８５０円、歳出総額が２６

億３，５０８万１，６１１円で、歳入歳出差引額は、３１８万２，２３９円となりました。

後期高齢者医療特別会計については、歳入総額が３億２，７３１万７，８４８円、歳出総額

が３億２，３１４万 １５０円で、歳入歳出差引額は、４１７万７，６９８円となりました。

簡易水道事業特別会計については、歳入総額が９，７４７万 ６３９円、歳出総額が９，７

３９万３，７８３円で、歳入歳出差引額は、７万６，８５６円となりました。

農業集落排水事業特別会計については、歳入総額が４億８，５３８万 ５２２円、歳出総

額が４億８，５３０万２，３９０円で、歳入歳出差引額は、７万８，１３２円となりました。

公共下水道事業特別会計については、歳入総額が６億３，５６３万８，８２２円、歳出総額

が６億３，５６２万９，８３８円で、歳入歳出差引額は、８，９８４円となりました。

高富財産区特別会計については、歳入総額が２２４万９，３３０円、歳出総額が２２４万

６，６８６円で、歳入歳出差引額は、２，６４４円となりました。

【地方債・基金】

［地方債］（P15参照）

一般会計分と特別会計分を合わせた当年度の地方債発行総額が、９億１，６５０万円である

のに対し、元金償還額は約２３億６，３６７万円で、当年度末の一般会計分と特別会計分を合わ

せた地方債残高は約２１９億５，１６４万円となり、前年度末に対して約１４億４，７１７万円、約６．

２％減少しました。
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一般会計分については、臨時財政対策債が４億 ７００万円のほか、後年度の元利償還額の

７０％分が普通交付税へ算入される過疎債（ソフト事業分含む。）、緊急防災・減災事業債、合

併特例債など、総額で７億３，７７０万円起債しました。これに対し、当年度の元金償還額は約１

９億５，０７０万円で、当年度末の一般会計分の地方債残高は約１３７億３，３６５万円となり、前

年度末に対して約１２億１，３００万円、約８．１％減少しました。

特別会計分については、公共下水道事業債を１億７，８８０万円起債したのに対し、当年度の

元金償還額は約４億１，２９７万円で、当年度末の特別会計分の地方債残高は約８２億１，７９９

万円となり、前年度末に対して約２億３，４１７万円、約２．８％減少しました。

［基 金］（P16参照）

一般会計分と特別会計分を合わせた当年度の基金積立総額は、約３億２，４４１万円であ

るのに対し、基金取崩総額は約６億２，９９９万円であり、当年度末の一般会計分と特別会計

分を合わせた基金残高は約８３億５，２１７万円となり、前年度末に対して約３億 ５５８万円、

約３．５％減少しました。

一般会計分については、平成２９年度の決算剰余金として財政調整基金に１億 ５００万円を

積み立て、減債基金等の積立型基金の運用益のほか、ふるさと応援基金積立などを合わせ

て、約２億７，１６９万円積み立てました。

他方、取崩しでは、財政調整基金４億３，０００万円、合併振興基金３，７１０万円等を取り崩し

たことにより、当年度末の一般会計分の基金残高は約７１億８，３７４万円となり、前年度末に対

して約３億１，１９２万円、約４．１％減少しました。

特別会計分については、平成２９年度の決算剰余金として国民健康保険特別会計で４，００

０万円、介護保険特別会計で２２０万円、後期高齢者医療特別会計で７００万円、その他の特

別会計で約２７８万円を積み立てたほか、介護給付準備基金の運用益を積み立てるなど、合わ

せて約５，２７１万円を積み立てた一方、介護給付費準備基金を４，１００万円、簡易水道基金を

５３８万円取り崩したため、減少額は４，６３８万円で、当年度末の特別会計分の基金残高は約１

１億６，８４４万円となり、前年度末に対して約６３４万円、約０．５％増加しました。



２　　会　　計　　別　　決　　算　　額　　総　　括　　表

 

決算額   a 執 行 率 決算額   ｂ 執 行 率 a  -  b 増減率

歳 入 12,741,549,266 96.2 13,201,682,457 97.2 △ 460,133,191 △ 3.5

歳 出 12,505,562,969 94.4 12,969,597,770 95.5 △ 464,034,801 △ 3.6

差 引 235,986,297 232,084,687 3,901,610 1.7

歳 入 3,308,377,501 97.2 3,769,041,865 98.5 △ 460,664,364 △ 12.2

歳 出 3,281,083,677 96.4 3,691,686,961 96.4 △ 410,603,284 △ 11.1

差 引 27,293,824 77,354,904 △ 50,061,080 △ 64.7

歳 入 2,638,263,850 98.6 2,502,749,572 95.7 135,514,278 5.4

歳 出 2,635,081,611 98.5 2,498,367,921 95.6 136,713,690 5.5

差 引 3,182,239 4,381,651 △ 1,199,412 △ 27.4

歳 入 327,317,848 100.4 319,968,793 103.2 7,349,055 2.3

歳 出 323,140,150 99.1 306,580,263 98.9 16,559,887 5.4

差 引 4,177,698 13,388,530 △ 9,210,832 △ 68.8

歳 入 97,470,639 98.2 107,738,252 98.3 △ 10,267,613 △ 9.5

歳 出 97,393,783 98.2 104,088,759 95.0 △ 6,694,976 △ 6.4

差 引 76,856 3,649,493 △ 3,572,637 △ 97.9

歳 入 485,380,522 98.6 488,442,191 97.5 △ 3,061,669 △ 0.6

歳 出 485,302,390 98.6 488,408,451 97.5 △ 3,106,061 △ 0.6

差 引 78,132 33,740 44,392 131.6

歳 入 635,638,822 88.0 1,154,222,976 83.0 △ 518,584,154 △ 44.9

歳 出 635,629,838 88.0 1,149,226,469 82.6 △ 513,596,631 △ 44.7

差 引 8,984 4,996,507 △ 4,987,523 △ 99.8

歳 入 2,249,330 83.3 3,216,975 153.2 △ 967,645 △ 30.1

歳 出 2,246,686 83.2 1,835,225 87.4 411,461 22.4

差 引 2,644 1,381,750 △ 1,379,106 △ 99.8

歳 入 7,494,698,512 97.1 8,345,380,624 95.3 △ 850,682,112 △ 10.2

歳 出 7,459,878,135 96.6 8,240,194,049 94.1 △ 780,315,914 △ 9.5

差 引 34,820,377 105,186,575 △ 70,366,198 △ 66.9

歳 入 20,236,247,778 96.5 21,547,063,081 96.5 △ 1,310,815,303 △ 6.1

歳 出 19,965,441,104 95.2 21,209,791,819 95.0 △ 1,244,350,715 △ 5.9

差 引 270,806,674 337,271,262 △ 66,464,588 △ 19.7

（単位：円、％）

722,277,000

高 富 財 産 区

一 般 会 計

国 民 健 康
保 険

13,247,334,000

3,401,947,000

後 期 高 齢 者
医 療

326,000,000

平成29年度 比較増減平成３０年度 
予 算 現 額会 計 名 区 分

合 　　　　　計 20,967,132,000

7,719,798,000小 計

特

別

会

計 2,700,000

99,218,000

公 共 下 水 道
事 業

農 業 集 落
排 水 事 業

介 護 保 険 2,675,442,000

492,214,000

簡 易 水 道
事 業

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

歳出

歳入

平成３０年度会計別決算内訳

一般会計 国民健康保険 介護保険 後期高齢者医療 簡易水道事業 農業集落排水 公共下水道 高富財産区
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３　　一　般　会　計　款　別　歳　入　決　算　額　対　前　年　度　比　較　表

 （単位：円、％）

予算現額

決算額　a 構成比 執行率 決算額   b 構成比 執行率 a　－　b 率

1 市 税 2,938,515,000 2,982,036,347 23.4 101.5 3,016,348,848 22.9 101.7 △ 34,312,501 △ 1.1

2 地 方 譲 与 税 160,000,000 163,530,000 1.3 102.2 162,099,000 1.2 103.9 1,431,000 0.9

3 利 子 割 交 付 金 3,700,000 8,152,000 0.1 220.3 8,145,000 0.1 181.0 7,000 0.1

4 配 当 割 交 付 金 11,000,000 12,567,000 0.1 114.2 15,985,000 0.1 123.0 △ 3,418,000 △ 21.4

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金 9,000,000 10,656,000 0.1 118.4 18,642,000 0.1 466.1 △ 7,986,000 △ 42.8

6
地 方 消 費
税 交 付 金 460,000,000 493,789,000 3.9 107.3 462,424,000 3.5 102.8 31,365,000 6.8

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金 29,000,000 30,456,930 0.2 105.0 30,966,915 0.2 106.8 △ 509,985 △ 1.6

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金 35,000,000 52,573,000 0.4 150.2 49,772,000 0.4 165.9 2,801,000 5.6

9 地 方 特 例 交 付 金 13,667,000 13,667,000 0.1 100.0 12,149,000 0.1 100.0 1,518,000 12.5

10 地 方 交 付 税 4,989,685,000 5,051,732,000 39.6 101.2 5,087,924,000 38.5 100.3 △ 36,192,000 △ 0.7

内 普 通 交 付 税 4,519,685,000 4,526,943,000 35.5 100.2 4,581,483,000 34.7 100.0 △ 54,540,000 △ 1.2

訳 特 別 交 付 税 470,000,000 524,789,000 4.1 111.7 506,441,000 3.8 103.1 18,348,000 3.6

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 2,500,000 2,326,000 0.0 93.0 2,652,000 0.0 106.1 △ 326,000 △ 12.3

12
分 担 金 及 び
負 担 金 60,324,000 66,272,042 0.5 109.9 69,169,265 0.5 114.5 △ 2,897,223 △ 4.2

13
使 用 料 及 び
手 数 料 106,792,000 115,993,797 0.9 108.6 108,221,680 0.8 98.5 7,772,117 7.2

14 国 庫 支 出 金 1,064,342,000 978,737,409 7.7 92.0 1,063,921,640 8.1 91.0 △ 85,184,231 △ 8.0

15 県 支 出 金 717,108,000 649,161,461 5.1 90.5 968,617,442 7.3 99.6 △ 319,455,981 △ 33.0

16 財 産 収 入 6,428,000 10,808,272 0.1 168.1 48,156,400 0.4 129.4 △ 37,348,128 △ 77.6

17 寄 附 金 110,000,000 99,007,273 0.8 90.0 53,937,839 0.4 103.7 45,069,434 83.6

18 繰 入 金 758,523,000 511,752,455 4.0 67.5 514,542,000 3.9 59.9 △ 2,789,545 △ 0.5

19 繰 越 金 127,084,000 127,084,687 1.0 100.0 165,874,241 1.3 100.0 △ 38,789,554 △ 23.4

20 諸 収 入 592,266,000 623,546,593 4.9 105.3 246,834,187 1.9 98.8 376,712,406 152.6

21 市 債 1,052,400,000 737,700,000 5.8 70.1 1,095,300,000 8.3 94.3 △ 357,600,000 △ 32.6

13,247,334,000 12,741,549,266 100.0 96.2 13,201,682,457 100.0 97.2 △ 460,133,191 △ 3.5合　　　　　計

比較増減
款 名

平成３０年度 平成２９年度

市税

23.4%

地方譲与税

1.3%
利子割交付金

0.1%
配当割交付金

0.1%
株式等譲渡

所得割交付金

0.1%
地方消費

税交付金

3.9%
ゴルフ場利用税

交付金

0.2%

自動車取得税

交付金

0.4%
地方特例交付金

0.1%
地方交付税

39.6%

交通安全対策

特別交付金

0.0%

分担金及び

負担金

0.5%

使用料及び

手数料

0.9%

国庫支出金

7.7%

県支出金

5.1%

財産収入

0.1%

寄附金

0.8%

繰入金

4.0%

繰越金

1.0%
諸収入

4.9%

市債

5.8%

平成３０年度款別歳入決算内訳
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４　　一　般　会　計　歳　入　決　算　額　所　属　別　内　訳　表

 （単位：円・％）

調定額 構成比 執行率 収入済額 構成比 収入済率 収入未済額 構成比 未済率

0 130,000 0.0 - 130,000 0.0 100.0 0 0.0 0.0

621,571,000 604,896,246 4.7 97.3 604,896,246 4.7 100.0 0 0.0 0.0

6,956,680,000 6,823,682,663 53.0 98.1 6,823,682,663 53.6 100.0 0 0.0 0.0

3,038,461,000 3,224,317,941 25.0 106.1 3,094,587,002 24.3 96.0 106,633,527 98.1 3.3

491,466,000 491,426,672 3.8 100.0 491,426,672 3.9 100.0 0 0.0 0.0

599,845,000 565,263,149 4.4 94.2 565,170,639 4.4 100.0 92,510 0.1 0.0

438,300,000 438,282,327 3.4 100.0 437,302,327 3.4 99.8 980,000 0.9 0.2

48,423,000 25,099,381 0.2 51.8 25,099,381 0.2 100.0 0 0.0 0.0

180,264,000 117,405,723 0.9 65.1 117,405,723 0.9 100.0 0 0.0 0.0

431,729,000 240,020,864 1.9 55.6 239,040,990 1.9 99.6 979,874 0.9 0.4

342,053,000 251,565,950 2.0 73.5 251,565,950 2.0 100.0 0 0.0 0.0

67,444,000 67,583,345 0.5 100.2 67,583,345 0.5 100.0 0 0.0 0.0

31,098,000 23,658,328 0.2 76.1 23,658,328 0.2 100.0 0 0.0 0.0

13,247,334,000 12,873,332,589 100.0 97.2 12,741,549,266 100.0 95.8 108,685,911 100.0 0.8

決　　　　　　　　算　　　　　　　　　額
予算現額

企 画 財 政 課

所 属 名

税 務 課

まちづくり・企業支援課

学 校 教 育 課

議 会 事 務 局

合　　　　　計

市 民 環 境 課

福 祉 課

健 康 介 護 課

総 務 課

生 涯 学 習 課

農 林 畜 産 課

建 設 課

子 育 て 支 援 課

議会事務局

0.0%
総務課

4.7%

企画財政課

53.6%

税務課

24.3%

市民環境課

3.9%

福祉課

4.4%

子育て支援課

3.4%

健康介護課

0.2%

農林畜産課

0.9%

建設課

1.9%

まちづくり・企業支援課

2.0%
学校教育課

0.5%
生涯学習課

0.2%

平成３０年度一般会計歳入決算所属別内訳
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５　　一　般　会　計　款　別　歳　出　決　算　額　対　前　年　度　比　較　表

 （単位：円・％）

予算現額

決算額　a 構成比 執行率 決算額　b 構成比 執行率 a　－　b 率

1 議 会 費 134,862,000 131,151,713 1.0 97.2 131,802,002 1.0 97.2 △ 650,289 △ 0.5

2 総 務 費 1,427,769,000 1,351,740,163 10.8 94.7 1,303,775,200 10.1 94.7 47,964,963 3.7

3 民 生 費 3,842,820,000 3,684,642,096 29.5 95.9 3,678,843,579 28.4 96.5 5,798,517 0.2

4 衛 生 費 1,208,066,000 1,176,308,366 9.4 97.4 1,198,693,662 9.2 98.2 △ 22,385,296 △ 1.9

5 労 働 費 2,000,000 2,000,000 0.0 100.0 99,846 0.0 25.0 1,900,154 1,903.1

6
農 林 水
産 業 費

662,752,000 644,355,182 5.2 97.2 930,812,932 7.2 97.3 △ 286,457,750 △ 30.8

7 商 工 費 368,255,000 303,089,658 2.4 82.3 415,858,716 3.2 90.7 △ 112,769,058 △ 27.1

8 土 木 費 1,362,269,000 1,101,647,578 8.8 80.9 1,095,159,226 8.4 89.0 6,488,352 0.6

9 消 防 費 1,024,630,000 1,006,988,598 8.0 98.3 804,720,210 6.2 94.1 202,268,388 25.1

10 教 育 費 1,013,782,000 974,546,491 7.8 96.1 1,248,444,143 9.6 94.3 △ 273,897,652 △ 21.9

11 災 害 復 旧 費 114,605,000 57,456,660 0.5 50.1 6,414,120 0.1 30.2 51,042,540 795.8

12 公 債 費 2,078,689,000 2,071,636,464 16.6 99.7 2,154,974,134 16.6 99.8 △ 83,337,670 △ 3.9

13 予 備 費 6,835,000 0 0.0 - 0 0.0 - 0 -

13,247,334,000 12,505,562,969 100.0 94.4 12,969,597,770 100.0 95.5 △ 464,034,801 △ 3.6

比較増減

合　　　　計

款　　　　　名

平成３０年度 平成２９年度

議会費

1.0%

総務費

10.8%

民生費

29.5%

衛生費

9.4%

労働費

0.0%

農林水

産業費

5.2%
商工費

2.4%

土木費

8.8%

消防費

8.0%

教育費

7.8%

災害復旧費

0.5%

公債費

16.6%

平成３０年度一般会計款別歳出決算内訳
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６　　一　般　会　計　節　別　歳　出　決　算　額　対　前　年　度　比　較　表

 （単位：円・％）

決算額　a 構成比 執行率 決算額　b 構成比 執行率 a  - b 増減率

1 報 酬 200,051,000 194,269,524 1.6 97.1 179,576,255 1.4 97.4 14,693,269 8.2

2 給 料 1,121,770,000 1,101,403,583 8.8 98.2 1,132,071,150 8.7 98.4 △ 30,667,567 △ 2.7

3 職 員 手 当 等 841,584,000 823,790,756 6.6 97.9 807,428,836 6.2 96.1 16,361,920 2.0

4 共 済 費 440,367,000 423,459,199 3.4 96.2 427,132,203 3.3 96.0 △ 3,673,004 △ 0.9

5 災 害 補 償 費 725,000 398,476 0.0 55.0 9,230 0.0 1.3 389,246 4,217.2

7 賃 金 320,906,000 305,202,865 2.4 95.1 301,132,421 2.3 94.7 4,070,444 1.4

8 報 償 費 115,365,000 101,094,156 0.8 87.6 81,032,298 0.6 81.3 20,061,858 24.8

9 旅 費 27,615,000 22,571,823 0.2 81.7 21,731,694 0.2 73.3 840,129 3.9

10 交 際 費 950,000 605,732 0.0 63.8 509,011 0.0 53.6 96,721 19.0

11 需 用 費 397,063,000 367,457,076 2.9 92.5 370,965,551 2.9 90.8 △ 3,508,475 △ 0.9

12 役 務 費 86,377,000 70,731,210 0.6 81.9 75,205,785 0.6 83.9 △ 4,474,575 △ 5.9

13 委 託 料 2,038,322,000 1,964,522,620 15.7 96.4 1,407,240,191 10.9 93.9 557,282,429 39.6

14 使 用 料 及 び 賃 借 料 56,188,000 51,830,864 0.4 92.2 57,701,390 0.4 93.7 △ 5,870,526 △ 10.2

15 工 事 請 負 費 883,658,000 557,130,996 4.5 63.0 924,691,894 7.1 88.5 △ 367,560,898 △ 39.7

16 原 材 料 費 2,009,000 1,909,768 0.0 95.1 1,982,895 0.0 83.6 △ 73,127 △ 3.7

17 公 有 財 産 購 入 費 154,614,000 143,738,763 1.1 93.0 78,806,151 0.6 99.2 64,932,612 82.4

18 備 品 購 入 費 95,254,000 91,902,945 0.7 96.5 128,005,737 1.0 94.5 △ 36,102,792 △ 28.2

19
負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

1,096,212,000 1,036,792,317 8.3 94.6 1,546,294,133 11.9 95.1 △ 509,501,816 △ 32.9

20 扶 助 費 1,600,101,000 1,573,292,159 12.6 98.3 1,506,446,754 11.6 97.6 66,845,405 4.4

21 貸 付 金 62,120,000 62,000,000 0.5 99.8 60,000,000 0.5 99.8 2,000,000 3.3

22 補 償 補 填 及 び 賠 償 金 32,354,000 20,038,939 0.2 61.9 13,760,889 0.1 90.0 6,278,050 45.6

23
償 還 金 利 子
及 び 割 引 料

2,149,484,000 2,138,860,109 17.1 99.5 2,202,866,803 17.0 99.8 △ 64,006,694 △ 2.9

24 投 資 及 び 出 資 金 74,523,000 74,522,149 0.6 100.0 74,522,149 0.6 100.0 0 0.0

25 積 立 金 112,811,000 100,379,002 0.8 89.0 57,601,388 0.4 99.5 42,777,614 74.3

27 公 課 費 1,246,000 1,126,000 0.0 90.4 1,462,600 0.0 87.6 △ 336,600 △ 23.0

28 繰 出 金 1,328,830,000 1,276,531,938 10.2 96.1 1,511,420,362 11.7 95.9 △ 234,888,424 △ 15.5

30 予 備 費 6,835,000 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

13,247,334,000 12,505,562,969 100.0 94.4 12,969,597,770 100.0 95.5 △ 464,034,801 △ 3.6

比較増減

合　　　　　計

節 名 予算現額
平成３０年度 平成２９年度
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７　　一　般　会　計　歳　出　決　算　額　所　属　別　内　訳　表

 （単位：円・％）

決算額　a 構成比 執行率 翌年度繰越額 対予算比 予算残額 対予算比

99,793,000 96,414,828 0.8 96.6 0 － 3,378,172 3.4

3,422,508,000 3,307,438,966 26.4 96.6 0 － 115,069,034 3.4

2,231,519,000 2,210,393,561 17.7 99.1 0 － 21,125,439 0.9

72,413,000 67,181,299 0.5 92.8 0 － 5,231,701 7.2

1,807,645,000 1,751,068,534 14.0 96.9 0 － 56,576,466 3.1

966,709,000 932,649,444 7.5 96.5 15,354,000 1.6 18,705,556 1.9

944,242,000 899,219,239 7.2 95.2 16,675,000 1.8 28,347,761 3.0

531,886,000 503,227,359 4.0 94.6 16,597,000 3.1 12,061,641 2.3

330,867,000 259,066,572 2.1 78.3 55,869,000 16.9 15,931,428 4.8

740,410,000 574,059,653 4.6 77.5 134,400,000 18.2 31,950,347 4.3

611,905,000 477,249,739 3.8 78.0 82,674,000 13.5 51,981,261 8.5

691,594,000 670,221,257 5.4 96.9 0 － 21,372,743 3.1

533,485,000 504,808,243 4.0 94.6 0 － 28,676,757 5.4

262,358,000 252,564,275 2.0 96.3 0 － 9,793,725 3.7

13,247,334,000 12,505,562,969 100.0 94.4 321,569,000 2.4 420,202,031 3.2

ま ち づ く り ・ 企 業 支 援 課

学 校 教 育 課

生 涯 学 習 課

合　　　　　計

農 林 畜 産 課

建 設 課

水 道 課

福 祉 課

健 康 介 護 課

決　　　　　　　　算　　　　　　　　額　

税 務 課

総 務 課

企 画 財 政 課

市 民 環 境 課

所 属 名 予算現額

議 会 事 務 局

子 育 て 支 援 課

議会事務局

0.8%

総務課

26.4%

企画財政課

17.7%

税務課

0.5%

市民環境課

14.0%

福祉課

7.5%

子育て支援課

7.2%

健康介護課

4.0%

農林畜産課

2.1%

建設課

4.6%

まちづくり・企業支援課

3.8%

水道課

5.4%

学校教育課

4.0%
生涯学習課

2.0%

平成３０年度一般会計歳出決算所属別内訳
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８　　一 般 会 計 決 算 額 及 び 各 種 財 政 指 標 等 一 覧 表

１．決算額、単年度収支状況等 （単位：千円）

平成３０年度
（A）

平成２９年度
（B）

比較増減
（A－B）

a 12,741,549 13,201,682 △ 460,133 

b 12,505,563 12,969,598 △ 464,035 

c 235,986 232,084 3,902 ａ－ｂ

d 43,786 22,645 21,141 

e 192,200 209,439 △ 17,239 ｃ－ｄ

f 292 1,693 △ 1,401 

g 430,000 400,000 30,000 

h 0 0 0 

ｉ △ 446,947 △ 506,112 59,165 ｅ－前年度のｅ＋ｆ－ｇ＋ｈ

２．財政指標　

平成３０年度
（A）

平成２９年度
（B）

比較増減
（A－B）

8,683,752千円 8,678,932千円 4,820千円 

2.2％ 2.4％ △ 0.2㌽ 

0.400 0.404 △ 0.004 

93.5％ 92.4％ 1.1㌽ 

12.2％ 13.9％ △ 1.7㌽ 

30.9％ 32.8％ △ 1.9㌽ 

３．人口１人当たり指標

平成３０年度
（A）

平成２９年度
（B）

比較増減
（A－B）

109,445円 109,673円 △ 228円 

458,970円 471,570円 △ 12,600円 

263,652円 272,539円 △ 8,887円 

306,535円 314,793円 △ 8,258円 

504,043円 543,455円 △ 39,412円 

805,653円 850,773円 △ 45,120円 

27,247人 27,503人 △ 256人 

財 政 力 指 数 基準財政収入額/ 基準財政需要額の３年平均

経 常 収 支 比 率 地方自治体の財政の弾力性を示す指標

一般会計＋特別会計

一般会計＋特別会計

公営企業債に対する繰出金などの公債費に準
ずるものを含めた実質的な公債費/（標準財政
規模－交付税に算入された公債費等）

将 来 負 担 比 率
地方債残高や公営企業債に対する将来に渡る
負担見込みなどの実質的な負債/（標準財政規
模－交付税に算入された公債費等）

年度末人口

標 準 財 政 規 模

実 質 収 支 比 率

区 分

市 税

歳 出 決 算 額

基 金 残 高 （ 一 般 会 計 ）

基 金 残 高 （ 全 会 計 ）

地 方 債 残 高 （ 一 般 会 計 ）

備　　　　　　　考

地 方 債 残 高 （ 全 会 計 ）

住 民 基 本 台 帳 人 口

実 質 公 債 費 比 率

実質収支／標準財政規模

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分 備　　　　　　　考

翌 年 度 繰 越 額

実 質 収 支

財 政 調 整 基 金 積 立

実 質 単 年 度 収 支

備　　　　　　　考

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

財 政 調 整 基 金 取 崩 し

繰 上 償 還 額
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４．性　質　別　内　訳　表

（単位：千円・％）

決算額　a 構成比 決算額　b 構成比 a -b 増減率

市 税 2,982,036 23.4 3,016,349 22.9 △ 34,313 △ 1.1

分 担 金 及 び 負 担 金 66,272 0.5 69,169 0.5 △ 2,897 △ 4.2

使 用 料 及 び 手 数 料 115,994 0.9 108,222 0.8 7,772 7.2

繰 入 金 ・ 繰 越 金 638,837 5.0 680,416 5.2 △ 41,579 △ 6.1

諸 収 入 等 733,362 5.8 348,928 2.6 384,434 110.2 財産収入、寄附金、諸収入

小　　　　　　計 4,536,501 35.6 4,223,084 32.0 313,417 7.4

地 方 譲 与 税 及 び
交 付 金 等

787,717 6.2 762,835 5.8 24,882 3.3

地方譲与税、利子割交付
金、配当割交付金、株式等
譲渡所得割交付金、地方消
費税交付金、ゴルフ場利用
税交付金、自動車取得税交
付金、地方特例交付金、交
通安全対策特別交付金

地 方 交 付 税 5,051,732 39.6 5,087,924 38.5 △ 36,192 △ 0.7

国 庫 支 出 金 978,737 7.7 1,063,922 8.1 △ 85,185 △ 8.0

県 支 出 金 649,162 5.1 968,617 7.3 △ 319,455 △ 33.0

市 債 737,700 5.8 1,095,300 8.3 △ 357,600 △ 32.6

小　　　　　　計 8,205,048 64.4 8,978,598 68.0 △ 773,550 △ 8.6

12,741,549 100.0 13,201,682 100.0 △ 460,133 △ 3.5

（単位：千円・％）

決算額　a 構成比 決算額　b 構成比 a -b 増減率

人 件 費 2,385,441 19.1 2,392,370 18.4 △ 6,929 △ 0.3

扶 助 費 1,677,698 13.4 1,681,080 13.0 △ 3,382 △ 0.2

公 債 費 2,071,636 16.6 2,154,974 16.6 △ 83,338 △ 3.9

小　　　　　　計 6,134,775 49.1 6,228,424 48.0 △ 93,649 △ 1.5

普 通 建 設 事 業 費 890,873 7.1 1,418,565 10.9 △ 527,692 △ 37.2

災 害 復 旧 事 業 費 69,476 0.6 6,414 0.1 63,062 983.2

小 計 960,349 7.7 1,424,979 11.0 △ 464,630 △ 32.6

物 件 費 2,093,982 16.7 2,145,786 16.6 △ 51,804 △ 2.4

維 持 補 修 費 103,896 0.8 101,625 0.8 2,271 2.2

補 助 費 等 1,309,009 10.5 973,792 7.5 335,217 34.4

積 立 金 100,379 0.8 57,601 0.4 42,778 74.3

投資及び出資金・貸付金 136,522 1.1 134,522 1.0 2,000 1.5

繰 出 金 1,666,651 13.3 1,902,869 14.7 △ 236,218 △ 12.4

小　　　　　　計 5,410,439 43.2 5,316,195 41.0 94,244 1.8

12,505,563 100.0 12,969,598 100.0 △ 464,035 △ 3.6

比較増減

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源

義
務
的
経
費

合　　　　　　　計

　（２）　性質別歳出決算額

区　　　　　　　　分
平成３０年度 平成２９年度

備　　　　　考

備　　　　　考

　（１）　性質別歳入決算額

比較増減

合　　　　　　　計

投

資

的

経

費

区　　　　　　　　分
平成３０年度 平成２９年度

そ
の
他
経
費

人件費

19.1%

扶助費

13.4%

公債費

16.6%普通建設

事業費

7.1%

災害復旧事業費

0.6%

物件費

16.7%

維持補修費

0.8%

補助費等

10.5%

積立金

0.8%

投資及び出資金・貸付金

1.1%
繰出金

13.3%

平成３０年度性質別歳出決算内訳

市税

23.4% 分担金及

び負担金

0.5%

使用料及

び手数料

0.9%繰入金・繰越金

5.0%

諸収入等

5.8%

地方譲与税及び

交付金等

6.2%

地方交付税

39.6%

国庫支出金

7.7%

県支出金

5.1% 市債

5.8%

平成３０年度性質別歳入決算内訳
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９　　会　計　別　地　方　債　の　内　訳　表

 （単位：千円）

増 加 額 減 少 額

１ ２,２３０,７０４ ２８８,１００ ３３６,４３０ ２,１８２,３７４ 

(1) 総 務 債 ２２２,４５８ ６４,３５６ １５８,１０２ 

(2) 民 生 債 ２０,９２０ ４００ ２,７５７ １８,５６３ 

(3) 保 育 所 債 １１,２５５ ４００ ２,２３３ ９,４２２ 

(4) 衛 生 債 ６６,０２９ １１,６００ ３,８３８ ７３,７９１ 

(5) 農 林 債 １７８,１３２ ２１,３００ ４７,１１２ １５２,３２０ 

(6) 商 工 債 ８３,８０７ ３６,９００ １,４６４ １１９,２４３ 

(7) 土 木 債 ２０９,０３１ １２２,５００ ７１,３０９ ２６０,２２２ 

(8) 消 防 債 ４９７,１６６ ４３,０００ ５４,１７９ ４８５,９８７ 

(9) 教 育 債 ９４１,９０６ ５２,０００ ８９,１８２ ９０４,７２４ 

２ ６,６１９ １４,７００ １,０１０ ２０,３０９ 

(1) 補 助 ６,６１９ ７,１００ １,０１０ １２,７０９ 

(2) 一 般 単 独 ７,６００ ７,６００ 

３ １１４,８２０ ３２,３８０ ８２,４４０ 

４ ６,７４７,８５１ ４０７,０００ ４９３,１１５ ６,６６１,７３６ 

５ ５,７１６,４９９ ２７,９００ １,０３１,９０８ ４,７１２,４９１ 

６ １３０,１５６ ５５,８５９ ７４,２９７ 

１４,９４６,６４９ ７３７,７００ １,９５０,７０２ １３,７３３,６４７ 

７９８,７４６ ４６,７３３ ７５２,０１３ 

２,４６１,３０１ ２１５,３７９ ２,２４５,９２２ 

５,１９２,１１１ １７８,８００ １５０,８５４ ５,２２０,０５７ 

８,４５２,１５８ １７８,８００ ４１２,９６６ ８,２１７,９９２ 

２３,３９８,８０７ ９１６,５００ ２,３６３,６６８ ２１,９５１,６３９ 

平成３０年度中増減額
備　　考

減 税 補 て ん 債

平成３０年度
末現在高

平成２９年度
末現在高

災 害 復 旧 債

区 分

合　　　　　　　　　　計

一

般

会

計

特
　
別
　
会
　
計

簡 易 水 道 事 業 債

公 共 下 水 道 事 業 債

小　　　　　計

農 業 集 落 排 水 事 業 債

小　　　　　計

地 域 再 生 事 業 債

合 併 特 例 債

臨 時 財 政 対 策 債

普 通 債
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１０　　会　計　別　基　金　の　運　用　状　況　表

 （単位：千円）

増 加 額 減 少 額

財 政 調 整 基 金 ２,９５４,９２２ １０５,２９２ ４３０,０００ ２,６３０,２１４ 

減 債 基 金 １,１１５,４２２ ３６１ １,１１５,７８３ 

教 育 施 設 整 備 基 金 ２２,５９７ ４ ２２,６０１ 

魅 力 あ る ま ち づ く り 基 金 ９６１,８８４ ３９９ ９６２,２８３ 

文 化 の 里 施 設 整 備 基 金 ４,１９５ ４ ４,１９９ 

市 営 住 宅 建 設 基 金 ５１,１８５ ４６ ５１,２３１ 

消 防 施 設 整 備 基 金 ７０,９９９ ７０,９９９ 

ク リ ー ン セ ン タ ー 施 設 整 備 基 金 ３１,６４０ ２８ ３１,６６８ 

福 祉 施 設 整 備 基 金 ８,９０６ ８ ８,９１４ 

合 併 振 興 基 金 １,５８５,５７１ ２２９ ３７,１００ １,５４８,７００ 

ふ る さ と 水 と 土 基 金 ３０,０００ ３０,０００ 

ふ る さ と 応 援 基 金 ５４,３４８ ９９,００７ ４４,３４８ １０９,００７ 

地 域 福 祉 基 金 ５４８,０８３ ５４８,０８３ 

公 共 料 金 支 払 基 金 ３０,０００ ３０,０００ 

収 入 印 紙 等 購 買 基 金 １,５００ １,０００ ２,５００ 

振 興 券 支 払 基 金 ２４,４００ ６５,３１４ ７２,１６０ １７,５５４ 

小　　　　　　計 ７,４９５,６５２ ２７１,６９２ ５８３,６０８ ７,１８３,７３６ 

国 民 健 康 保 険 基 金 ５３４,５６６ ４０,０００ ５７４,５６６ 

高 額 療 養 費 支 払 資 金 貸 付 基 金 １０,０００ １０,０００ 

介 護 給 付 費 準 備 基 金 ４６７,８６０ ２,２４３ ４１,０００ ４２９,１０３ 

後 期 高 齢 者 医 療 基 金 ３,６００ ７,０００ １０,６００ 

簡 易 水 道 基 金 １１,９３４ ２,６５３ ５,３７８ ９,２０９ 

農 業 集 落 排 水 基 金 ２８３ ３２ ３１５ 

公 共 下 水 道 基 金 ３９ ９５ １３４ 

高 富 財 産 区 調 整 基 金 １３３,８１８ ６９１ １３４,５０９ 

小　　　　　　計 １,１６２,１００ ５２,７１４ ４６,３７８ １,１６８,４３６ 

８,６５７,７５２ ３２４,４０６ ６２９,９８６ ８,３５２,１７２ 総合計（一般会計＋特別会計）

特
　
別
　
会
　
計

備　　　考

一

般

会

計

区 分
平成２９年度

末現在高

平成３０年度中増減額
平成３０年度

末現在高
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事　　業　　名

支給対象・支給額等

山県市出産祝金事業

第１子及び第２子は１０万円、第３子以降は２０万円

山県市福祉医療費助成事業

高校生等の保護者に対し、高校生等にかかった医療費の自己負担相当分

山県市新築等祝金事業

住宅を取得し、市外から転入した人、市内建設業者の施工により住宅等を
新･増築した人等に対し、当該建物の固定資産税相当額

山県市全国大会等出場者応援金事業

国際的又は全国的な文化や体育の大会に出場する人や団体に対し、要綱
に定める額

山県市狩猟免許取得助成事業

新たに狩猟免許を取得した人に対し、免許の取得や捕獲器具を購入する場
合に必要となった経費の一部（上限１０万円）

山県市防災士取得助成事業

新たに防災士資格を取得した人に対し、資格を取得するのに要した費用の２
分の１相当額 （上限３万円）

山県市国民健康保険優良家庭表彰事業

１年間無受診の国保世帯に対し、１世帯あたり５千円

山県市福祉を担う人づくり推進助成事業

市が指定した福祉に関する資格を新たに取得した人に対し、実施機関に支
払った受講料、受講手数料 （上限５万円）

山県市鳥獣被害防止柵設置助成事業

農地の境界に防止柵を設置した人に対し、防止柵材料の購入金額の３分の
１相当額

山県市鳥獣被害防止柵設置事務費交付事業

有害鳥獣防止柵を設置した団体等に対し、自力施工による有害鳥獣防止柵
設置に必要な経費で、国からの交付金に相当する額の２％

山県市幼稚園保育料等助成事業

山県市に住民登録している３歳から５歳までの幼稚園児の保護者に対し、該
当年度の保育料等の一部を助成

山県市認可外保育施設保育料等助成事業

山県市に住民登録している３歳から５歳までの認可外保育施設に通う児童の
保護者に対し、該当年度の保育料等の一部を助成

山県市住宅等取得祝金事業

定住促進と市内産業の振興のため、条件に該当する人に対し、祝金を支給
（１棟につき１０万円）

山県市ふるさと暮らし奨励金交付事業

市内で新たに多世代での同居または近居する人で、家屋の新築、増築また
は空家の取得・改修に要した経費の一部

市長が特に認めた団体が行う事業

地域の活性化および市の商工業の振興を図るため、市長が特に認めた団体
に対して予算の範囲内で市が振興券を販売する事業

１,０３５ ６５,３１４ 合　　　　　　　　　　計

14 １１ ２,７６１ P51

15 ６ ２,６１８ P44

12 ０ ０ －

13 ４０ ４,０００ P156

10 ０ ０ －

11 １３６ ２６,００９ P162

8 ８ ３３０ P68

9 ２０ ８８６ P113

6 ２８ １３９ P160

7 １２９ ６４５ P221

4 ５４ ２,４００ P208

5 ０ ０ P128

2 ４５４ ７,２４１ P76

3 ２１ １,２８５ P156

1 １２８ １７,０００ P82

１１　山 県 ま ち づ く り 振 興 券 交 付 事 業 実 績 一 覧 表

№ 交付件数 交付枚数
参照

ページ
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【歳入】
　地方消費税交付金 （社会保障財源化分）

【歳出】
　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　（一般財源）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位:千円）

国県支出金 地方債 その他

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の地方消費

税交付金）

その他

地域福祉推進 468 55 413

生活困窮者自立支援 2,633 2,269 43 321

隣保館運営 2,327 1,979 41 307

健康・介護フェスタ事業 1,411 632 2 92 685

老人福祉費 113,646 1,562 19,575 10,932 81,577

福祉医療費 341,694 95,521 54,295 22,674 169,204

障がい者福祉費 494,579 344,179 5,000 17,182 128,218

福祉センター費 32,643 600 6,816 2,981 22,246

児童福祉総務費 76,719 33,024 15,696 3,309 24,690

児童措置費 440,865 328,862 13,235 98,768

母子福祉費 1,835 38 212 1,585

保育園費 262,475 1,619 400 47,831 25,125 187,500

児童館費 33,463 9,780 2,799 20,884

障がい児福祉費 64,073 39,834 400 285 2,783 20,771

生活保護費 177,983 134,283 5,164 38,536

2,046,814 993,544 1,400 149,538 106,626 795,706

国民健康保険事業 194,601 118,798 8,957 66,846

介護保険事業 331,500 3,381 38,773 289,346

後期高齢者医療事業 385,473 57,887 38,710 288,876

911,574 180,066 86,441 645,067

健康づくり推進事業 2,347 558 211 1,578

食育推進事業 229 41 22 166

歯科保健事業 1,567 22 183 1,362

予防接種事業 57,315 7,300 5,910 44,105

母子保健費 22,009 686 303 2,484 18,536

健康増進事業費 31,829 1,274 4,300 3,003 2,748 20,504

地域保健費 71,362 6,670 510 7,584 56,598

186,658 9,188 11,600 3,879 19,142 142,849

3,145,046 1,182,798 13,000 153,417 212,209 1,583,622

保
健
衛
生

小 計

合 計

社
会
福
祉

小 計

社
会
保
険

小 計

事  業  名  等 経　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

12 地方消費税率の引上げ分に係る使途の明確化について

　社会保障の安定財源の確保を図る税制の抜本的な改革を行うため、平成２４年度８月に消費税法及び地方税法が
改正され、平成２６年４月１日から、消費税及び地方消費税の税率が５％から８％へ引き上げられました。
　この引上げ分に係る地方消費税交付金については、全て「社会保障施策に要する経費（事務費や事務職員の人件
費は除く）」に充てることとされています。

○本市の平成３０年度一般会計決算における上記経費の充当状況は、次のとおりです。

２億１，２２１万円

１７億９，５８３万円
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所管別主要な施策の成果説明書

（１） 一 般 会 計
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事業別目次

（１）一般会計

※ ◎は新規事業 ○は拡充事業 として当初予算概要調書の主な歳出予算一覧表に

掲げた事業等です。

（款） （事業名） （事業費） （頁）

議会費 議会報発行事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・744千円 ２９

議会費 議会報告及び意見交換会事業 ・・・・・・・・・・・ 22千円 ２９

議会費 議会テレビ放映事業 ・・・・・・・・・・・・・・1,352千円 ３０

○ 総務費 ふるさと応援寄附金推進事業 ・・・・・・・・・ 46,943千円 ３１

総務費 職員研修事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・1,646千円 ３２

総務費 防犯灯新設工事 ・・・・・・・・・・・・・・・・・431千円 ３３

総務費 防犯灯維持管理 ・・・・・・・・・・・・・・・ 11,843千円 ３３

総務費 非核平和都市宣言事業 ・・・・・・・・・・・・・・220千円 ３４

総務費 協働のまちづくり活動補助金 ・・・・・・・・・・・740千円 ３４

総務費 伊自良支所屋上防水シート補修工事 ・・・・・・・1,310千円 ３５

総務費 市ホームページ運営事業 ・・・・・・・・・・・・・997千円 ３５

総務費 広報やまがた発行 ・・・・・・・・・・・・・・・4,739千円 ３６

総務費 シティプロモーション事業(ラッピングトラック) ・3,966千円 ３７

総務費 統一基準財務書類作成業務 ・・・・・・・・・・・・888千円 ３７

総務費 庁舎施設維持管理業務事業 ・・・・・・・・・・ 21,679千円 ３８

◎ 総務費 庁舎等設備調査及び大規模修繕改修計画策定事業 11,772千円 ３８

総務費 基金積立事業等 ・・・・・・・・・・・・・・・100,379千円 ３９

総務費 自治会集会施設建設事業補助金 ・・・・・・・・・1,770千円 ３９

総務費 情報システム機器等更新業務 ・・・・・・・・・ 17,197千円 ４０

総務費 有線テレビ管理事業 ・・・・・・・・・・・・・・7,271千円 ４０

総務費 交通安全対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・6,022千円 ４１

◎ 総務費 男女共同参画社会推進事業 ・・・・・・・・・・・5,046千円 ４２

総務費 中小企業支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・643千円 ４２

総務費 中小企業展示会等出展支援補助金 ・・・・・・・・・100千円 ４３

総務費 地域振興活動事業補助金 ・・・・・・・・・・・・・320千円 ４４

総務費 山県まちづくり振興券活用事業 ・・・・・・・・・2,618千円 ４４

◎ 総務費 シティプロモーション事業（地方創生） ・・・・ 10,000千円 ４５

◎ 総務費 田舎暮らし推奨企画振興業務委託事業（地方創生） 4,000千円 ４６

総務費 空家等対策協議会事業 ・・・・・・・・・・・・・・164千円 ４７

総務費 空家等利活用促進支援事業 ・・・・・・・・・・・2,000千円 ４７

○ 総務費 危険空家等除却補助金 ・・・・・・・・・・・・・2,000千円 ４７

総務費 地域振興イベント事業負担金 ・・・・・・・・・・8,428千円 ４８

総務費 地域活性化事業補助金（まつり補助金） ・・・・・ 3,000千円 ４８

総務費 地域振興活性化事業補助金 ・・・・・・・・・・・1,000千円 ５０

総務費 ふるさと暮らし奨励金 ・・・・・・・・・・・・・2,761千円 ５１
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総務費 集落支援員・地域おこし協力隊設置事業 ・・・・・13,656千円 ５２

総務費 移住定住促進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・2,091千円 ５３

総務費 自主運行バス運行事業 ・・・・・・・・・・・・ 83,955千円 ５４

総務費 乾乗合タクシー運行事業 ・・・・・・・・・・・・5,574千円 ５５

◎ 総務費 山県市ハーバス実証実験事業 ・・・・・・・・・・7,855千円 ５６

総務費 山県市公共交通会議負担金 ・・・・・・・・・・・1,700千円 ５６

総務費 消費者行政推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・1,795千円 ５６

総務費 市税賦課・収納管理等システム業務委託事業 ・・ 12,444千円 ５７

総務費 土地・家屋評価システム等業務委託事業 ・・・・・6,743千円 ５７

総務費 固定資産土地鑑定評価委託事業 ・・・・・・・・・6,669千円 ５８

総務費 税務諸証明等交付事務・徴税事務（課税収入状況） ・・・・ ５８

総務費 戸籍謄抄本・住民票等交付事務 ・・・・・・・・・・803千円 ６０

総務費 広域行政窓口事務委託事業 ・・・・・・・・・・・・149千円 ６０

総務費 住基ネットワークシステム事業 ・・・・・・・・・・ 51千円 ６１

総務費 通知カード・マイナンバーカード委託交付金 ・・・2,172千円 ６１

総務費 戸籍システム共同利用業務委託事業 ・・・・・・・7,169千円 ６１

◎ 総務費 住民基本台帳ネットワーク導入等委託事業 ・・・・2,721千円 ６２

◎ 総務費 文字基盤切替業務委託 ・・・・・・・・・・・・・・923千円 ６２

◎ 総務費 社会保障・税番号制度システム整備事業 ・・・・・2,916千円 ６２

◎ 総務費 県議会議員選挙 ・・・・・・・・・・・・・・・・2,719千円 ６３

◎ 総務費 市長選挙 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 590千円 ６３

総務費 選挙備品貸出事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６４

総務費 工業統計調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・478千円 ６５

総務費 住宅・土地統計調査 ・・・・・・・・・・・・・・2,629千円 ６５

民生費 社会福祉協議会補助金 ・・・・・・・・・・・・ 27,875千円 ６６

民生費 民生委員・児童委員協議会補助金 ・・・・・・・・2,568千円 ６６

民生費 遺族会補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・1,665千円 ６７

民生費 家具等転倒防止器具設置推進補助金 ・・・・・・・・・7千円 ６７

民生費 更生保護女性会補助金 ・・・・・・・・・・・・・・100千円 ６７

◎ 民生費 買物弱者対策支援事業補助金 ・・・・・・・・・・1,055千円 ６８

民生費 いきいき生活サポート事業(ワンコインサービス) ・・ 138千円 ６８

民生費 福祉を担う人づくり推進事業 ・・・・・・・・・・・330千円 ６８

○ 民生費 結婚支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・2,217千円 ６９

民生費 生活困窮者自立支援事業 ・・・・・・・・・・・・2,586千円 ６９

◎ 民生費 子ども貧困対策実態調査 ・・・・・・・・・・・・・940千円 ６９

◎ 民生費 やまがた健康介護フェスタ ・・・・・・・・・・・ 1,411千円 ７０

民生費 隣保館運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・3,499千円 ７０

民生費 長寿者褒賞金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・513千円 ７１

○ 民生費 シルバー人材センター補助金 ・・・・・・・・・・9,900千円 ７１

民生費 外出支援事業委託 ・・・・・・・・・・・・・・・・850千円 ７２

◎ 民生費 緊急通報システム設置事業 ・・・・・・・・・・・1,044千円 ７２

民生費 老人クラブ連合会補助金 ・・・・・・・・・・・・1,490千円 ７３

民生費 老人クラブ補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・2,872千円 ７３

民生費 敬老会実施事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・5,656千円 ７４

民生費 老人福祉施設入所者措置費生活費扶助事業 ・・・ 90,725千円 ７５
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民生費 介護サービス平準化交通費扶助事業 ・・・・・・・・338千円 ７５

民生費 各種福祉医療費助成事業 ・・・・・・・・・・・310,824千円 ７６

民生費 高校生等福祉医療費助成事業 ・・・・・・・・・・7,241千円 ７６

民生費 医師会・歯科医師会協力費負担金 ・・・・・・・・1,733千円 ７７

民生費 身体障がい者福祉協会補助金 ・・・・・・・・・・・322千円 ７８

民生費 県障がい者福祉費補助金 ・・・・・・・・・・・・・470千円 ７８

民生費 重度身体障がい者紙オムツ購入助成事業 ・・・・・・154千円 ７９

○ 民生費 障がい者自立支援給付事業 ・・・・・・・・・・480,479千円 ７９

民生費 伊自良老人福祉センター災害復旧事業 ・・・・・・1,218千円 ８１

民生費 出産祝金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17,000千円 ８２

◎ 民生費 第２期子ども・子育て支援計画策定事業 ・・・・・・400千円 ８２

民生費 放課後児童健全育成事業 ・・・・・・・・・・・ 26,698千円 ８３

○ 民生費 放課後児童クラブ室改修 ・・・・・・・・・・・ 17,937千円 ８４

民生費 結婚・誕生記念証等作成事業 ・・・・・・・・・・・205千円 ８５

民生費 病児・病後児保育事業補助金 ・・・・・・・・・・5,554千円 ８５

◎ 民生費 病児保育利用者助成金事業 ・・・・・・・・・・・・ 42千円 ８６

民生費 子どもホッとカード事業 ・・・・・・・・・・・・・ 16千円 ８６

民生費 児童扶養手当給付事業 ・・・・・・・・・・・・ 62,919千円 ８７

民生費 特別障がい者手当等給付事業 ・・・・・・・・・ 12,527千円 ８７

民生費 児童手当給付事業 ・・・・・・・・・・・・・・364,510千円 ８８

民生費 母子寡婦福祉会補助金 ・・・・・・・・・・・・・・360千円 ８８

民生費 保育園運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・293,603千円 ８９

民生費 児童館（子どもげんきはうす）事業 ・・・・・・・6,469千円 ９０

民生費 高富児童館指定管理事業 ・・・・・・・・・・・ 27,048千円 ９１

民生費 児童発達支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 60,603千円 ９４

◎ 民生費 ピッコロ療育センター屋根改修工事 ・・・・・・・・497千円 ９４

民生費 生活保護扶助費 ・・・・・・・・・・・・・・・167,349千円 ９５

衛生費 健康づくり推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・1,944千円 ９６

衛生費 食教育推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・113千円 ９７

衛生費 栄養改善事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・102千円 ９７

衛生費 歯科保健事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・1,567千円 ９８

衛生費 予防接種事業（高齢者） ・・・・・・・・・・・ 20,215千円 ９９

衛生費 予防接種事業（乳幼児・学童・成人） ・・・・・ 37,100千円 ９９

衛生費 養育医療給付事業 ・・・・・・・・・・・・・・・1,371千円 １００

衛生費 妊婦一般健康診査事業 ・・・・・・・・・・・・ 14,488千円 １０１

衛生費 乳幼児健康診査事業 ・・・・・・・・・・・・・・2,092千円 １０１

衛生費 乳幼児相談事業等 ・・・・・・・・・・・・・・・・581千円 １０２

衛生費 新生児聴覚検査費助成事業 ・・・・・・・・・・・・473千円 １０３

衛生費 不妊治療費助成事業 ・・・・・・・・・・・・・・2,042千円 １０３

衛生費 健康診査・各種がん検診事業 ・・・・・・・・・ 31,833千円 １０４

衛生費 休日・夜間診療事業 ・・・・・・・・・・・・・・2,379千円 １０５

衛生費 地域医療確保事業費補助事業 ・・・・・・・・・ 10,000千円 １０５

衛生費 救急病院運営費補助事業 ・・・・・・・・・・・ 58,355千円 １０６

衛生費 環境保全監視員委嘱事業 ・・・・・・・・・・・・・476千円 １０６

衛生費 河川水質検査事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・400千円 １０７
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衛生費 犬猫等収集処理委託事業 ・・・・・・・・・・・・1,325千円 １０７

衛生費 花の都ぎふ推進協議会負担金 ・・・・・・・・・・1,732千円 １０７

衛生費 まち美化パートナー事業 ・・・・・・・・・・・・・114千円 １０８

衛生費 自動車騒音常時監視委託事業 ・・・・・・・・・・・648千円 １０８

衛生費 ごみ処理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・148,140千円 １０９

衛生費 クリーンセンター管理事業 ・・・・・・・・・・452,010千円 １１１

衛生費 し尿処理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・145,006千円 １１１

農林水産業費 農業委員会会議の開催状況及びその処理状況 5,491千円 １１２

農林水産業費 地産地消推進の店「ぎふ～ど」認定事業負担金 19千円 １１３

農林水産業費 鳥獣被害防止柵設置助成事業 ・・・・・・・・886千円 １１３

農林水産業費 農業用資機材等整備支援事業補助金 ・・・・・456千円 １１４

農林水産業費 担い手確保経営強化支援事業補助金 ・・・・8,223千円 １１４

農林水産業費 経営所得安定対策事務費補助金 ・・・・・・3,762千円 １１６

農林水産業費 学校給食地産地消推進事業 ・・・・・・・・・775千円 １１６

農林水産業費 農業次世代人材投資事業補助金 ・・・・・・1,500千円 １１７

農林水産業費 農業経営基盤強化資金利子補給 ・・・・・・・326千円 １１８

農林水産業費 元気な農業産地構造改革支援事業補助金 ・・1,851千円 １１８

農林水産業費 中山間地域等担い手育成支援事業補助金 ・・7,347千円 １１９

農林水産業費 集落営農活動促進事業 ・・・・・・・・・・・992千円 １２０

農林水産業費 中山間地域等直接支払交付金事業 ・・・・・5,794千円 １２０

農林水産業費 畜産環境衛生事業補助金 ・・・・・・・・・1,859千円 １２１

農林水産業費 畜産防疫設備整備事業 ・・・・・・・・・・1,465千円 １２１

農林水産業費 豚舎ワイヤーメッシュ柵整備事業 ・・・・・1,738千円 １２２

◎ 農林水産業費 美濃酪連乳業工場機能向上推進事業 ・・・・1,050千円 １２２

○ 農林水産業費 県単かんがい排水事業 ・・・・・・・・・ 35,439千円 １２３

○ 農林水産業費 土地改良施設適正化事業 ・・・・・・・・・6,937千円 １２４

○ 農林水産業費 維持管理適正化事業 ・・・・・・・・・・・5,015千円 １２４

農林水産業費 農業用施設改修事業 ・・・・・・・・・・ 17,718千円 １２５

農林水産業費 多面的機能支払交付金 ・・・・・・・・・・8,545千円 １２５

農林水産業費 農地中間管理事業 ・・・・・・・・・・・・・990千円 １２６

農林水産業費 野生鳥獣被害防止捕獲業務委託事業 ・・・ 17,421千円 １２７

農林水産業費 野生生物保護管理事業 ・・・・・・・・・・3,615千円 １２８

農林水産業費 狩猟免許取得助成金 ・・・・・・・・・・・・・0千円 １２８

農林水産業費 育林推進事業補助金 ・・・・・・・・・・ 13,780千円 １２９

農林水産業費 清流の国ぎふ森林・環境基金事業 ・・・・・6,478千円 １２９

◎ 農林水産業費 林地台帳作成業務 ・・・・・・・・・・・・2,678千円 １３０

農林水産業費 治山林道事業 ・・・・・・・・・・・・・・6,977千円 １３０

農林水産業費 県単林道事業 ・・・・・・・・・・・・・ 11,322千円 １３１

商工費 商工会補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 21,000千円 １３２

○ 商工費 商工会経営発達支援事業補助金 ・・・・・・・・・2,000千円 １３２

商工費 小口融資保証料補てん金 ・・・・・・・・・・・・1,288千円 １３３

商工費 小口融資預託金 ・・・・・・・・・・・・・・・ 60,000千円 １３３

◎ 商工費 企業立地報奨金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・0千円 １３３

○ 商工費 工場用地基盤整備事業 ・・・・・・・・・・・・ 44,123千円 １３４
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◎ 商工費 企業経営力強化セミナー補助金 ・・・・・・・・・・450千円 １３４

商工費 企業立地奨励事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 21,239千円 １３５

商工費 商工会スタンプラリー事業補助金 ・・・・・・・・3,000千円 １３５

◎ 商工費 水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ製造業リノベ

ーション事業（地方創生・地域経済牽引事業） ・・32,068千円 １３６

商工費 市観光協会補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・1,350千円 １３７

商工費 山県さくら観光プロデュース事業 ・・・・・・・ 3,780千円 １３８

商工費 名山めぐりマンガ作成事業 ・・・・・・・・・・・・150千円 １３９

○ 商工費 香り会館指定管理事業 ・・・・・・・・・・・・ 14,233千円 １４０

商工費 伊自良湖周辺管理事業 ・・・・・・・・・・・・・3,578千円 １４１

商工費 伊自良キャンプ場管理事業 ・・・・・・・・・・・・125千円 １４１

○ 商工費 グリーンプラザみやま管理事業 ・・・・・・・・ 25,955千円 １４２

◎ 商工費 観光コンテンツブラッシュアップ等事業

（地方創生） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6,998千円 １４３

土木費 道路台帳整備委託事業 ・・・・・・・・・・・・・4,274千円 １４４

土木費 工事検査管理監報酬 ・・・・・・・・・・・・・・2,846千円 １４４

土木費 地籍調査事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・1,090千円 １４５

土木費 除雪委託事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・9,635千円 １４６

○ 土木費 各種道路橋梁維持事業 ・・・・・・・・・・・・ 59,240千円 １４６

土木費 橋梁耐震･補修事業 ・・・・・・・・・・・・・・76,140千円 １４７

土木費 県事業負担金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・266千円 １４８

○ 土木費 道路改良調査設計委託料 ・・・・・・・・・・・ 68,214千円 １４８

○ 土木費 道路改良工事 ・・・・・・・・・・・・・・・・195,769千円 １４９

土木費 河川除草委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・9,964千円 １５０

土木費 普通河川浚渫工事 ・・・・・・・・・・・・・・・・454千円 １５０

○ 土木費 河川改良事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 35,938千円 １５０

◎ 土木費 河川改良事業負担金・・・・・・・・・・・・・・・7,641千円 １５１

○ 土木費 山県ターミナル整備事業 ・・・・・・・・・・・198,441千円 １５２

◎ 土木費 都市計画基本調査等委託事業 ・・・・・・・・・・7,211千円 １５２

土木費 公園施設維持管理事業 ・・・・・・・・・・・・ 23,357千円 １５３

◎ 土木費 四国山香りの森公園指定管理事業 ・・・・・・・・6,000千円 １５３

◎ 土木費 公園施設整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・4,218千円 １５４

土木費 木造住宅耐震診断事業 ・・・・・・・・・・・・・・232千円 １５５

土木費 木造住宅耐震補強工事費補助金 ・・・・・・・・・2,862千円 １５５

◎ 土木費 建築物耐震診断補助金 ・・・・・・・・・・・・・1,583千円 １５６

土木費 新築等祝金事業・住宅等取得祝金事業 ・・・・・・5,285千円 １５６

土木費 市営住宅改修事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・929千円 １５６

◎ 消防費 常備消防広域化事業 ・・・・・・・・・・・・・499,653千円 １５７

消防費 消防団活動事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 38,940千円 １５７

消防費 消防団装備整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・1,655千円 １５８

◎ 消防費 防火団体育成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・1,843千円 １５８

◎ 消防費 消防施設整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 20,702千円 １５９

消防費 防災対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 30,881千円 １６０
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教育費 まちづくり振興券配布業務委託料 ・・・・・・・・・440千円 １６１

教育費 私立幼稚園就園奨励費補助金 ・・・・・・・・・ 22,116千円 １６１

教育費 幼稚園保育料助成金 ・・・・・・・・・・・・・ 26,009千円 １６２

教育費 教育ローン利子補給金 ・・・・・・・・・・・・・・261千円 １６２

教育費 教育相談員報酬・共済費 ・・・・・・・・・・・・9,419千円 １６２

教育費 生活相談員報酬 ・・・・・・・・・・・・・・・・2,970千円 １６３

教育費 教育嘱託員（教育センター次長）報酬・共済費 ・・2,667千円 １６３

教育費 特別支援教育学習支援員報酬・共済費 ・・・・・・2,368千円 １６４

教育費 スクール・サポート・スタッフ賃金 ・・・・・・・2,181千円 １６４

教育費 教育センター各種委託業務 ・・・・・・・・・・・・608千円 １６５

教育費 教育系情報システム各種委託業務 ・・・・・・・・1,971千円 １６５

教育費 大学院教育学研究科履修助成金 ・・・・・・・・・・268千円 １６５

◎ 教育費 コスモス分室改修工事 ・・・・・・・・・・・・・・254千円 １６６

教育費 山高未来プロジェクト負担金 ・・・・・・・・・・1,000千円 １６６

教育費 小学校医報酬 ・・・・・・・・・・・・・・・・・5,760千円 １６７

教育費 小学校学習支援員報酬・共済費 ・・・・・・・・ 14,153千円 １６７

◎ 教育費 ＪＴＥ学習支援員報酬・共済費 ・・・・・・・・ 13,910千円 １６８

教育費 英語指導助手報酬・共済費 ・・・・・・・・・・・4,220千円 １６８

教育費 教育サポーター賃金 ・・・・・・・・・・・・・ 12,401千円 １６８

教育費 施設管理員賃金・共済費 ・・・・・・・・・・・・2,756千円 １６９

教育費 新入生用安全グッズ配布事業 ・・・・・・・・・・・496千円 １６９

教育費 小学校各種業務委託事業 ・・・・・・・・・・・ 18,663千円 １６９

教育費 小学校スクールバス業務委託料 ・・・・・・・・ 14,388千円 １７０

教育費 英語指導助手委託料 ・・・・・・・・・・・・・・4,601千円 １７０

教育費 学校教育関連団体補助金等 ・・・・・・・・・・・・450千円 １７１

教育費 読書指導員賃金・共済費 ・・・・・・・・・・・・4,890千円 １７１

教育費 小学校各種工事 ・・・・・・・・・・・・・・・・2,620千円 １７１

教育費 小学校一般備品購入 ・・・・・・・・・・・・・・3,470千円 １７２

教育費 小学校学力ステップアップ推進事業 ・・・・・・・1,166千円 １７２

教育費 小学校スクールバス業務委託料（校外研修分） ・・1,707千円 １７３

教育費 山県ふるさと体験事業 ・・・・・・・・・・・・・・546千円 １７３

教育費 特色ある学校づくり事業 ・・・・・・・・・・・・1,025千円 １７４

教育費 地域とともにある学校づくり事業 ・・・・・・・・・473千円 １７４

教育費 小学校教材備品購入 ・・・・・・・・・・・・・・2,527千円 １７４

○ 教育費 小学生就学援助事業 ・・・・・・・・・・・・・・7,977千円 １７５

教育費 清流の国ぎふ ふるさと魅力体験事業 ・・・・・・・366千円 １７５

◎ 教育費 プログラミング学習推進事業 ・・・・・・・・・・・518千円 １７５

教育費 小学校理科等教育備品購入 ・・・・・・・・・・・・880千円 １７６

○ 教育費 教育ＩＣＴ関連備品購入 ・・・・・・・・・・・ 33,765千円 １７７

教育費 指導用教科書・教材等購入 ・・・・・・・・・・・・ 37千円 １７７

教育費 小学校給食調理備品購入 ・・・・・・・・・・・・3,310千円 １７８

教育費 小学校給食費負担金 ・・・・・・・・・・・・・・・649千円 １７８

教育費 中学校医報酬 ・・・・・・・・・・・・・・・・・2,160千円 １７９

教育費 中学校学習支援員報酬・共済費 ・・・・・・・・・9,442千円 １７９

教育費 英語指導助手報酬・共済費 ・・・・・・・・・・・4,220千円 １８０

教育費 施設管理員賃金・共済費 ・・・・・・・・・・・・1,449千円 １８０
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教育費 中学校各種業務委託事業 ・・・・・・・・・・・ 10,697千円 １８０

教育費 中学校スクールバス業務委託料 ・・・・・・・・・9,083千円 １８１

教育費 読書指導員賃金 ・・・・・・・・・・・・・・・・2,818千円 １８１

教育費 中学校各種工事 ・・・・・・・・・・・・・・・・3,309千円 １８１

教育費 伊自良中学校特別教室等空調整備工事 ・・・・・ 14,796千円 １８２

教育費 中学校一般備品購入 ・・・・・・・・・・・・・・・ 97千円 １８３

◎ 教育費 中学校スクールバス更新 ・・・・・・・・・・・・8,519千円 １８３

教育費 中学校部活動事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・773千円 １８４

教育費 特色ある学校づくり事業 ・・・・・・・・・・・・・403千円 １８４

教育費 地域とともにある学校づくり事業 ・・・・・・・・・152千円 １８４

教育費 中学校学力ステップアップ推進事業 ・・・・・・・・389千円 １８５

教育費 中学校スクールバス業務委託料（校外研修分） ・・・171千円 １８５

教育費 中学校教材備品購入 ・・・・・・・・・・・・・・1,504千円 １８５

○ 教育費 中学生就学援助事業 ・・・・・・・・・・・・・・8,099千円 １８６

教育費 中学校理科等教育備品購入 ・・・・・・・・・・・・293千円 １８６

○ 教育費 教育ＩＣＴ関連備品購入 ・・・・・・・・・・・・1,720千円 １８７

◎ 教育費 指導用教科書・教材等購入 ・・・・・・・・・・・・440千円 １８８

教育費 中学校給食調理備品購入 ・・・・・・・・・・・・・108千円 １８８

教育費 中学校給食費負担金 ・・・・・・・・・・・・・・・288千円 １８８

教育費 学校コラボレーター事業 ・・・・・・・・・・・・・680千円 １８９

教育費 文化協会支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・1,382千円 １８９

教育費 成人式実施事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・1,045千円 １９０

教育費 家庭教育支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・352千円 １９０

教育費 地区公民館管理事業 ・・・・・・・・・・・・・ 33,604千円 １９１

教育費 高富中央公民館管理事業 ・・・・・・・・・・・・9,084千円 １９１

教育費 伊自良中央公民館管理事業 ・・・・・・・・・・・5,378千円 １９２

教育費 美山中央公民館管理事業 ・・・・・・・・・・・ 10,826千円 １９３

教育費 地区公民館改修事業等 ・・・・・・・・・・・・ 13,679千円 １９３

教育費 中央公民館改修事業等 ・・・・・・・・・・・・・6,317千円 １９４

教育費 古田紹欽記念館利用状況一覧表 ・・・・・・・・・・・・・ １９４

教育費 古田紹欽記念館事業(好日会・講座・特別講演等) ・・968千円 １９５

教育費 図書館資料等購入事業 ・・・・・・・・・・・・・3,499千円 １９７

教育費 図書館改修事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50千円 １９７

教育費 図書館読み聞かせ事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 80千円 １９８

教育費 図書館講座 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34千円 １９９

教育費 花咲きホール利用状況一覧表 ・・・・・・・・・・・・・・・ １９９

教育費 花咲きホール公演事業 ・・・・・・・・・・・・ 18,018千円 ２００

◎ 教育費 社会教育施設(廃校)図書等業務委託 ・・・・・・・・833千円 ２０２

◎ 教育費 社会教育施設(廃校)改修事業 ・・・・・・・・・・1,296千円 ２０２

教育費 各種社会教育団体補助金 ・・・・・・・・・・・・5,217千円 ２０２

◎ 教育費 放課後子どもプラン事業

（放課後子ども教室推進事業） ・・・・・・・・・ 5,129千円 ２０３

教育費 国際交流事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・130千円 ２０３

教育費 人権教育啓発事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・613千円 ２０４

教育費 市重要無形民俗文化財舞台公演事業 ・・・・・・・・438千円 ２０５

教育費 市無形民俗文化財調査研究等事業 ・・・・・・・・・・740千円 ２０６
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教育費 大桑城・明智伝説ガイド等作成業務委託事業 ・・・4,193千円 ２０６

◎ 教育費 市天然記念物おなみ桜樹勢回復環境整備事業 ・・・・972千円 ２０７

教育費 全国大会等出場者応援金事業 ・・・・・・・・・・2,400千円 ２０８

教育費 地区体育振興会支援事業 ・・・・・・・・・・・・3,239千円 ２０８

教育費 体育協会支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・4,500千円 ２０９

教育費 総合型地域スポーツクラブ支援事業 ・・・・・・・4,500千円 ２０９

教育費 レクリエーション協会支援事業 ・・・・・・・・・・120千円 ２１０

教育費 ラジオ体操会事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・593千円 ２１１

教育費 指定管理委託事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 43,050千円 ２１１

◎ 教育費 体育施設管理用乗用芝刈り機購入事業 ・・・・・・・755千円 ２１２

林道災害復旧費 測量設計委託 ・・・・・・・・・・・・・ 15,660千円 ２１３

林道災害復旧費 災害復旧工事 ・・・・・・・・・・・・・ 41,797千円 ２１３

公債費 市債元金償還金 ・・・・・・・・・・・・・・1,950,703千円 ２１５

公債費 市債利子償還金 ・・・・・・・・・・・・・・・120,934千円 ２１５
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主要な施策の成果説明及び実績

この主要な施策の成果説明及び実績については、款項目すべてについて網羅するものではなく、各
目毎で、人件費、旅費、需用費、役務費等事務的な経常経費を除き、主要な事業について成果の説明
を行っています。目欄の【 】は令和元年度の主管課で、（ ）は平成３０年度の主管課を表記して
います。なお、不用額は、原則として１００万円以上の施策について「不用額」と「主な理由」を表
記しています。

【款 議会費 項 議会費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
議会費 １３４，８６２ １３１，１５２

議会費 １３４，８６２ １３１，１５２

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

議会費 ○議会報発行事業 （予算現額 864千円）
【議会事務局】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 744 744
平成２９年度 726 726
増 減 額 18 18

【事業概要】議会だよりを年４回発行しました。
【事業成果】議会だより（第６０号～第６３号）を、定例会終了月の翌々月

に発行し、市議会の活動内容を市民に報告することにより、議会
に対する市民の関心度を高めることができました。

＜議会だより発行実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 比 較
発行部数 ９，０００部 ９，０００部 ０部

・発行日 ５月、８月、１１月、２月 （各１日発行）
・仕 様 Ａ４版（表紙・裏表紙カラ－刷・他は２色刷）

１２頁（２月発行のみ１６頁）
・議会報編集委員会 年間１２回開催

議会だより
やまがた

○議会報告及び意見交換会事業 （予算現額 22千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 22 22
平成２９年度 22 22
増 減 額 0 0

次頁につづく
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【款 議会費 項 議会費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

議会費 ○議会報告及び意見交換会事業 （つづき）
【議会事務局】

【事業概要】常任委員会、特別委員会の審議状況をテーマとした議会報告及
び市民との意見交換会を１０月に富岡公民館で行いました。

【事業成果】土曜日に開催したことで、今回初めて参加された人が多くあり
ました。各委員会の報告、質疑応答、市政全般に関する意見交換
を行い議会活動への市民の関心を高めることができました。

＜議会報告及び意見交換会実績＞ （単位:人）
開 催 日 開 催 場 所 参加者 ２９年度 比 較

１０月１３日（土） 富岡公民館 ４０ ５８ △１８

会場の様子

○議会テレビ放映事業 （予算現額 1,599千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,352 1,352
平成２９年度 1,413 1,413
増 減 額 △61 △61

【事業概要】議会本会議を４回（６月、９月、１２月、３月）放映しまし
た。

【事業成果】本会議の市長提案説明及び一般質問を、ＣＣＮテレビ１２ｃｈ
にて放映し、議会に対する市民の関心度を高めることができまし
た。

議会放映の様子
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【款 総務費 項 総務管理費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 １，４２７，７６９ １，３５１，７４０

総務管理費 １，１４３，０５４ １，０７９，９２３

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費 ○ふるさと応援寄附金推進事業 （予算現額 54,386千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 46,943 46,943
平成２９年度 18,301 18,301
増 減 額 28,642 28,642

【事業概要】返礼品については、より多くの寄附を集めるため、本市の魅力
を発信する品目を追加しました（１４０品目（３９品目追
加））。
なお、総務大臣通知に基づき、返礼品は、寄附金額の３割以下

かつ地場産品（市内産、市内加工品等）としております。
また、新たにふるさと納税ポータルサイト「さとふる」の利用

を始め、寄附の受入環境の充実を図ったほか、寄附の申込受付や
返礼品の手配・発送などを委託し、業務効率化を図りました。

【事業成果】返礼品を増やしたほか、ふるさと納税ポータルサイトの利用拡
大により、寄附金額は、平成２９年度の約１.８倍、寄附件数
は、約２.３倍に増加となりました。

＜寄附実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

総寄附額 ９９，００７千円 ５３，９３８千円 ４５，０６９千円
総寄附件数 ４，１３３件 １，８１０件 ２，３２３件

＜事業費実績内訳＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

返礼品等 ３２，４３５千円 １５，５８６千円 １６，８４９千円
業務委託料等 １４，５０８千円 ２，７１５千円 １１，７９３千円

計 ４６，９４３千円 １８，３０１千円 ２８，６４２千円

【不用額】 ７，４４３千円
◇主な理由：寄附額が見込額より少なかったため、不用額が生じました。

ふるさと応援寄附金パンフレット
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費 ○職員研修事業 （予算現額 2,196千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,646 346 1,300
平成２９年度 2,641 521 2,120
増 減 額 △995 △175 △820
※その他：岐阜県市町村職員振興協会研修助成金

※予算額・決算額には、総務課人事秘書室研修費のほか、経）議会負担金 ６６千

円、経）文書広報負担金 ７２千円、経）財政管理負担金 １０千円、土木総務費

９千円の支払額を含んでいます。

【事業概要】職員の資質向上及び能力開発に資するため、各種研修を行いま
した。

【事業成果】消防事業の広域化に伴う職員の派遣により、受講者数は減少し
たものの、庁舎内研修やe-ラーニングシステムを利用した研修を
実施するなど、職員の出張の負担を減らして参加しやすい環境を
整えることに努めました。
これにより、多くの職員の意識高揚と資質向上を図ることがで

きました。

＜職員研修実績＞

区 研 修 名 受 講 者
分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
岐阜県市町村職員研修センター研修 １０５人 １３３人 △２８人
岐阜県市町村行政情報センター研修 ４人 ２人 ２人

派
自治大学校等研修 ４人 ２０人 △１６人

遣
市町村職員実務研修等 ２人 ６人 △４人

研
（岐阜県等へ派遣）

修
行財政講演会 １０人 ８人 ２人
その他派遣研修 ３８人 ３３人 ５人
ｅ－ラーニング ３２７人 ３７６人 △４９人

小 計 ４９０人 ５７８人 △８８人
地域活性化のためのドローン活用研修 ０人 ６人 △６人
特定個人情報等の取扱いに関する安全管 ０人 １１０人 △１１０人
理措置の研修会
人権研修会 ２４人 ５３人 △２９人
公文書規程研修会 ０人 ５１人 △５１人
メンタルヘルス研修（ゲートキーパー研 ９０人 ２７４人 △１８４人

単
修）

独
例規システム操作研修会 ０人 １０８人 △１０８人

研
評価者研修 評価者編 ０人 ４４人 △４４人

修
健康増進講座 １９人 ０人 １９人
受動喫煙防止講座 ６６人 ０人 ６６人
ＯＪＴ（コーチング）・フォロワーシッ ６８人 ０人 ６８人
プ研修

小 計 ２６７人 ６４６人 △３７９人
合 計 ７５７人 １，２２４人 △４６７人
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費 ○防犯灯新設工事 （予算現額 431千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 431 431
平成２９年度 454 454
増 減 額 △23 △23

【事業概要】防犯対策の一環として、地元自治会等の情報提供を基に市内の
必要箇所に防犯灯を設置し、市民の安全確保に努めました。

【事業成果】市内の危険箇所の減少につながり、平成３０年も刑法犯の認知
件数が減少しました（前年比１５件減）。

＜防犯灯設置事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

新規設置数 １９基 ２０基 △１基
撤去数 ２基 ０基 ２基
所管替 ０基 ５８基 △５８基
総設置数 ３，４４６基 ３，４２９基 １７基
設置費 ４３１千円 ４５４千円 △２３千円

＜刑法犯認知件数＞
平成３０年 平成２９年 増 減

１１８件 １３３件 △１５件
出典：岐阜県警察本部ＨＰ 犯罪統計（平成３０年），R1.7.20現在

○防犯灯維持管理 （予算現額 11,849千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 11,843 3,700 8,143
平成２９年度 12,082 760 11,322
増 減 額 △239 2,940 △3,179
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】支柱の老朽化や電柱の建替えに伴う移設（２０件）、故障に伴
う修繕（１８件）等の維持管理を行いました。
※灯具のリース及び長期保守点検の契約

(１０年間 総額５６，９６０千円)
【事業成果】老朽化に伴う移設や故障時の修繕など、引き続き適切な維持管

理ができました。

＜防犯灯維持管理実績＞ （単位：千円）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

電気料 ５，２９３ ５，０２６ ２６７
修繕料 ８５４ １，３６０ △５０６
ＬＥＤ灯賃借料 ５，６９６ ５，６９６ ０
事業費合計 １１，８４３ １２，０８２ △２３９
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費 ○非核平和都市宣言事業 （予算現額 221千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 220 220
平成２９年度 0 0
増 減 額 220 220

【事業概要】平成３０年９月２０日に制定した山県市非核平和都市宣言をＰ
Ｒし、世界平和について考えてもらう機会とすることを目的に、
市役所１階ロビー、高富・伊自良・美山中央公民館でミニミニ原
爆展を開催しました。また、同じく宣言をＰＲするため、市役
所、伊自良支所、美山中央公民館に横断幕を掲出しました。

【事業成果】ミニミニ原爆展の開催や横断幕の掲出を通じて、広く市民に見
ていただくことができ、非核平和都市宣言をＰＲできました。

ミニミニ原爆展の様子（市役所） 横断幕（市役所）

一般管理費 ○協働のまちづくり活動補助金 （予算現額 1.000千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 740 0 740
平成２９年度 913 900 13
増 減 額 △173 △900 727
※その他：合併振興基金

【事業概要】まちづくり基本条例の理念を具体化しようとする市民活動につ
いて補助金を交付しました。

【事業成果】活力ある協働のまちづくりを推進する事業を実施した７団体に
対して補助金を交付しました。

＜補助実績＞
団体名称 事業名称 補助額

平井自治会 連柿の郷ふれあい秋祭り2018 ２００千円
旭ヶ丘自治会 住みやすい旭ヶ丘を目指す事業 １３０千円
里山アドベンチャークラブ 里山アドベンチャー １２６千円
世代を越えて楽しむ会実行委員会 高富小学校区 世代を越えて楽しむ会 ９１千円
三自治会夏祭り実行委員会 三自治会盆踊り ９２千円
美山野菜クラブ 軽トラ市 ７５千円
本町一丁目自治会「元気な集い」 元気な集い ２６千円
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

一般管理費 ○伊自良支所屋上防水シート補修工事 （予算現額 1,500千円）
【伊自良支所】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,310 600 710
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 1,310 600 710

【事業概要】９月に山県市を直撃した台風２１号により屋上防水シートが被
災し、雨水の浸入を防ぐため補修工事を行いました。

【事業成果】被災した部分の防水シートを貼り替え、適切に復旧しました。

【施工前】 【施工後】

文書広報費 ○市ホームページ運営事業 （予算現額 998千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 997 114 883
平成２９年度 731 36 695
増 減 額 266 78 188
※その他：有料広告料

【事業概要】コンテンツ・マネジメントシステム（ＣＭＳ）とレンタルサー
バーを利用し、ホームページを作成・管理しました。また、ＳＳ
Ｌ証明を導入し、通信情報の安全性を高めました。

【事業成果】締切や紙面の都合上「広報やまがた」に掲載できない情報の掲
載や詳細情報を提供できました。平成２９年度と比較するとペー
ジ閲覧数は約６％増加しました。シティプロモーションによる情
報発信により市への関心が高まったことや、台風災害による情報
収集によりページ閲覧数が増加しました。

＜市ホームページアクセス状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

訪問回数（セッションユーザー) ３３８，７４５ ３３４，３５５ ４，３９０
利用者数（ユニークユーザー） １９１，０１５ １９４，９１３ △３，８９８
ページ閲覧数（ページビュー） １，１２８，５０２ １，０６６，１１９ ６２，３８３

次頁につづく
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

文書広報費 ○市ホームページ運営事業 （つづき）
【企画財政課】

市ホームページアドレス
https://www.city.yamagata.gifu.jp/

○広報やまがた発行 （予算現額 5,167千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 4,739 263 840 3,636
平成２９年度 4,858 274 630 3,954
増 減 額 △119 △11 210 △318
※その他：有料広告料

【事業概要】市政に関する情報を広く市民にお知らせするため、「広報やま
がた」を毎月１日に発行し、自治会を通じて配布するほか、公共
施設や市内コンビニエンスストア８店に専用ラックを設置し、配
布するとともに、市ホームページに掲載しました。

【事業成果】市政に関する情報を広く市民にお知らせでき、広告収入により
広報発行のための財源の一部を確保できました。また、公共施設
やコンビニエンスストアでの配布やホームページへの掲載によ
り、自治会に加入していない市民や市民以外にも、市政の情報を
提供できました。

＜広報やまがた事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

発 行 部 数（月毎） ９，０００部 ９，０００部 ０部
自治会配布 ７，９５４部 ８，００２部 △４８部
コンビニ配布 １４８部 １４８部 ０部
公共施設窓口配布 ８９８部 ８５０部 ４８部

広告料収入
８４０千円 ６３０千円 ２１０千円
１５社 １０社 ５社

印刷製本費 ４，７３９千円 ４，８５８千円 △１１９千円

広報やまがた
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

文書広報費 ○シティプロモーション事業（ラッピングトラック）
【企画財政課】 （予算現額 4,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 3,966 1,900 2,066
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 3,966 1,900 2,066

【事業概要】市内企業が所有するトラックの荷台に、当市や清流の国ぎふを
ＰＲするラッピングシールを制作しシールを貼付しました。

【事業成果】トラックが全国各地を走行することで、岐阜の山県市の認知が
向上し交流人口の増加が期待できます。また、協力した企業のイ
メージアップにもつながり、労働者不足の解消、地域経済を支え
る人材の育成に寄与することが期待されます。

ラッピングトラック

財政管理費 ○統一基準財務書類作成業務 （予算現額 889千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 888 888
平成２９年度 2,159 2,159
増 減 額 △1,271 △1,271

【事業概要】専門的な知識とノウハウを有する業者の支援を受け、統一基準
による財務書類を作成するためのシステムを利用して平成２９年
度決算に基づく財務諸表を作成し、市ホームページ及び広報やま
がたで公表しました。

【事業成果】統一基準による財務諸表を作成し、市が保有する資産を適正に
把握することができたとともに、市の財政状況や他団体との比較
により、公共施設管理及び予算編成の適正化に活用することがで
きるようになりました。
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

財産管理費 ○庁舎施設維持管理業務事業 （予算現額 22,777千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県 地方債 その他 一般財源
支出金 支出金

平成３０年度 21,679 21,679
平成２９年度 20,759 20,759
増 減 額 920 920

【事業概要】電気、空調設備等の維持管理業務を委託しました。
【事業成果】施設設備の適正な維持管理ができました。

＜事業内容＞
・電気設備保守点検委託料 ４１７千円
・空調設備保守点検委託料 ４，８０６千円
・警備委託料 ３８２千円
・施設管理委託料 ４，５５６千円
・エレベーター保守点検委託料 ７９１千円
・自動ドア保守点検委託料 ２６５千円
・夜間宿直委託料 ８，１６５千円
・玄関マット借上料 １１９千円
・総合案内窓口受付業務委託料 ２，１７８千円

合 計 ２１，６７９千円

【不用額】 １，０９８千円
◇主な理由：入札差金により不用額が生じました。

○庁舎等設備調査及び大規模修繕改修計画策定事業
（予算現額 12,039千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県 地方債 その他 一般財源
支出金 支出金

平成３０年度 11,772 11,772
平成２９年度 0 0
増 減 額 11,772 11,772

【事業概要】庁舎及びふれあいセンター他２棟の建物について、建築･電気･
機械設備の老朽化調査を行い、修繕･更新等の計画を策定しまし
た。

【事業成果】詳細な調査をすることができ、更新等の順位を考慮した２０４
０年までの修繕・更新計画を策定することができました。
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

財産管理費 ○基金積立事業等 （予算現額 112,811千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 100,379 100,379 0
平成２９年度 57,602 57,602 0
増 減 額 42,777 42,777 0

【事業概要】基金の目的に応じ、基金の運用益などの予算に定める額をそれ
ぞれ積み立てました。

【事業成果】歳出抑制等に取り組んだ結果、当初予算で予定していた基金の
取崩し抑制につながりました。

＜基金積立＞
基 金 名 称 平成３０年度 平成２９年度 増 減

基金積立
財政調整基金 ２９２千円 １，６９３千円 △１，４０１千円
減債基金 ３６１千円 ７１３千円 △３５２千円
魅力あるまちづくり基金 ３９９千円 ７００千円 △３０１千円
合併振興基金 ２２９千円 ３２９千円 △１００千円
その他の基金 ９９，０９８千円 ５４，１６７千円 ４４，９３１千円
合 計 １００，３７９千円 ５７，６０２千円 ４２，７７７千円

※別途決算剰余金積立 １０５，０００千円

【不用額】 １２，４３２千円
◇主な理由：運用益が当初見込みより少なかったため、不用額が生じまし

た。

自治振興費 ○自治会集会施設建設事業補助金 （予算現額 3,600千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,770 1,770
平成２９年度 0 0
増 減 額 1,770 1,770

【事業概要】自治会の活動拠点である集会施設の改修に必要な資金の一部を
助成し、住民自治活動を促進しました。

【事業成果】集会施設の改修により利用が促進され、自治会の振興を図るこ
とができました。

＜補助実績＞
自治会名 整備内容 工事費 補助金

十王自治会 トイレ洋式化 １式 ５００千円 ４０千円
上北切自治会 内部改修・トイレ洋式化 各１式 ２，８９４千円 ２６０千円
京ケ洞自治会 外部改修 １式 ９１９千円 ８０千円
中組自治会 内外改修・トイレ洋式化 各１式 １２，４３０千円 ９００千円
上大門自治会 増築内外改修・トイレ洋式化 各１式 ５，４６４千円 ４９０千円

合 計 ２２，２０７千円 １，７７０千円

【不用額】 １，８３０千円
◇主な理由：５件の申請がありましたが、工事費が少額であったため不

用額が生じました。
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

情報管理費 ○情報システム機器等更新業務 （予算現額 17,220千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出 地方債 その他 一般財源
支出金 金

平成３０年度 17,197 17,197
平成２９年度 21,200 21,200
増 減 額 △4,003 △4,003

【事業概要】庁内ネットワーク環境の安定的な運用のため、情報システム機
器関連更新計画に基づき、適切な更新を行いました。

【事業成果】システム機器の安定性と効率性、情報セキュリティのレベルが
向上しました。

＜更新機器＞
・業務系システムサーバ機器 １０，０７２千円
・地域イントラネット機器 ６，４８０千円
・その他サーバー等機器 ６４５千円

合 計 １７，１９７千円

○有線テレビ管理事業 （予算現額 7,271千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出 地方債 その他 一般財源
支出金 金

平成３０年度 7,271 7,271
平成２９年度 7,271 7,271
増 減 額 0 0

【事業概要】有線テレビ加入者に対する、地上波デジタル放送、インターネ
ット通信サービスなどの提供と設備の維持管理について、指定管
理者制度によりシーシーエヌ株式会社へ委託しました。

【事業成果】維持管理経費の削減と利用者へのサービス向上を図ることがで
きました。
委託期間 平成２９年度～３３年度

＜有線テレビ加入件数実績＞
加入件数 平成３０年度 平成２９年度 増 減
９月末 ８，３５１件 ８，３５２件 △１件
３月末 ８，３０９件 ８，３５７件 △４８件

＜インターネット利用件数実績＞
利用件数 平成３０年度 平成２９年度 増 減

９月末
１５Ｍ １，２８４件 １，３４４件 △６０件
３０Ｍ ９９７件 １，０１６件 △１９件

３月末
１５Ｍ １，２４９件 １，３１２件 △６３件
３０Ｍ ９６６件 １，００８件 △４２件
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

交通安全対策費 ○交通安全対策事業 （予算現額 6,414千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 6,022 6,022
平成２９年度 5,496 5,496
増 減 額 526 526

【事業概要】交通安全指導員による幼児・児童・高齢者等への交通安全指導
や、カーブミラーの設置・修繕、各種関係機関と協働による街頭
指導、交通指導所の開設等、交通安全に関する啓発を行いまし
た。

【事業成果】平成３０年の市内における交通事故死亡者数は２名でした。

＜交通安全対策事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

カーブミラー等設置
４２８千円 ５４６千円 △１１８千円

９箇所 １１箇所 △２箇所

カーブミラー等修繕移設
１，８８２千円 １，１５７千円 ７２５千円

４９箇所 ２３箇所 ２６箇所
交通安全啓発等事業 ３６１千円 ４４２千円 △８１千円
交通安全指導員配置 ２，３４４千円 ２，３４４千円 ０千円
山県地区交通安全協会補助金 １，０００千円 １，０００千円 ０千円
県交通安全指導員協議会負担金 ７千円 ７千円 ０千円

計 ６，０２２千円 ５，４９６千円 ５２６千円

＜交通安全件数＞
区 分 平成３０年 平成２９年 増 減

人身事故件数 ４６件 ４９件 △３件
死 者 ２人 １人 １人
負傷者 ６０人 ６０人 ０人
物損事故件数 ７４６件 ７７３件 △２７件

交通指導所の様子
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○男女共同参画社会推進事業 （予算現額 5,171千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 5,046 2,482 0 2,564
平成２９年度 58 0 58 0
増 減 額 4,988 2,482 △58 2,564
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】男女共同参画推進審議会及び女性活躍推進協議会を開催し、平
成２９年度実績及び平成３０年度事業計画について協議しまし
た。

【事業成果】山県市女性活躍応援地域創出事業において、ワーク・ライフ・
バランス及び女性活躍推進に関する指標を作成し、就労環境の改
善や多様な働き方の推進を目指す事業者に対しての指針を作成す
ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

審議会 (構成員１２人) ２回 １回 １回
本部会議 １回 ０回 １回
プロジェクトチーム会議 １回 １回 なし

ワーク・ライフ・バランス及び
女性活躍に関する成熟度別指標

企画費 ○中小企業支援事業 （予算現額 666千円）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 643 600 43
平成２９年度 683 0 683
増 減 額 △40 600 △640
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】市内企業のイメージや認知度の向上、企業間の連携促進、域外
企業との新たなビジネスの創出を支援することで、市内企業の成
長を促し、市民の雇用の確保を図ることを目的としたＢtoＢマッ
チングサイト「山県元気企業ナビ」の保守委託や、異業種交流展
示会として開催される「メッセナゴヤ」に出展希望する市内企業
のための専用ブースを確保し、企業間取引等の機会創出を図れる
よう支援を行いました。

【事業成果】専用サイトへの登録企業数が１０５社登録され、市内外企業へ
の情報発信をしたり、企業展への出展企業が製品の展示、商談、
情報発信等を行ったりすることで、企業の認知度の向上、市内企
業間の連携促進、域外企業との新たな販路拡大、業務提携といっ
た企業間取引の機会創出等を図る形で、市内企業支援の一助とな
りました。

次頁につづく
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○中小企業支援事業 （つづき）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】

事 業 名 項 目 平成３０年度 平成２９年度 増 減
ＢtoＢマッチング 登録企業数 １０５社 １０３社 ２社
サイト活用事業 事 業 費 １９２千円 １９７千円 △５千円
メッセナゴヤ出展 出展企業数 ４社 ４社
支援事業 事 業 費 ４５１千円 ４８６千円 △３５千円

合 計 事 業 費 ６４３千円 ６８３千円 △４０千円

メッセナゴヤ2018の様子

○中小企業展示会等出展支援補助金 （予算現額 500千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 100 100 0
平成２９年度 1,100 0 1,100
増 減 額 △1,000 100 △1,100
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】市内中小企業が、新たな販路の開拓のため展示会等に出展する
際の出展小間料の２／３（１社上限１０万円）を補助しました。

【事業成果】１社がこの制度を活用し、東京で開催された中小企業総合展に
出展し、首都圏での販路開拓につなげることができました。

展示会（東京ビックサイト）の様子
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○地域振興活動事業補助金 （予算現額 320千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 320 320
平成２９年度 320 320
増 減 額 0 0

【事業概要】創作和太鼓振興事業として、高富青雲太鼓の振興・保存及び伝
承を図り、市の活性化・文化の振興等に努めている高富青雲組の
活動に対して助成を行いました。

【事業成果】伝統楽器である和太鼓演奏活動によって市の文化芸術活動の活
性化に貢献するとともに、次世代の担い手の確保等文化の振興・
伝承につながりました。

＜補助金実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

創作和太鼓振興事業 ３２０千円 ３２０千円 ０千円

＜主な活動実績＞
活 動 内 容 場 所 等 参加者等

岐阜まつり宵宮 岐阜市 伊奈波神社 約１，０００名
木曽岬櫻華太鼓20周年記念コンサート 三重県 木曽岬町 約３００名
第５回 山県市音楽祭 山県市花咲ホール 約２００名
オレンジヒルズ敬老会 山県市オレンジヒルズ 約８０名
ニューイヤーコンサート 山県市花咲ホール 約２５０名
成人式 山県市美山中央公民館 約３００名
その他演奏会 ４公演

高富青雲太鼓の演奏の様子

○山県まちづくり振興券活用事業 （予算現額 3,500千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,618 2,618 0
平成２９年度 1,652 1,652 0
増 減 額 966 966 0
※その他：山県まちづくり振興券販売収入

次頁につづく
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○山県まちづくり振興券活用事業 （つづき）
【企画財政課】

【事業概要】市が発行する振興券を活用して、地域の活性化及び商工業の振
興を図ることを目的とした事業を行う団体に対して、振興券を販
売しました。

【事業成果】６団体に振興券を販売したことにより、地域振興活動事業への
貢献、地域経済活性化を図ることができました。

＜販売実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

販売先団体数 ６団体 ３団体 ３団体
販売枚数 ２，６１８枚 １，６５２枚 ９６６枚
※振興券１枚：１，０００円

○シティプロモーション事業（地方創生） （予算現額 10,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 10,000 5,000 2,500 2,500
平成２９年度 24,000 12,000 0 12,000
増 減 額 △14,000 △7,000 2,500 △9,500
※その他：合併振興基金

【事業概要】推進交付金を活用し、本市の持つ住環境ポテンシャル等を整理
再発見するとともに、効率的な情報発信を行い、本市の認知度を
高めるために山県市シティプロモーション事業を行いました。

【事業成果】Ｗｅｂサイト「YAMAGATA BASE」の発信力を強化するために、
市民参加型コンテンツを開発し、情報発信することで、ＳＮＳ会
員数が増え、訪問者数も２年続けて１００万人を超えました。
また、山県市のファンを増やすために昨年度始めた「山県市ア

ンバサダー制度」は、新たに１９人（累計３３人）を認定し、山
県市ファンの獲得とともに口コミ・ＳＮＳ等を活用した広報活動
を行うことができました。

【Ｗｅｂサイト】（平成３０年４月１日～平成３１年３月２０日）

平成３０年度 平成２９年度 増 減

ＳＮＳ会員数 ２３，１９２人 １８，３５４人 ４，８３８人

ページ閲覧数 １，０２１，４０２人 １，０２２，００３人 △６０１人

YAMAGATA BASE
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○田舎暮らし推奨企画振興業務委託事業（地方創生）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】 （予算現額 4,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財
支出金

平成３０年度 4,000 2,000 1,000 1,000
平成２９年度 11,880 5,940 0 5,940
増 減 額 △7,880 △3,940 1,000 △4,940
※その他：合併振興基金

【事業概要】移住支援チーム「ぎふ・山県おんせぇよぉ～」により東京や名
古屋における移住セミナーなどで市のＰＲをするとともに、市内
見学会や就労体験、移住者交流会、空家リノベーション体験イベ
ントを開催しました。

【事業成果】コンサルティング会社を利用することなく、チームが主体とな
ってイベントを企画・開催し、参加者からのアンケートにより考
察を加えながら事業を進めることができました。

・市内見学会 ４回
・移住セミナー ５回
・空家リノベーション体験 １回
・移住者交流会 ４回
・ＰＲ冊子「やまがた暮らし案内手帖」 ２，０００部発行
・移住者の声インタビュー実施 ３回

【市内見学会】 【空家リノベーション体験】

【交流会】 【やまがた暮らし案内手帖】
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○空家等対策協議会事業 （予算現額 237千円）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 164 164
平成２９年度 195 195
増 減 額 △31 △31

【事業概要】空家法に規定する第三者機関として協議会を設置して１３名を
委嘱しました。市内の空家等の実態調査を基に検討を重ね、空家
等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため活
動しました。

【事業成果】市内の空家等の現状を把握し、国のガイドラインを基に基本的
な方針を固め、特定空家等の判断基準について精査を行い、計画
案を作成することができました。

○空家等利活用促進支援事業 （予算現額 2,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,000 1,000 500 500
平成２９年度 500 0 0 500
増 減 額 1,500 1,000 500 0
※その他：合併振興基金

【事業概要】市内に点在する空家の利活用及び空家情報登録制度「空家バン
ク」の積極的な利用を促進するとともに、空家所有者や利用希望
者からの相談に対応する相談窓口として、市内のＮＰＯ法人に業
務委託をしました。

【事業成果】移住支援チーム「ぎふ・山県おんせぇよぉ～」との連携を図り
ながら、空家の所有者及び移住希望者からの相談を受け付け、空
家の利活用の促進を図ることができました。また、専門的な知識
による新規の空家の調査を行うことができました。

○危険空家等除却補助金 （予算現額 2,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,000 666 1,334
平成２９年度 400 133 267
増 減 額 1,600 533 1,067

【事業概要】市内の危険空家等を除却する人に対して補助金を交付すること
により除却を促し、本市の住環境の向上を図りました。

【事業成果】長年にわたり近隣住民などからも懸念されていた危険な空き家
含む５件を除却し、事故等を防止することができました。
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○地域振興イベント事業負担金 （予算現額 8,428千円）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 8,428 790 7,638
平成２９年度 14,547 340 14,207
増 減 額 △6,119 △450 △6,569
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】ふるさと栗まつりは「利平栗」をテーマにしたイベントで、農
畜産物、工業製品、加工品、観光地を市内外にＰＲする市最大の
イベントを主催するまつり実行委員会に負担金を交付しました。

【事業成果】平成３０年９月３０日に開催を予定していましたが、台風接近
に伴い、人命最優先の見地から中止となりました。
事前のＰＲ費、テント設営費、各種キャンセル料等を支払いま

した。

○地域活性化事業補助金（まつり補助金） （予算現額 3,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 3,000 0 2,000 1,000
平成２９年度 3,000 1,000 0 2,000
増 減 額 0 △1,000 2,000 △1,000
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】地域の活性化と住民相互の絆を深めるため、民間で組織される
実行委員会が行う地域の主要なイベント事業のうち、必要と認め
る事業について補助金を交付しました。

【事業成果】地域住民と地域外住民の交流が行われ、地域の活性化を図るこ
とができました。また、地域住民の連携により、伝統芸能等をは
じめとする文化継承の役割を果たす事業となりました。

＜みやま川祭り補助金実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増減

みやま川祭り
実行委員会 １，０００千円 １，０００千円 ０千円

開 催 日 平成３０年８月２５日 平成２９年８月２６日
場 所 岩佐 西武芸橋周辺
主 な 内 容 ・行灯作成及び設置 ・ステージイベント

・宝探し ・打ち上げ花火

次頁につづく
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○地域活性化事業補助金（まつり補助金） （つづき）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】

＜伊自良夏まつり補助金実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増減

伊自良夏まつり
実行委員会

１，０００千円 １，０００千円 ０千円

開 催 日 平成３０年８月５日 平成２９年８月６日
場 所 大門地区 伊自良ドーム周辺
主 な 内 容 ・伊自良伝統芸能 ・ビンゴゲーム

・抽選会 ・打ち上げ花火

＜高富ふれあい秋まつり補助金実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増減

高富ふれあい秋
まつり １，０００千円 １，０００千円 ０千円
実行委員会
開 催 日 平成３０年９月２９日 平成２９年８月６日
場 所 四国山香りの森公園
主 な 内 容 ・昭和カラオケショー ・お楽しみ抽選会

・芸術振興会演奏・ミュージック花火大会

伊自良夏まつり

みやま川祭り
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○地域振興活性化事業補助金（北部地域振興活性化事業補助金）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】 （予算現額 1,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,000 0 1,000
平成２９年度 700 700 0
増 減 額 300 △700 1,000

【事業概要】地域の活性化と住民相互の絆を深めるため、民間で組織される
団体が行う地域の主要なイベント事業のうち、美山北部地域の活
性化のための補助金を交付しました。

【事業成果】地域住民と地域外住民の交流が行われ、地域の活性化を図るこ
とができました。地域住民の連携により、伝統芸能等をはじめと
する文化継承の役割を果たす事業となりました。

＜北部地域振興活性化事業補助金実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

美山北部まちづ
くり委員会 １，０００千円 ７００千円 ３００千円

開 催 日 ①平成３０年８月２２日 平成２９年８月２４日
②平成３０年１１月１０日

場 所 ①谷合地区 美山支所前
②片狩地区 グリーンプラザみやま

主 な 内 容 ①・花火、竹灯篭、提灯行列、盆踊り 等
②・点灯式、カラオケ大会、バザー 等

イベントの様子
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○ふるさと暮らし奨励金 （予算現額 4,500千円）
【ま ち づ く り ･ 企 業 支 援 課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他
一般

支出金
財源

平成３０年度 2,761 353 2,408
平成２９年度 2,290 286 2,004
増 減 額 471 67 404

【事業概要】定住促進及び地域の活性化を図るとともに、地域の産業振興の
ため、新たに多世代で同居や近居をするために自宅の新築や増
築、空き家の取得・改修をする世帯に対して山県まちづくり振興
券を交付しました。

【事業成果】ふるさと暮らし奨励金を利用した９世帯３１人の移住世帯、１
世帯４人の市内間転居世帯があり、地域活性化とともに市外への
人口流出を防ぐことができました。

＜奨励金交付実績＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額
奨励金申請 10世帯 2,761千円 2世帯 2,290千円 8世帯 471千円
内 取得費 10件 2,200千円 2件 1,000千円 8件 1,200千円
訳 改修費 1件 561千円 2件 1,290千円 △1件 △729千円

＜空家活用数＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度
空家バンク

新規登録数 １９件 ２６件 ２２件
空家バンク物件 売買 １０件 売買１３件 売買 １０件

成約数 賃貸 ２件 賃貸 ５件 賃貸 ２件
その他の空家 売買 ０件 売買 ０件 売買 １件

成約数 賃貸 ２件 賃貸 ６件 賃貸 ６件
成 約 数 １４件 ２４件 １９件

＜関連事業＞
Ｐ５３ 移住定住促進事業

【不用額】 １，７３９千円
◇主な理由：空き家を取得・改修する新たな３世代以上での世帯が想定し

ていたより少なかったため、不用額が生じました。
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○集落支援員・地域おこし協力隊設置事業 （予算現額 15,718千円）
【美山支所】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 13,656 13,656
平成２９年度 12,637 12,637
増 減 額 1,019 1,019

【事業概要】地域おこし協力隊等を活用し、人口減少や高齢化などの進行が
著しい山県市北西部の地域活性化の継続を図りました。

【事業成果】住民への生活支援、食資源など地域資源の発掘、北山茶ペット
ボトルの製造、柿渋染め商品の開発、北部でのイベント支援、移
住希望者への情報発信をすることにより、地域活性化の機運を高
めることができました。

＜設置人数事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

集落支援員 １人 １人 ０人
地域おこし協力隊員 ３人 ４人 △１人
総設置人数 ４人 ５人 △１人

【不用額】 ２，０６２千円
◇主な理由：地域おこし協力隊が、当初予定していた人数を確保できなか

ったこと等により、不用額が生じました。

遊休農地を利用した
野菜栽培

柿渋染め体験
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○移住定住促進事業 （予算現額 2,273千円）
【美山支所】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,091 166 1,925
平成２９年度 23,037 4,746 18,291
増 減 額 △20,946 △4,580 △16,366

【事業概要】移住・定住を促進するためのポータルサイト（ぎふやまがたで
送る田舎暮らし）の管理と空家の有効活用により定住促進及び地
域の活性化を図るため、市の北部地域に存在する空家に定住しよ
うとする方に対し補助金を交付しました。

【事業成果】ぎふ山県市田舎暮らし空家活用支援事業補助金を利用し、２世
帯６人の方が移住され、地域の活性化を図ることができました。
（愛知県１世帯４人・岐阜県内１世帯２人）

＜補助金交付実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額
補助金 件 千円 件 千円 件 千円
申 請 2 2,000 12 20,747 △10 △18,747

(0) (0) (2) (2,290) (△2) (△2,290)
取得費 2 1,000 4 1,650 △2 △650

内 (0) (0) (2) (1,000) (△2) (△1,000)
改修費 1 1,000 12 19,013 △11 △18,013

訳 (0) (0) (2) (1,290) (△2) (△1,290)
賃貸料 0 0 1 84 △1 △84
（ ）内については、ふるさと暮らし奨励金
ふるさと暮らし奨励金は、平成３０年度からまちづくり・企業支援課
へ移管しました。

補助金交付移住者宅

＜空家活用数＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度
空家バンク

新規登録数 １９件 ２６件 ２２件
空家バンク物件 売買 １０件 売買１３件 売買 １０件

成約数 賃貸 ２件 賃貸 ５件 賃貸 ２件
その他の空家 売買 ０件 売買 ０件 売買 １件

成約数 賃貸 ２件 賃貸 ６件 賃貸 ６件
成 約 数 １４件 ２４件 １９件

＜関連事業＞
Ｐ５１ ふるさと暮らし奨励金
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○自主運行バス運行事業 （予算現額 84,586千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 83,955 6,362 1,000 76,593
平成２９年度 80,360 6,321 210 73,829
増 減 額 3,595 41 790 2,764
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】自主運行バスの運行を岐阜乗合自動車（株）に要請し、これに
係る経費を補助しました。

【事業成果】市民の生活に欠かせない交通手段を確保できました。また、市
地域公共交通網形成計画に基づき、ルート、ダイヤ等の改善がで
きました。

＜事業費実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

公共交通会議委員報酬 １９２千円 １６１千円 ３１千円
旅費（委員・職員） １４千円 １４千円 ０千円
消耗品 １６千円 ７千円 ９千円
郵送料・乗車券・保険料 １０千円 ３千円 ７千円
停留所等借地料 ４６千円 ４６千円 ０千円
自主運行バス補助金 ８３，６７７千円 ８０，１２９千円 ３，５４８千円

合 計 ８３，９５５千円 ８０，３６０千円 ３，５９５千円

＜自主運行バス利用実績＞
平成３０年度 平成２９年度 増 減

区 分 輸 送 運 送 実車走行 輸 送 運 送 実車走行 輸 送 運 送 実車走行
人 員 収 入 距 離 人 員 収 入 距 離 人 員 収 入 距 離
（人） （千円） （km） （人） （千円） （km） （人） （千円） （km）

岐 北 線 111,134 24,798 267,274 113,335 25,363 270,243 △2,201 △565 △2,969
板 取 線 45,716 10,986 90,943 44,601 10,740 91,123 1,115 246 △180
ﾊ ｰ ﾊ ﾞ ｽ 24,364 1,200 120,756 26,378 1,265 121,147 △2,014 △65 △391
大 桑 線 9,435 304 54,618 11,545 378 54,857 △2,110 △74 △239
伊自良線 14,929 896 66,138 14,833 887 66,290 96 9 △152
期 間 平成２９年１０月１日～ 平成２８年１０月１日～

平成３０年９月３０日 平成２９年９月３０日

ハーバス
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○乾乗合タクシー運行事業 （予算現額 6,179千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 5,574 387 5,187
平成２９年度 5,143 297 4,846
増 減 額 431 90 341

【事業概要】乾、徳永、笹賀地区で電話予約して利用する乗合タクシーの運
行を高富タクシー(有)に要請し、平成２７年１０月から開始しま
した。

【事業成果】平日の月曜日から金曜日まで予約をすることで利用が可能であ
り、また運行から３年が経過し、地域住民の利用意識が高まった
ことにより乗車人数を増加することができました。また、乗合タ
クシーを活用した貨客混載の実証実験を実施することができまし
た。

＜乾乗合タクシー運行実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

予約センター稼働日 ２４１日 ２４２日 △１日
運行便数 ５５８便 ４８９便 ６９便

実車走行距離 ５，９１２Km ５，０６６km ８４６km
乗客数 ９６８人 ８４５人 １２３人
乗合率 １．７ １．７ ０

乾乗合タクシーを活用した貨客混載実証実験で実施した協定式
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【款 総務費 項 総務管理費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

企画費 ○山県市ハーバス実証実験事業 （予算現額 8,233千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 7,855 1,000 6,855
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 7,855 1,000 6,855

【事業概要】バスターミナルの開設に合わせて実施する公共交通の再編を検
討するために、新規路線のルート及びダイヤの検討を行い、検討
した路線を実際に実証実験として運行しました。

【事業成果】実証実験を通して、ルート及びダイヤの乗車状況、乗客意見、
問題点等の洗い出しをすることができました。また、アンケート
調査やヒアリング調査等を行い市内公共交通を再編するための基
礎資料を得ることができました。

○山県市公共交通会議負担金 （予算現額 1,835千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,700 1,700
平成２９年度 0 0
増 減 額 1,700 1,700

【事業概要】市公共交通会議が実施する各種事業に対する負担金を支出しま
した。

【事業成果】市公共交通会議で実施した事業である地域バス調整会議で、市
民から新規路線等の意見を集めることができました。
また、持ち運び可能な公共交通ガイドブックポケット版を作成

し、利便性を高めることができました。

諸 費 ○消費者行政推進事業 （予算現額 1,939千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,795 895 900
平成２９年度 1,803 1,258 545
増 減 額 △8 △363 355

【事業概要】多様化する消費者トラブルに対応するため、国民生活センター
主催の研修に参加しました。また、広報紙に消費者トラブル事例
を掲載し、啓発に努めました。

【事業成果】多様化する消費者相談に対応できるよう、消費者相談員として
の資質の向上を図ることができました。

・レベルアップ事業（研修受講） １１９千円
・消費生活相談体制整備事業（相談員賃金） １，２４４千円
・消費者行政オリジナル事業（啓発）等 ４３２千円
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【款 総務費 項 徴税費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 徴税費 １８５,３１１ １７９,８６８

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

賦課徴収費 ○市税賦課・収納管理等システム業務委託事業 （予算現額 12,446千円）
【税務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 12,444 12,444
平成２９年度 12,437 12,437
増 減 額 7 7

【事業概要】賦課・収納管理等に係る電算処理業務及びシステム保守点検業
務を委託しました。

【事業成果】賦課・収納等事務の効率化と賦課・収納等管理の適正化を図る
ことができました。

○土地・家屋評価システム等業務委託事業 （予算現額 6,813千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 6,743 6,743
平成２９年度 6,395 6,395
増 減 額 348 348

【事業概要】固定資産税（土地・家屋）賦課のため、固定資産税算定基礎資
料の作成と家屋評価システム及び固定資産基礎資料管理システム
の保守業務を委託しました。

【事業成果】固定資産評価の適正化を図ることができました。

・固定資産基礎資料整備事業 ５，５６２千円
土地・家屋現況図の修正及びデータの作成を行いました。

・家屋評価システム保守点検委託 ４８０千円
家屋評価システムの保守点検業務を委託しました。

・公図修正業務委託 ３８３千円
平成２９年中の土地の分合筆の資料により公図修正を行まし
た。

・固定資産基礎資料管理システム保守点検委託 ３１８千円
固定資産基礎資料管理システムの保守点検を委託しました。
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【款 総務費 項 徴税費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

賦課徴収費 ○固定資産土地鑑定評価委託事業 （予算現額 6,780千円）
【税務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 6,669 6,669
平成２９年度 8,575 8,575
増 減 額 △1,906 △1,906

【事業概要】平成３１年度固定資産価格の時点修正及び平成３１年度土地の
評価替えに向け、時価路線価の評定と標準宅地図・価格図の作成
業務などを委託しました。

【事業成果】地価の下落に対応した適正な評価と令和３年度の評価替えに向
け着実に業務の推進を図ることができました。

・時点修正業務委託 ２，３１７千円
平成３０年度土地評価替えに当たり平成２９年１月１日を価

格調査基準日として鑑定評価を実施しましたが、依然として価
格が下落しているため、１年半間の地価下落率を鑑定し、平成
３１年度固定資産価格に反映させるための措置を講じました。

・標準宅地図・路線価図作成業務委託 ４，３５２千円
令和３年度土地評価替えに向け、

１．処理計画の策定・地域総合調査
２．状況類似地域（地区）の区分見直し
３．用途地区の区分見直し
４．路線の付設の見直し
を行いました。

○税務諸証明等交付事務

＜税務諸証明等取扱件数＞
取 扱 件 数

平成３０年度 平成２９年度 増減
税務諸証明書交付 ４，８３４ 件 ４,９１７件 △８３件
臨時運行許可証交付 ５２７ 件 ５７０件 △４３件

１４３ 件 ２２３件 △８０件
広域窓口発行取扱 （委託分 ５３件） （委託分 ８７件） （△３４件）

（受託分 ９０件） （受託分１３６件） （△４６件）
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【款 総務費 項 徴税費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

○徴税事務（課税収入状況)

＜市税収納率・不納欠損額一覧表＞

調定額 収納額 不納欠損額 未済額 収納率 調定額 収納額 不納欠損額 未済額 収納率

1,378,731 1,366,076 527 12,128 99.08 1,385,599 1,368,525 101 16,990 98.77

(17)

固定資産税 1,388,802 1,373,185 233 15,384 98.88 1,423,386 1,403,109 0 20,277 98.58

81,682 80,387 0 1,299 98.41 79,679 78,186 0 1,493 98.13

(4)

た ば こ 税 126,688 126,688 0 0 100.00 130,494 130,494 0 0 100.00

鉱 産 税 648 648 0 0 100.00 652 652 0 0 100.00

2,976,551 2,946,984 760 28,811 99.01 3,019,810 2,980,966 101 38,760 98.71

(4) (17)

市 民 税 40,735 16,394 2,203 22,138 40.25 43,239 16,509 2,905 23,825 38.18

固定資産税 91,104 17,603 19,904 53,597 19.32 100,858 17,865 12,166 70,827 17.71

軽自動車税 3,377 1,055 230 2,092 31.24 3,051 1,009 145 1,897 33.07

合　計 135,216 35,052 22,337 77,827 25.92 147,148 35,383 15,216 96,549 24.05

（　）内は、還付未済額

過
年
度

（単位：千円・％）

区分 税　　目
平　成　30　年　度 平　成　29　年　度

現
年
度

市 民 税

合　計

軽自動車税
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【款 総務費 項 戸籍住民基本台帳費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 戸籍住民基本台帳費 ８８，５１８ ８４，０４５

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

戸籍住民基本台帳費 ○戸籍謄抄本･住民票等交付事務 （予算現額 893千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 803 803 0
平成２９年度 749 749 0
増 減 額 54 54 0
※その他：戸籍手数料

【事業概要】窓口及び郵送申請において証明書を発行しました。
【事業成果】正確かつ迅速な窓口業務を行うことができました。

＜謄抄本・証明等取扱件数＞
取扱件数

区 分 （支所・出張所取扱分含む。） 増 減
平成３０年度 平成２９年度

戸 籍 謄 抄 本
５，０２０件 ５，１８３件 △１６３件

(戸籍の全部･個人事項証明書)
除 籍 謄 抄 本

５，００３件 ５，３２１件 △３１８件
(戸籍の全部･個人事項証明書)
住 民 票 謄 抄 本 １１，４４０件 １１，５７７件 △１３７件
戸 籍 附 票 １，３０７件 １，３６５件 △５８件
印 鑑 証 明 ７，６８５件 ７，６９４件 △９件
諸 証 明 ２５９件 ３１２件 △５３件

計 ３０，７１４件 ３１，４５２件 △７３８件

○広域行政窓口事務委託事業 （予算現額 216千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 149 149 0
平成２９年度 163 163 0
増 減 額 △14 △14 0
※その他：広域行政窓口発行手数料

【事業概要】岐阜地域９市町、西南濃地域１１市町及び中濃地域２市の県内
２２市町と相互発行協議書を締結し、戸籍･住民票等の広域相互
発行を継続実施しました。

【事業成果】市民の利便性とサービス向上を図ることができました。
＜謄抄本・証明等取扱件数＞

取 扱 件 数（支所・出張所取扱分含む。）
区 分 他市町受付分 山県市受付分

平成３０年度 平成２９年度 増 減 平成３０年度 平成２９年度 増 減

戸 籍 謄 抄 本 ８６６件 ８７５件 △９件 ３２９件 ３６５件 △３６件

除 籍 謄 抄 本 ７２件 ６７件 ５件 ５２件 ５３件 △１件

住 民 票 謄 抄 本 １１０件 １２３件 △１３件 １３４件 １１４件 ２０件

戸 籍 附 票 ５７件 ３３件 ２４件 ８件 ２４件 △１６件

印 鑑 証 明 ７８件 ９９件 △２１件 ３３件 ５０件 △１７件

諸 証 明 ４５件 ５４件 △９件 ９件 １０件 △１件

計 １，２２８件 １，２５１件 △２３件 ５６５件 ６１６件 △５１件
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【款 総務費 項 戸籍住民基本台帳費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

戸籍住民基本台帳費 ○住基ネットワークシステム事業 （予算現額 83千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 51 51 0
平成２９年度 1,067 1,067 0
増 減 額 △1,016 △1,016 0
※その他：戸籍手数料

【事業概要】住民サービスの向上と行政事務の簡素化を目的に全国の市町村
と住民基本台帳をネットワーク化し、管理を行いました。

【事業成果】全国の住民基本台帳をネットワーク化することにより、市町村
の区域を越えた住民基本台帳に関する事務の処理及び「パスポー
ト申請」や「年金の支給」等の国の機関等に対する本人確認情報
（基本４情報）の提供が行われ、これにより行政の効率化と住民
の利便性が向上しました。

○通知カード・マイナンバーカード委託交付金 （予算現額 5,497千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,172 2,087 85
平成２９年度 2,165 2,093 72
増 減 額 7 △6 13

【事業概要】通知カード・マイナンバーカード及び交付通知書の作成を地方
公共団体情報システム機構に委託しました。

【事業成果】通知カード・マイナンバーカードの交付を効率的かつ円滑に行
うことができました。

【不用額】 ３，３２５千円
◇主な理由：マイナンバーカードの作成枚数が予定より少なかったため、

不用額が生じました。

○戸籍システム共同利用業務委託事業 （予算現額 7,169千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 7,169 7,169 0
平成２９年度 7,742 7,742 0
増 減 額 △573 △573 0
※その他：戸籍手数料及び諸証明手数料

【事業概要】戸籍システムの共同利用として、下呂市、美濃加茂市とともに
各務原市へ戸籍事務に係る管理及び執行を委託し、事務量の軽減
を図りました。

【事業成果】各務原市、下呂市、美濃加茂市及び山県市が個別に導入してい
る戸籍システムを１つの自治体に設置し、共同利用することによ
り経費の削減が図れました。また、戸籍副本データ管理システム
が導入され、災害時の対応として遠隔地での戸籍データの管理が
可能となりました。
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【款 総務費 項 戸籍住民基本台帳費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

戸籍住民基本台帳費 ○住民基本台帳ネットワーク導入等委託事業 （予算現額 2,966千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,721 2,721
平成２９年度 0 0
増 減 額 2,721 2,721

【事業概要】住基全国センターが設定した全国一斉の機器更改期間に現行機
器からＣＳをWindows server2016に、ＣＳ端末をWindows10に機
器更改する作業を行いました。
また、住民基本台帳ネットワークシステムの機器更新に伴い住

基ネット連携システムの連携に関する設定、検証サポート、最終
データ検証、住基GW機器撤去を行いました。

【事業成果】住民基本台帳ネットワークシステム機器更新に伴い、新しいシ
ステムを正確かつスムーズに導入することができました。

・住民基本台帳ネットワーク導入委託 ２，０４１千円
・住基ネット直接連携切替業務委託 ６８０千円

○文字基盤切替業務委託 （予算現額 924千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 923 923
平成２９年度 0 0
増 減 額 923 923

【事業概要】住民基本台帳ネットワークシステムの文字コード表がJIS2004
に変更されたことに伴い、総合行政情報システムの文字コード表
をJIS2004に切り替える作業を行いました。

【事業成果】JIS2004への対応が正確かつスムーズに行うことができまし
た。

○社会保障・税番号制度システム整備事業 （予算現額 3,305千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,916 2,916 0
平成２９年度 2,528 2,528 0
増 減 額 388 388 0

【事業概要】総合行政情報システム内の住民記録システムに対し、マイナン
バーカード等記載事項の充実（旧姓併記）に対応するための機能
追加、修正及び適用作業を行いました。

【事業成果】国が推奨する女性活躍社会の推進に向け、業務画面、住民票、
転出証明等の機能追加、修正を行うことができました。
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【款 総務費 項 選挙費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 選挙費 ６，４７７ ４，０９３

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

県議会議員選挙費 ○県議会議員選挙 （予算現額 4,247千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出 地方債 その他 一般財源
支出金 金

平成３０年度 2,719 1,487 1,232
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 2,719 1,487 1,232

【事業概要】平成３１年執行の岐阜県議会議員選挙を適正に執行するため、
ポスター掲示場の設置・入場券発送等の準備を行いました。
なお、県議会議員選挙は平成３１年３月２９日に告示され、立

候補者が定数を超えなかったため、無投票となりました。
【事業成果】事業費実績は次のとおりです。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２６年度 増 減

報酬 ６９千円 ２２千円 ４７千円
職員手当等 ２９９千円 １９９千円 １００千円
需用費 ４６９千円 １４３千円 ３２６千円
役務費 １９４千円 ５３千円 １４１千円
業務委託料 １，６７５千円 ８５５千円 ８２０千円
その他の経費 １３千円 １４千円 △１千円

合 計 ２，７１９千円 １，２８６千円 １，４３３千円

【不用額】 １，５２８千円
◇主な理由：県議会議員選挙が無投票となったため、不用額が生じまし

た。

市長選挙費 ○市長選挙 （予算現額 1,320千円）
【総務課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出 地方債 その他 一般財源
支出金 金

平成３０年度 590 590
平成２９年度 0 0
増 減 額 590 590

【事業概要】平成３１年執行の山県市長選挙を適正に執行するため、選挙資
材の作成等を行いました。

【事業成果】事業費実績は次のとおりです。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２６年度 増 減

需用費 ４９０千円 ９４０千円 △４５０千円
業務委託料 １００千円 ２７８千円 △１７８千円

合 計 ５９０千円 １，２１８千円 △６２８千円
※平成２６年度は、市長及び市議会議員選挙の経費
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【款 総務費 項 選挙費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

選挙啓発事業 ○選挙備品貸出事業
【総務課】

【事業概要】将来、選挙権を得る若い世代が、選挙を身近に感じて関心を持
てるよう、山県市内の学校が行う児童会や生徒会などの投票や授
業などに、実際の選挙備品を貸し出しました。また、山県高等学
校で出前講座を行い、クイズ形式などで選挙制度や投票方法など
を説明しました。

【事業成果】実際の選挙備品を利用して投票を行ったことにより、選挙に対
する関心を高めることができました。

＜貸出実績＞
貸出先 使用目的 貸出選挙備品 備 考

伊自良中学校 後期生徒会選挙 投票箱・記載台等 ３０年 ９月
山県高等学校 選挙出前講座 投票箱・記載台等 ３０年１１月

伊自良中学校生徒会選挙の様子

山県高等学校模擬投票の様子
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【款 総務費 項 統計調査費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
総務費 統計調査費 ３，５９９ ３，１５０

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

指定統計調査費 ○工業統計調査 （予算現額 571千円）
【企画財政課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 478 478 0
平成２９年度 480 480 0
増 減 額 △2 △2 0

【調査概要】統計法に基づき、毎年実施する国の基幹統計調査で、市内の製
造業に属する事業所の活動状況を調査しました。

【事業成果】調査協力は部分的な記入拒否等もありましたが、市の製造業の
実態情報を収集することができました。

＜工業統計調査＞
調査基準日 平成３０年６月１日
調査区 ６７調査区
名簿記載事業所 ３４１事業所
調査対象事業所数 １２０事業所
指 導 員 １名
調 査 員 １４名
調査員・指導員報酬 ４４４千円

○住宅・土地統計調査 （予算現額 2,984千円）

［事業費財源内訳］ （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,629 2,629 0
平成２９年度 284 284 0
増 減 額 2,345 2,345 0

【調査概要】統計法に基づく実施調査（５年ごと）で、市内の住宅及び世帯
の居住状況等の調査を行いました。

【事業成果】調査対象の家屋に住んでいる世帯へ住生活の実態を調査すると
ともに、空き家の状況についても調査を実施することができまし
た。

＜住宅・土地統計調査＞
調査基準日 平成３０年１０月１日
調 査 区 ９４調査区
調査対象件数 １５９８件
調 査 員 ４３名
指 導 員 ７名
調査員・指導員報酬 ２，３８０千円
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【款 民生費 項 社会福祉費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 ３，８４２，８２０ ３，６８４，６４２

社会福祉費 ２，２８６，０７６ ２，２０５，５４３

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会福祉総務費 ○社会福祉協議会補助金 （予算現額 27,875千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 27,875 27,875
平成２９年度 27,681 27,681
増 減 額 194 194

【事業概要】第３次山県市地域福祉推進計画に基づき、市民主体及び市民協
働による地域福祉活動の支援・調整を、市と協働で図る市社会福
祉協議会に対し、補助金を交付しました。

【事業成果】第３次山県市地域福祉推進計画に基づき、小地域福祉活動を推
進するなど、市の地域福祉の推進を図ることができました。

＜補助実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｸ交付金 23,875千円 23,681千円 194千円
事業費補助金 4,000千円 4,000千円 0千円

○民生委員・児童委員協議会補助金 （予算現額 2,670千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,568 2,568
平成２９年度 2,599 2,599
増 減 額 △31 △31

【事業概要】民生委員・児童委員協議会の活動に対し、補助金を交付しま
した。

【事業成果】研修会などによる識見の向上、要援護者に対する見守り活動
や相談支援活動などにより、市民福祉の増進を図ることができま
した。

※民生委員・児童委員協議会 ７４名（うち主任児童委員７名）
うち 高富民生委員・児童委員協議会 ３８名

伊自良民生委員・児童委員協議会 １２名
美山民生委員・児童委員協議会 ２４名
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会福祉総務費 ○遺族会補助金 （予算現額 1,665千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,665 1,665
平成２９年度 1,665 1,665
増 減 額 0 0

【事業概要】各地区戦没者遺族会の福祉増進と相互扶助による慰藉（いしゃ）
等を行う市遺族連合会に対し、補助金を交付しました。

【事業成果】戦没者遺族の福祉増進・交流を図り、各地区での慰霊、追悼
事業を実施することができました。

＜柱数＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
柱 数 １，１４８本 １，１４８本 ０本

○家具等転倒防止器具設置推進補助金 （予算現額 96千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 7 7
平成２９年度 8 8
増 減 額 △1 △1

【事業概要】要援護者世帯への家具等転倒防止器具・住宅用火災警報器具の
設置を推進するため、補助金を交付しました。

【事業成果】１世帯の家具等転倒防止器具及び３世帯の住宅用火災警報器の
設置に対して助成し、地震から人命・財産を守る備えを進めるこ
とができました。

＜設置実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

家具等転倒防止器具設置件数 １件 ２件 △１件
住宅用火災警報器設置件数 ３件 ０件 ３件

○更生保護女性会補助金 （予算現額 100千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 100 100
平成２９年度 100 100
増 減 額 0 0

【事業概要】山県地区更生保護女性会の活動に対し、補助金を交付しまし
た。

【事業成果】犯罪予防活動を推進し、更生保護事業に協力し、研修会参加
・ＰＲ活動などにより明るい社会の推進を図ることができまし
た。
※山県地区更生保護女性会 ３６名
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会福祉総務費 ○買物弱者対策支援事業補助金 （予算現額 1,055千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,055 1,055
平成２９年度 0 0
増 減 額 1,055 1,055

【事業概要】買物困難地域で、日常生活に必要な生鮮三品（鮮魚、青果、生
肉）等の食品及び日用雑貨を移動販売車により販売している事業
者に対して運営経費等の一部を補助しました。

【事業成果】買物弱者の買物機会の確保を図ることができました。

＜実施事業所＞ ３事業者（美山２、高富１）

○いきいき生活サポート事業 （予算現額 138千円）
（ワンコインサービス）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 138 138
平成２９年度 138 138
増 減 額 0 0

【事業概要】公益社団法人山県市シルバー人材センターの会員が、１回３０
分程度の軽作業をワンコイン（５００円）で引き受け、暮らしの
手伝いをするボランティア活動に対し、その事業費の一部を助成
しました。

【事業成果】市民に対し軽易な日常生活の援助を行うことにより、いつまで
も地域の中で生活できるよう自立支援の推進を図ることができま
した。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
利 用 件 数 １６２件 １４３件 １９件

○福祉を担う人づくり推進事業 （予算現額 380千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 330 330
平成２９年度 47 47
増 減 額 283 283

【事業概要】新たに福祉の資格を取得した方に山県まちづくり振興券を支給
しました。

【事業成果】８人に支給し、福祉のまちづくり推進の一助とすることがで
きました。

※Ｈ３０年度決算額 ３３０千円の内訳
介護支援専門員研修 ２００千円 介護職員初任者研修 １００千円
介護福祉士 ３０千円
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会福祉総務費 ○結婚支援事業 （予算現額 2,709千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,217 1,058 1,159
平成２９年度 2,723 540 2,183
増 減 額 △506 518 △1,024

【事業概要】少子化対策の一環として、出会いの機会の少ない独身男女のた
め、結婚相談所の開設、出会いの機会の提供及び結婚新生活を始
めた世帯への支援等を行いました。

【事業成果】月８回程度結婚相談所の開設、年間２回の婚活イベントの開催
を通して独身男女に出会いの機会を提供しました。また、山県市
地域結婚支援協議会への補助を通して地域活性化の推進を図るこ
とができました。結婚新生活支援事業では１世帯に助成しました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

婚活実施回数 ２回 ２回 ０回
婚活カップル成立数 １２組 ８組 ４組
延べ相談件数 ３０５件 ２６５件 ４０件

社会福祉総務費 ○生活困窮者自立支援事業 （予算現額 3,027千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,586 2,269 317
平成２９年度 2,537 2,272 265
増 減 額 49 △3 52

【事業概要】生活に困っている方が生活保護に陥らないように、その前の
段階で早く自立できるように専門性を有する支援員が相談に応
じ支援につなげました。

【事業成果】１５名の相談があり、そのうち３名が事業に申込み、就労支
援や家計相談などの支援を行いました。

＜支援実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
相談者数 １５人 ２１人 △６人

社会福祉総務費 ○子ども貧困対策実態調査 （予算現額 1,497千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 940 704 236
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 940 704 236

【事業概要】市内の児童（小5：192件と中2：232件）及びその保護者（424
件）と小1の保護者（191件）を対象（全数1,039件）に教育委員
会及び学校の協力を得てアンケート調査を実施しました。

【事業成果】子どもの貧困及び支援ニーズの実態を把握し、子どもの福祉対策
等の方針等検討に活用できました。
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

社会福祉総務費 ○やまがた健康介護フェスタ （予算現額 1,514千円）
【健康介護課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,411 632 2 777
平成２９年度 0 0 0 0
増 減 額 1,411 632 2 777
※その他：木のおもちゃ作り参加料

【事業概要】「自分の健康・これからの介護一緒に考えてみませんか」をテ
ーマに、医療関係や介護事業所、ＮＰＯ法人など職種の垣根を越
えた団体の協力を得て実施しました。山県高校吹奏楽部のオープ
ニング演奏から始まり、センター内では保育園児のぬり絵の展示
や健康チェック、認知症簡易チェック、小中学生作品展示、昔の
遊び紹介などが行われ、センター周辺では、包括カフェや認知症
サポーター養成講座、法人によるゲームや出店など、盛りだくさ
んの催しがあり、約１５００人の方が来場されました。

【事業成果】フェスタ当日に実施したアンケートで、８割以上の方が介護
保険の仕組みや制度に対して、よくわかった、少しわかったと回
答してくれたことから、介護についてＰＲできました。また、
健康チェックや各種体験コーナーでは、多くの方が参加され、自
分の健康について、興味があることがわかりました。

健康介護フェスタの様子

隣保館運営費 ○隣保館運営事業 （予算現額 4,066千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 3,499 1,979 1,520
平成２９年度 3,492 1,876 1,616
増 減 額 7 103 △96

【事業概要】人権同和教育・啓発のための事業及び地域住民の教養文化向上
のための各種教育及び講座を行いました。

【事業成果】地域の交流を深め、同和を始めとする様々な人権問題の啓発推
進を図ることができました。

＜事業費内訳＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

美里会館館長報酬 １，１２８千円 １，１２８千円 ０千円
人権教育・啓発推進協議会報酬 ４４千円 ８８千円 △４４千円
各種講座講師謝礼 ４６８千円 ４６２千円 ６千円
親子ふれあい活動等 ２１１千円 １９４千円 １７千円
施設清掃管理賃金 ６１２千円 ５７６千円 ３６千円
隣保館運営協議会等負担金 ２１８千円 ２２９千円 △１１千円
施設維持管理費等 ５６４千円 ６７７千円 △１１３千円
エアコン修繕工事等 ２５４千円 １３８千円 １１６千円

計 ３，４９９千円 ３，４９２千円 ７千円
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費 ○長寿者褒賞金 （予算現額 814千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 513 513
平成２９年度 508 508
増 減 額 5 5

【事業概要】多年にわたり社会の発展向上に貢献された高齢者に対して褒賞
しました。

【事業成果】１００歳の高齢者を対象に、お祝い状及びお祝い金を授与し、
市民の敬老精神を高め、高齢者の福祉の向上を図ることができま
した。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
対 象 者 ５人 ５人 ０人

○シルバー人材センター補助金 （予算現額 9,900千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 9,900 9,900
平成２９年度 7,100 7,100
増 減 額 2,800 2,800

【事業概要】健康で働く意欲のある概ね６０歳以上の人を対象として設立さ
れた公益社団法人山県市シルバー人材センターに補助金を交付し
ました。

【事業成果】就業開拓提供、普及啓発、研修・講習、調査研究、相談事業、
安全就業推進事業等概ね順調な業績を達成することができまし
た。

＜会員数＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
会 員 ４０９人 ４０５人 ４人

シルバー人材センター会員の業務風景
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費 ○外出支援事業委託 （予算現額 1,101千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 850 782 68
平成２９年度 948 591 357
増 減 額 △98 191 △289
※その他：外出支援サービス負担金、ふるさと応援基金

【事業概要】通院の困難な要介護高齢者等を対象に、リフト付き移送車両で
市内医療機関へ送迎サービスを実施しました。

【事業成果】外出支援サービスを実施することで、高齢者が健全な生活を送
ることができました。

＜外出支援サービス利用実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

利 用 実 人 員 ２１人 １８人 ３人
利用延べ回数 １６５回 １８１回 △１６回

○緊急通報システム設置事業 （予算現額 2,815千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,044 300 744
平成２９年度 772 0 772
増 減 額 272 300 △28
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】ひとり暮らし高齢者等を対象に緊急通報システムを設置し、緊
急時に必要な措置ができるように事業を実施しました。

【事業成果】平成３０年度より、消防の広域化に伴い、通報先が消防署から
コールセンターに変更になりました。緊急時だけではなく、日常
生活の悩み事相談も２４時間対応となり、高齢者等が安心して暮
らせる地域社会づくりの推進を図ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

設置工事 ２１台 ２６台 △５台
撤去工事 ０台 １台 △１台

・設置台数 ２３０台 (平成３１年３月３１日現在）

【不用額】 １，７７１千円
◇主な理由：１台あたりの単価が見込額を大幅に下回ったため、不用額が

生じました。
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費 ○老人クラブ連合会補助金 （予算現額 1,490千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,490 596 860 34
平成２９年度 1,490 621 0 869
増 減 額 0 △25 860 △835
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】市老人クラブ連合会の育成強化を図るため、補助金を交付しま
した。

【事業成果】市老人クラブ連合会運営、講演会、軽スポーツ大会、健康づく
り事業等を行い、クラブ会員の健康、生きがい、仲間づくりを図
ることができました。

山県市老人クラブ連合会
軽スポーツ大会風景

○老人クラブ補助金 （予算現額 2,992千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,872 966 600 1,306
平成２９年度 2,912 907 0 2,005
増 減 額 △40 59 600 △699
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】高齢者が生きがいと健康づくりを目的として行う、市内の単位
老人クラブに対して、補助金を交付しました。

【事業成果】単位老人クラブ運営、軽スポーツ等の健康づくり事業、友愛活
動等を行い、単位クラブ会員の健康、生きがい、仲間づくりを図
ることができました。

＜クラブ数等＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
老人クラブ ３２団体 ３３団体 △１団体
会 員 ２，３９０人 ２，４３４人 △４４人
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費 ○敬老会実施事業 （予算現額 5,947千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 5,656 1,200 1,000 3,456
平成２９年度 5,581 1,200 0 4,381
増 減 額 75 0 1,000 △925
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】多年にわたり社会に尽くされた市内の７７歳以上の高齢者を対
象に長寿を祝うため、敬老会を実施しました。

【事業成果】高富・伊自良・美山の３会場で敬老会を実施し、高齢者の長寿
と健康を祝うとともに高齢者に対する敬意を表すことができまし
た。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

美山中央公民館 美山中央公民館
開 催 場 所 高富中央公民館 高富中央公民館

花咲きホール 花咲きホール
対 象 者 数 ４,００８人 ３,８７２人 １３６人
参 加 者 数 ８４７人 ８９１人 △４４人
記 念 品 代 等 ２,３２８千円 ２,２６１千円 ６７千円
余 興 委 託 費 １,４５０千円 １,４５０千円 ０千円
バ ス 借 上 料 １,２６４千円 １,２９６千円 △３２千円

敬老会の様子
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

老人福祉費 ○老人福祉施設入所者措置費生活費扶助事業 （予算現額 90,766千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 90,725 16,032 74,693
平成２９年度 81,099 12,925 68,174
増 減 額 9,626 3,107 6,519
※その他：老人保護措置費負担金

【事業概要】６５歳以上の高齢者で、身体上、精神上、環境上の理由で居
宅での生活が困難な方を養護老人ホームへ入所措置を行いまし
た。

【事業成果】居宅での生活が困難な高齢者を養護するとともに、自立した生
活を営み社会的活動に参加するために必要な指導訓練その他援助
をすることができました。

＜措置者数＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
市内施設 ３８人 ３７人 １人
市外施設 ４人 ３人 １人

措置者延月人数 ５２４人 ４７２人 ５２人

※措置者延月人数：４月１日～３月３１日

老人福祉費 ○介護サービス平準化交通費扶助事業 （予算現額 600千円）
【健康介護課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 338 338
平成２９年度 426 426
増 減 額 △88 △88

【事業概要】居宅サービスの地域間格差の是正を目的として、市内北部地域
への事業者の参入を促し、介護保険事業の適正な運営、推進を図
るため交通費を助成しました。

【事業成果】全体的に北部地域におけるサービス需要が少なかったものの、
訪問介護については、人数、回数ともに増加しました。

＜支給状況＞

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
延べ人数 延べ回数 延べ人数 延べ回数 延べ人数 延べ回数

居宅介護支援 129人 129回 138人 139回 △9人 △10回
訪問介護 28人 74回 24人 64回 4人 10回
訪問入浴 0人 0回 0人 0回 人 回
訪問看護 51人 260回 65人 349回 △14人 △89回
介護予防訪問介護 0人 0回 0人 0回 人 回
介護予防訪問看護 1人 1回 0人 0回 1人 1回

合 計 209人 464回 227人 552回 △18人 △88回
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

福祉医療費 ○各種福祉医療費助成事業 （予算現額 321,064千円）

【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 310,824 92,161 54,295 164,368
平成２９年度 312,234 116,225 54,916 141,093
増 減 額 △1,410 △24,064 △621 23,275
※その他：高額療養費返還金

【事業概要】乳幼児・子ども・重度心身障がい者・母子家庭等・父子家庭に
に対して、医療費の一部（自己負担額）を助成しました。

【事業成果】受給者が安心して医療機関を受診できることにより、保健の向

上及び福祉の増進を図ることができました。

＜助成実績＞

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
受給者数(人) １，１３１ ９５８ １７３

県単乳幼児 受診件数(件) １９，０２４ １９，４０５ △３８１
助成額(千円) ３３，８６１ ３５，７１２ △１，８５１
受給者数(人) １，８２８ １，８８０ △５２

市単子ども 受診件数(件) ２２，８４０ ２３，５３８ △６９８
助成額(千円) ５９，２９９ ５４，７６１ ４，５３８

重度心身障
受給者数(人) １，１５４ １，１３７ １７

がい者
受診件数(件) ３５，９５５ ３５，０７０ ８８５
助成額(千円) ２０４，２７３ ２０７，４２７ △３，１５４

受給者数(人) ３３２ ３６０ △２８
母子家庭等 受診件数(件) ４，５８４ ４，９８８ △４０４

助成額(千円) １２，８８４ １３，８５８ △９７４
受給者数(人) ２２ ２０ ２

父子家庭 受診件数(件) １２２ １５１ △２９

助成額(千円) ５０７ ４７６ ３１
受給者数(人) ４，４６７ ４，３５５ １１２

合 計 受診件数(件) ８２，５２５ ８３，１５２ △６２７
助成額(千円) ３１０，８２４ ３１２，２３４ △１，４１０

【不用額】 １０，２４０千円
◇主な理由：過去２年分の医療費により扶助額を見込みましたが、見込額

を下回ったため不用額が生じました。

○高校生等福祉医療費助成事業 （予算現額 8,081千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 7,241 2,000 5,241
平成２９年度 7,888 500 7,388
増 減 額 △647 1,500 △2,147
※その他：ふるさと応援基金

次頁につづく
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

福祉医療費 ○高校生等福祉医療費助成事業 （つづき）

【市民環境課】

【事業概要】高校生等の医療費の一部を助成することにより、高校生等の保
健の向上と保護者における医療費負担の軽減を図るため、高校生
等の医療費自己負担相当分を山県まちづくり振興券で助成しまし
た。

【事業成果】年齢条件を満たす９６９人に案内し、そのうち４５４人の申請
者に対して支給することができ、地域の発展と保護者への経済的
支援を図ることができました。

＜支給人数等＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
支給人数 ４５４人 ４４９人 ５人
支給枚数 ７,２４１枚 ７,８８８枚 △６４７枚
基金積立 ７,２４１千円 ７,８８８千円 △６４７千円

○医師会・歯科医師会協力費負担金 （予算現額 1,733千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 1,733 866 867
平成２９年度 1,752 876 876
増 減 額 △19 △10 △9

【事業概要】医師会及び歯科医師会に、平成２９年１０月１日現在の人口に

対する協力費（単価４８．０円/人、１７．５円/人）を支出しま

した。

【事業成果】岐阜県福祉医療費助成事業補助金交付要綱に基づき、岐阜県と

県内医療機関との「覚書」による事務協力をお願いすることによ

り、事業の実務等が円滑に実施できました。

＜負担内訳＞ （単位：千円）

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

医 師 会 １，２７０ １，２８４ △１４

歯科医師会 ４６３ ４６８ △５

計 １，７３３ １，７５２ △１９
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

障がい者福祉費 ○身体障がい者福祉協会補助金 （予算現額 400千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 322 322
平成２９年度 331 331
増 減 額 △9 △9

【事業概要】障がい者福祉を効果的に推進するため、ふれあい研修事業や軽
スポーツ大会等を開催する身体障がい者の当事者組織である市身
体障がい者福祉協会へ補助金を交付しました。

【事業成果】ふれあい研修事業や軽スポーツ大会等を開催し、障がい者の社
会参加や健康づくりの促進を図ることができました。

＜会員数＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
身障協会会員 ２０５人 ２３８人 △３３人

○県障がい者福祉費補助金 （予算現額 560千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 470 235 0 235
平成２９年度 537 222 315 0
増 減 額 △67 13 △315 235
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】障がい者の介助用自動車・ニュー福祉機器購入費の一部を助成
しました。

【事業成果】平成３０年度は介助用自動車購入費申請が２件、ニュー福祉機
器購入費申請が１件あり、障がい者の日常生活の向上を図ること
ができました。

＜申請実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

介助用自動車購入助成 430千円 2件 457千円 2件 △27千円 0件
ﾆｭｰ福祉機器購入助成 40千円 1件 80千円 2件 △40千円 △1件

合 計 470千円 3件 537千円 4件 △67千円 △1件
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

障がい者福祉費 ○重度身体障がい者紙オムツ購入助成事業 （予算現額 192千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 154 0 154
平成２９年度 144 144 0
増 減 額 10 △144 154
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】在宅において寝たきりの重度身体障がい者の紙オムツ購入費用
の一部を助成しました。

【事業成果】重度身体障がい者の日常生活の支援を図ることができました。

＜申請実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

重度身体障がい者 ２件 ２件 ０件
紙オムツ購入助成 １５４千円 １４４千円 １０千円

○障がい者自立支援給付事業 （予算現額 485,351千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 480,479 229,296 114,648 3,000 133,535
平成２９年度 454,263 227,914 113,957 41 112,351
増 減 額 26,216 1,382 691 2,959 21,184
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】介護支援・訓練支援、自立支援医療助成、補装具費用の助成、
地域生活支援事業による各種サービス等を行いました。

【事業成果】障がい者への各種サービスを行い、日常生活の向上を図ること
ができました。

・自立支援給付事業 ４５９，８９４千円

＜給付実績＞
区 分 平成30年度 平成29年度 増 減

介護給付費 301,654千円 288,443千円 13,211千円
※３月の実人員 居宅介護 ２３人 ２２人 １人

同行援護 １人 ４人 △３人
短期入所 １４人 １２人 ２人
療養介護 ５人 ５人 ０人
生活介護 ６７人 ６７人 ０人
施設入所 ４１人 ４１人 ０人
計画相談 ３０人 ５２人 △２２人

訓練等給付 147,619千円 139,952千円 7,667千円
※３月の実人員 共同生活援助 １６人 １７人 △１人

生活訓練 ０人 ０人 ０人
就労移行 ４人 ４人 ０人
就労継続Ａ型 ４１人 ３６人 ５人
就労継続Ｂ型 ４１人 ２９人 １２人

次頁につづく
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

障がい者福祉費 ○障がい者自立支援給付事業 （つづき）
【福祉課】

区 分 平成30年度 平成29年度 増 減
療養介護医療 重症心身障がい 4,547千円 4,486千円 61千円
費 児（者） ８人 ７人 １人
補装具給付 車いす、補聴器 5,246千円 3,519千円 1,727千円

等 ３７件 ３８件 △１件
自立支援医療 828千円 456千円 372千円

更生医療 ５人 ７人 △２人
育成医療 ５人 ３人 ２人
計 459,894千円 436,856千円 23,038千円

・地域生活支援事業 ２０，５８５千円

＜給付実績＞
区 分 平成30年度 平成29年度 増 減

成年後見制度利用支援事業 216千円 216千円 0千円
１件 １件 ０件

成年後見制度法人後見支援事業 746千円 600千円 146千円
１事業所 １事業所 ０事業所

手話通訳者派遣費 249千円 210千円 39千円
３６件 ２７件 ９件

日常生活用具給付費 7,927千円 6,789千円 1,138千円
６６８件 ６５０件 １８件

手話奉仕員養成研修事業費 348千円 325千円 23千円
１事業所へ委託 １事業所へ委託 ０事業所

移動支援費 1,163千円 1,485千円 △322千円
１４４件 １７７件 △３３件

訪問入浴サービス費 4,733千円 2,451千円 2,282千円
３２０件 １９５件 １２５件

日中一時支援費 2,096千円 1,910千円 186千円
５６３件 ５７０件 △７件

スポーツ･レクリェーション教室 18千円 18千円 0千円
参加者20人 参加者20人 0人

自動車運転免許取得・改造助成 300千円 300千円 0千円
３件 ３件 ０件

相談支援事業費 1,280千円 1,487千円 △207千円
5事業所へ委託 6事業所へ委託 △１事業所

地域活動支援センター事業費 1,509千円 1,616千円 △107千円
２事業所 ３事業所 △１事業所

計 20,585千円 17,407千円 3,178千円

【不用額】 ４，８７２千円
◇主な理由：介護給付費・補装具給付費が見込みよりも少なかったため、

不用額が生じました。
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【款 民生費 項 社会福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

福祉センター費 ○伊自良老人福祉センター災害復旧事業 （予算現額 1,218千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,218 600 608 10
平成２９年度 0 0 0 0
増 減 額 1,218 600 608 10
※その他：建物総合損害共済災害共済金

【事業概要】９月に山県市を直撃した台風２１号により玄関ポーチ、裏口
ポーチ、屋根（笠木）及び窓ガラスが破損し、雨水等の浸入を
早急に防ぐ必要があり大規模修繕を行いました。

【事業成果】ポーチには防水シートや水切りを貼り付け、屋根の笠木及び
ガラス戸は新品に交換するなど適切に復旧しました。

ガラス戸復旧 屋根（笠木）復旧
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【款 民生費 項 児童福祉費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 児童福祉費 １，３７２，６６９ １，３００，４１６

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童福祉総務費 ○出産祝金 （予算現額 17,100千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 17,000 17,000
平成２９年度 15,200 15,200
増 減 額 1,800 1,800

【事業概要】少子化対策の一環として、第１子、第２子の出生に対し、対象
児１人につき１０万円分、第３子以降の出生に対し、対象児１人
につき２０万円分の山県まちづくり振興券を支給しました。

【事業成果】１２８人の出生に対し祝金を支給し、児童の健全育成とともに
地域の振興を図ることができました。

＜支給人数＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

第１子、第２子 ８６人 １０４人 △１８人
第３子以降 ４２人 ２４人 １８人

○第２期子ども・子育て支援計画策定事業 （予算現額 719千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 400 400
平成２９年度 0 0
増 減 額 400 400

【事業概要】第２期子ども・子育て支援事業計画（2020年度～2024年度）を
策定するためにアンケート調査・集計を行いました。

【事業成果】アンケート調査により、お子様をお持ちの保護者の最新のニー
ズ等が把握できました。

（アンケート回収数）
就学前児童の保護者 ５５１件
小学生の保護者 ７８５件

計 １，３３６件
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童福祉総務費 ○放課後児童健全育成事業 （予算現額 27,756千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 26,698 6,180 6,180 10,536 3,802
平成２９年度 25,624 5,724 5,757 8,642 5,501
増 減 額 1,074 456 423 1,894 △1,699
※その他：放課後児童クラブ利用料

【事業概要】保護者が家庭の事情・就労等により昼間家庭にいない小学校１
～４年生（一部６年生）の児童を預かり、子育てを支援しました。

【事業成果】年間延べ２４，６５４人の利用があり、児童の健全育成に努め
ることができました。

＜事業費内訳＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

指導員賃金 ２４，９１２千円 ２４，５８８千円 ３２４千円
共済費 ５４９千円 ２７５千円 ２７４千円
報償費 ０千円 ４０千円 △４０千円
需用費 １０４千円 ７６千円 ２８千円
通信運搬費 ２２７千円 ２３３千円 △６千円
指導員健診費 ２０２千円 ２０４千円 △２千円
移送業務委託 ７０４千円 １４８千円 ５５６千円
伊自良北賃借料 ０千円 ６０千円 △６０千円

計 ２６，６９８千円 ２５，６２４千円 １，０７４千円

＜事業実績＞
平成３０年度 平成２９年度 増 減

区 分 実人数 年間延べ 実人数 年間延べ 実人数 年間延べ 会 場

利用者数 利用者数 利用者数

高富小学校区 ７０人 ７，６６６人 ６８人 ８，４７９人 2人 △８１３人 高富児童館

富岡小学校区 ５９人 ５，１６２人 ４５人 ４，６３１人 １４人 ５３１人 子どもげんきはうす

梅原小学校区 ２８人 ３，３１９人 ２０人 １，９６６人 ８人 １，３５３人 梅原公民館

桜尾小学校区 ２０人 1，９７９人 １４人 １，７０５人 ６人 ２７４人 桜尾小体育館

大桑小学校区 ７人 ５９９人 ３人 ５６人 ４人 ５４３人 桜尾小体育館

伊自良南小学校区 ２１人 １，３７３人 １８人 １，４２９人 ３人 △５６人 伊自良南小学校

伊自良北小学校区 ５人 ５８６人 ６人 ９０３人 △１人 △３１７人 掛公民館・北小

美山小学校区 ３６人 ３，５６２人 ３３人 ２，７２４人 ３人 ８３８人 美山小学校

いわ桜小学校区 １２人 ４０８人 １０人 ３００人 ２人 １０８人 谷合公民館・

いわ桜小学校

合 計 ２５８人 ２４，６５４人 ２１７人 ２２，１９３人 ４１人 ２，４６１人
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童福祉総務費 ○放課後児童クラブ室改修 （予算現額 17,944千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 17,937 9,669 2,417 5,851
平成２９年度 6,547 1,895 1,895 2,757
増 減 額 11,390 7,774 522 3,094

【事業概要】児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行
うことができるよう、クラブ室の改修を順次進め、平成３０年度
は補助事業で梅原放課後児童クラブ施設を新設し、令和元年７月
から公民館で行っていた活動を行います。

【事業成果】児童館で行っている放課後児童クラブ以外は、空き教室や学校
敷地内の施設で行うことになりました。児童のクラブ室までの移
動距離が短縮し、放課後児童クラブの安全・安心の確保と健全育
成に努めることができました。

＜事業費内訳＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
需用費 ０千円 ２３千円 △２３千円
役務費 ２０千円 ０千円 ２０千円
委託料 ９７２千円 ０千円 ９７２千円
工事請負費 １６，９４５千円 ６，１０３千円 １０，８４２千円
備品購入費 ０千円 ４２１千円 △４２１千円

計 １７，９３７千円 ６，５４７千円 １１，３９０千円

梅原放課後児童クラブ施設
基本設計委託費 486千円
実施設計委託費 486千円
工事費 16,945千円
合計 17,917千円

梅原放課後児童クラブ施設外観

梅原放課後児童クラブ施設遊戯室
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童福祉総務費 ○結婚・誕生記念証等作成事業 （予算現額 238千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 205 205
平成２９年度 551 551
増 減 額 △346 △346

【事業概要】婚姻届を提出されたカップル及び出生届を提出された親子を
お祝いするため、記念証を作成しました。
また、婚姻届を提出されたカップルには、昨年に作成したバ

ックパネル等で撮った写真を飾れるようにフォトフレームも渡
しています。

【事業成果】記念の地として末永く山県市で幸せに暮らしていただくお祝い
のメッセージの伝達とともに、郷土愛の醸成につながりました。

結婚・誕生記念証

○病児・病後児保育事業補助金 （予算現額 5,891千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 5,554 1,649 1,649 2,256
平成２９年度 3,667 1,645 973 1,049
増 減 額 1,887 4 676 1,207

【事業概要】児童が病気又はその回復期にあり、集団保育が困難で、家庭で
の保育ができない時に児童を預かる保育施設に対し助成しまし
た。また、近隣市との広域利用協定により利用者分の費用を負担
しました。

【事業成果】病児・病後児を預かることにより、保護者が安心して就労がで
き、子育て支援を図ることができました。

＜延べ利用者数＞
平成30年度 平成29年度 増 減

山県市(おひさま) ８６人 ３９人 ４７人
広 岐阜市 １２９人 １８２人 △５３人

各務原市 ０人 ０人 ０人
域 関市 ０人 ０人 ０人
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童福祉総務費 ○病児保育利用者助成金事業 （予算現額 192千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 42 21 21
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 42 21 21

【事業概要】病児保育事業を利用する多子世帯等の経済的負担を軽減するた
め、利用者分の費用を負担しました。

【事業成果】この事業により、多子世帯等への負担を軽減することができ、
子育て支援を図ることができました。

＜延べ利用者数＞ ２１人

○子どもホッとカード事業 （予算現額 19千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 16 16
平成２９年度 16 16
増 減 額 0 0

【事業概要】悩みや不安を自分の中に抱え、周囲の大人に相談できない
子どもの孤立感を軽減し、もって子どもの健やかな育成に資
することを目的に、岐阜市と協定を結び電話相談等の対応を
行いました。

【事業成果】市内小学校・中学校、山県高校の新１年生の児童生徒に、電話
番号とメールアドレスが記載されたカードを配布しました。

６００枚作成（５４９枚配布）
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童措置費 ○児童扶養手当給付事業 （予算現額 63,090千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 62,919 20,973 41,946
平成２９年度 68,342 22,781 45,561
増 減 額 △5,423 △1,808 △3,615

【事業概要】母子・父子家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の増
進を図るため児童扶養手当を給付しました。

【事業成果】母子・父子家庭等の生活の安定と自立に寄与することができま
した。

＜給付費実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

延べ児童 給 付 額 延べ児童数 給 付 額 延べ児童数 給 付 額

全 部 支 給 者 ７５３人 ３１，９５１千円 ７６８人 ３２，４８９千円 △１５人 △５３８千円
一 部 支 給 者 ７８４人 ２３，５５２千円 ９８７人 ２７，９６２千円 △２０３人 △4,410千円
２ 子 加 算 者 ６９２人 ６，４８５千円 ７５５人 ６，９６８千円 △63人 △５３３千円
３子以降加算者 １６１人 ９３１千円 １６６人 ９２３千円 △5人 8千円
合 計 ２，３９０人 ６２，９１９千円 ２，６７６人 ６８，３４２千円 △286人 △5,423千円

児童措置費 ○特別障がい者手当等給付事業 （予算現額 13,213千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 12,527 9,375 3,152
平成２９年度 12,636 9,477 3,159
増 減 額 △109 △102 △7

【事業概要】精神又は身体に著しく重度の障がいがあるため、日常生活にお
いて常時特別な介護を必要とする在宅の重度障がい者（児）に特
別障がい者手当及び障がい児福祉手当を給付しました。

【事業成果】日常生活において常時特別な介護を必要とする在宅の重度障が
い者（児）に、特別障がい者手当又は障がい児福祉手当を給付し、
福祉の増進を図ることができました。

＜給付費実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

特別障がい者手当 延べ人数 ３７４人 ３６９人 ５人
（月額 26,940円） 給 付 額 １０，０６８千円 ９，８９４千円 １７４千円
障がい児福祉手当 延べ人数 １６８人 １８８人 △２０人
（月額 14,650円） 給 付 額 ２，４５９千円 ２，７４２千円 △２８３千円

合 計 延べ人数 ５４２人 ５５７人 △１５人
給 付 額 １２，５２７千円 １２，６３６千円 △１０９千円
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童措置費 ○児童手当給付事業 （予算現額 364,775千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 364,510 251,139 56,751 56,620
平成２９年度 375,450 258,449 58,503 58,498
増 減 額 △10,940 △7,310 △1,752 △1,878

【事業概要】次代を担う子どもたちの育ちを社会全体で応援するため、中学
校修了前までの子どもを養育している親等に手当を給付しまし
た。

【事業成果】子どもを養育している親等に手当を給付することにより、子ど
もの健全な成長・発達に寄与することができました。

＜給付実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
延べ人数 ３３，２０６人 ３４，１６０人 △９５４人

母子福祉費 ○母子寡婦福祉会補助金 （予算現額 360千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 360 360
平成２９年度 360 360
増 減 額 0 0

【事業概要】会員相互の交流事業や親子のふれあい事業等を通して、母子家
庭及び寡婦の自立促進を図るため、市母子寡婦福祉会の活動を支
援しました。

【事業成果】会員相互の交流が図られ、市母子寡婦福祉会の発展に寄与する
ことができました。

＜会員数＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
会 員 １５９人 １６２人 △３人
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保育園費 ○保育園運営事業 （予算現額 323,132千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 293,603 2,313 2,918 400 47,556 240,416
平成２９年度 285,170 2,622 2,842 0 44,884 234,822
増 減 額 8,433 △309 76 400 2,672 5,594
※その他：保育園入園者負担金、一時保育負担金、広域保育所入所受託事業収入、延

長保育料、保育士給食代他、ふるさと応援基金

【事業概要】市内各保育園（７園）の円滑な運営を図りました。
【事業成果】市内７保育園において、安全で安心して保育ができ、子どもの

健やかな成長のため、適正な運営をすることができました。
また、繰越して工事を実施するため、伊自良保育園屋根改修等

工事の設計を行いました。

＜園児数＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

全保育園 606人 607人 △1人

＜園児数一覧表＞
※山県市内保育園のみ （平成３１年３月３１日現在）
保育園名 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計
高 富 15人 18人 36人 27人 36人 37人 169人
富 岡 9人 19人 24人 36人 40人 28人 156人
梅 原 2人 2人 7人 7人 9人 14人 41人
大 桜 3人 6人 5人 17人 15人 8人 54人
伊自良 3人 10人 10人 17人 17人 21人 78人
みやま 3人 11人 6人 15人 20人 14人 69人
富 波 2人 6人 4人 8人 8人 11人 39人
合 計 37人 72人 92人 127人 145人 133人 606人

◆翌年度繰越額 １６，６７５千円
伊自良保育園屋根改修等工事について、個別施設計画策定による検証の
後、工事設計を実施しましたが、年度内の工事施工が困難となったため
次年度に繰越しました。

【不用額】 １２，８５４千円
◇主な理由：給食材料費、保育士などの雇用量が見込みより少なかったた

め、不用額が生じました。

保育園児の様子（英語あそび教室）
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童館費 ○児童館（子どもげんきはうす）事業 （予算現額 7,007千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 6,469 6,469
平成２９年度 7,982 7,982
増 減 額 △1,513 △1,513

【事業概要】児童に健全な遊びの場を提供し、個別的又は集団的な指導、知
識の普及向上を図りました。

【事業成果】年間、延べ11，655人の利用者があり、遊びなどを通して親子の
ふれあいや親同士の仲間作りができました。

＜事業費内訳＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

報償費 １３千円 １２０千円 △１０７千円
旅費 ０千円 ０千円 ０千円
需用費 １，９３５千円 ２，６１３千円 △６７８千円
通信費 １４１千円 １４７千円 △６千円
委託料 １，２０７千円 １，２０６千円 １千円
使用料及び賃借料 １３０千円 １４６千円 △１６千円
備品購入費 ３９千円 ４０千円 △１千円
負担金補助及び交付金 ９２千円 ８８千円 ４千円
共済費 ２８３千円 ２９７千円 △１４千円
臨時児童厚生員賃金 ２，６２６千円 ２，６２７千円 △１千円
検診委託料 ３千円 ９千円 △６千円
工事請負費 ０千円 ６８９千円 △６８９千円

合 計 ６，４６９千円 ７，９８２千円 △１，５１３千円

＜子どもげんきはうす利用実績＞
平成３０年度 平成２９年度 増 減

区 分 開催 １日 年間利 開催 １日 年間利 年間利
日数 平均 用者数 日数 平均 用者数 用者数

利用実績 275日 42.4人 11,655人 283日 53.8人 15,237人 △3,582人
学童行事開催実績 41日 11.1人 454人 31日 10.5人 325人 129人
幼児ｻｰｸﾙ開催実績 18日 15.4組 278組 18日 21.5組 387組 △109組
乳幼児行事実績 133日 5.4組 715組 141日 8.7組 1,236組 △521組

げんきタイム（乳幼児行事）

マミーサークル（幼児サークル）
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童館費 ○高富児童館指定管理事業 （予算現額 27,048千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 27,048 4,890 4,890 17,268
平成２９年度 26,609 4,890 4,742 16,977
増 減 額 439 0 148 291

（指定管理料内訳） （単位：千円）
※地域子育て支援拠点事業及び利用者支援事業は国・県の補助対象事業になります。

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
委託料（指定管理） 27,048 26,609 439
・児童館事業（国･県補助対象外事業） (12,377) (12,377) (0)
・地域子育て支援拠点事業 (8,317) (8,317) (0)
・利用者支援事業 (6,354) (5,915) (439)

＜高富児童館利用実績＞
平成３０年度 平成２９年度 増 減

区 分 開催 １日 年間利 開催 １日 年間利 年間利
日数 平均 用者数 日数 平均 用者数 用者数

利用実績 286日 88.1人 25,205人 292日 90.8人 26,517人 △1,312人
学童行事開催実績 24日 23.3人 561人 34日 19.5人 663人 △102人

【事業概要】高富児童館指定管理事業として児童館事業の運営、地域子育て
支援拠点、利用者支援事業、ファミリー・サポート・センター事
業などの子育て支援センター事業をＮＰＯ法人による指定管理に
より実施しました。

【事業成果】児童館事業のほか、各種子育て支援事業を行う子育て支援セン
ター機能を備えた総合的な子育て支援施設となり、児童の仲間作
りの場、親子交流の場の提供及び悩みを持つ保護者支援等の推進
を図ることができました。

１.児童館事業（児童厚生施設）

【事業概要】高富児童館における児童館事業として、児童に健全な遊びの場
を提供し、個別的又は集団的な指導、知識の普及向上事業を実施
しました。

【事業成果】学童行事では、子ども自らが企画運営する「げんきまつり」を
実施し、自主的な活動推進、創造力の向上を図ることができまし
た。また、定期的に子どもたちの体力低下を補う事業、コミュニ
ケーション能力を伸ばす事業等を実施し、子どもたちの「生きる
力」の育成を図ることができました。

＜学童行事＞
平成３０年度 平成２９年度

実施時期
実施内容 参加者 実施内容 参加者

４月から ６月
大桑城に登ろう

６１人
大桑城に登ろう

５６人
他４開催 他６開催

７月から ９月
げんきまつり他

３１６人
げんきまつり他

４３４人
７開催 １２開催

１０月から１２月
サイエンス講座

９１人
サイエンス講座

９４人
他５開催 他６開催

１月から ３月
ドッジビー大会

９３人
苦手克服なわと

７９人
他５開催 び他６開催

計 ５６１人 ６６３人

次頁につづく
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童館費 ○高富児童館指定管理事業 （つづき）
【子育て支援課】

２.子育て支援センタ－事業

【事業概要】安心して子どもを産み育てる環境を充実させるため、子育て支
援として、地域の中で支え合える社会・情報提供を行いました。

【事業成果】親子のふれあいを大切に「にじっこタイム」や乳幼児教室を継
続的に開催することができました。乳幼児教室では保護者の子育
て力の低下が感じられる中、丁寧に子どもへの関わり方などを示
すことができました。子育て支援者研修、まごまご孫育て講座を
実施し、地域の人材の発掘、育成を図ることができました。

・地域子育て支援拠点事業

【事業概要】常設広場を開設し、子育ての家庭とその子どもが気軽に集い、
うち解けた雰囲気の中で語り合い、互いに交流を図る場を提供
するための事業を実施しました。

【事業成果】子育て支援センターの高富児童館への移転とともに地域子育て
支援拠点を移し、子育て中の親子が利便性がよい場所で気軽に
集い、うち解けた雰囲気の中で語り合い、相互に交流できる場
を設け、地域の子育て支援、機能の充実を図ることができまし
た。

＜乳幼児教室＞
平成３０年度 平成２９年度

区 分
実施回数

年間参加 1回平均
実施回数

年間参加 1回平均

組数 組数 組数 組数

ベビママ 17 217 12.7 17 170 10

ミルキー 19 291 15.3 18 165 9

すくすく 9 173 19.2 11 182 17

のびっこ 9 114 12.6 11 185 17

小鳩会 9 69 7.6 11 71 6

つくしんぼ 9 87 9.6 11 43 4

合同会 7 230 32.8 9 270 30

＜ミルキーママボランティア派遣人数＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度

あそびの教室 ２２人 ４４人

乳幼児健診 ６０人 ５６人

健康教室 １２人 １２人

乳幼児教室 ８３人 ４７人

児童館行事 ７人 ５８人

その他 １７０人 １７１人

＜遊びの提供参加組数＞

区分 平成３０年度 平成２９年度
実施回数 年間参加組数 実施回数 年間参加組数

にじっこタイム ９３ １，３１４ ９３ １，０４５

次頁につづく
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【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

児童館費 ○高富児童館指定管理事業 （つづき）
【子育て支援課】

３．子ども・子育て利用者支援事業
利用者支援事業（基本型）

【事業概要】子ども及びその保護者等、又は妊娠している方が地域の子育て
支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所である地域
子育て支援拠点施設を中心に情報収集と提供を行い、必要に応じ
相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施し
ました。

【事業成果】各子育て家庭の「個別のニーズ」を把握し、子育て支援情報の
提供、利用者支援を行いました。また、子育て支援機関等と情報
共有・連携し、課題の発見・協議等を行いました。

子育て支援ネットワーク協議会・実務者会 ６回開催
山県ママの子ども・子育て会議 ９回開催
山県市子育て支援センター（高富児童館2階）

＜利用者内訳＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
相談件数 １６９件 １５５件 １４件

・ファミリー・サポート・センター事業

【事業概要】子育てを手助けして欲しい方の要望に応じて、子育てのお手伝
いが可能な方を紹介し、相互の信頼のもとに、一時的にお子さん
を預かる相互援助活動を行いました。

【事業成果】援助会員及び利用会員の人数が増加しました。利用者のニーズ
に沿った子育てサポートのサービス向上を図ることができまし
た。

＜会員数等＞ （平成３１年３月３１日現在）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
援 助 会 員 ２８人 ２３人 ５人
利 用 会 員 ８２人 ７６人 ６人
両 会 員 ６人 ５人 １人
利用延べ人数 １１２人 １８６人 △７４人
利用延べ日数 １１２日 １８６日 △７４日

（防災教室クッキング） （いも掘り活動）



- 94 -

【款 民生費 項 児童福祉費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

障がい児福祉費 ○児童発達支援事業 （予算現額 60,604千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 60,603 26,556 13,278 20,769
平成２９年度 51,945 24,337 12,168 15,440
増 減 額 8,658 2,219 1,110 5,329
※国、県支出金については、過年度清算分を含みません。

【事業概要】障がい児に対し、障がい児相談支援、児童発達支援、医療型児
童発達支援、放課後等デイサービスの支援を行いました。

【事業成果】障がい児等の支援により、児童発達の促進を図ることができま
した。

＜支給実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

障がい児給付費 ６０，６０３千円 ５１，９４５千円 ８，６５８千円
※３月の実人数

障がい児相談支援 ８人 ５人 ３人
児童発達支援 ３８人 ３９人 △１人
医療型児童発達支援 ２人 ２人 ０人
放課後等デイサービス ６５人 ５２人 １３人

○ピッコロ療育センター屋根改修工事 （予算現額 13,780千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 497 400 97
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 497 400 97

【事業概要】経年劣化による雨漏り等を修繕するため、屋根の大規模改修を
実施しました。

【事業成果】公共施設等適性管理推進事業を適正に行うため、個別施設計画
を作成し、屋根改修工事の設計を行い、工事施工の準備が整いま
した。

◆翌年度繰越額 １３，２８３千円
ピッコロ療育センター屋根改修工事について、個別施設計画策定に時間
を要したため、年度内の工事発注が不能となり、次年度に繰越しました。
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【款 民生費 項 生活保護費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
民生費 生活保護費 １８３，９７５ １７８，５８３

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

生活保護費 ○生活保護扶助費 （予算現額 172,630千円）
【福祉課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 167,349 132,971 34,378
平成２９年度 128,271 102,240 26,031
増 減 額 39,078 30,731 8,347

【事業概要】生活困窮者の最低限度の生活維持と自立の助長を図ることを
目的に扶助しました。

【事業成果】新たに１７世帯の生活支援を実施し、就労による自立などに
より１０世帯が減少しました。

・被保護世帯 ８０世帯 （参考）・被保護世帯 ７３世帯
・被保護人数 １０４人 ・被保護人数 ９３人
※平成３１年３月３１日現在 ※平成３０年３月３１日現在

＜扶助実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
延べ世帯数(世帯) ８１２ ７２３ ８９

生活扶助 延べ人数(人) １,０８７ ９４９ １３８

金額(千円) ４１,９２３ ３９，３８８ ２,５３５

延べ世帯数(世帯) ５６０ ５１９ ４１

住宅扶助 延べ人数(人) ７０３ ６６２ ４１

金額(千円) １４,８９５ １３，４１５ １,４８０

延べ世帯数(世帯) ０ ０ ０

教育扶助 延べ人数(人) ０ ０ ０

金額(千円) ０ ０ ０

延べ世帯数(世帯) ２４７ １６７ ８０

介護扶助 延べ人数(人) ２４７ １６７ ８０

金額(千円) ３,３２１ ２，６６１ ６６０

延べ世帯数(世帯) ７９３ ７０１ ９２

医療扶助 延べ人数(人) ９７７ ８５８ １１９

金額(千円) １０６,７７２ ６９，４２４ ３７,３４８

延べ世帯数(世帯) １４ ２４ △１０

生業扶助 延べ人数(人) １４ ２４ △１０

金額(千円) ２８５ ３，１２２ △２,８３７

延べ世帯数(世帯) １ ２ △１

葬祭扶助 延べ人数(人) １ ２ △１

金額(千円) １５３ ２６１ △１０８

延べ世帯数(世帯) ０ ０ ０

出産扶助 延べ人数(人) ０ ０ ０

金額(千円) ０ ０ ０

延べ世帯数(世帯) ２,４２７ ２，１３６ ２９１

合 計 延べ人数(人) ３,０２９ ２，６６２ ３６７

金額(千円) １６７,３４９ １２８，２７１ ３９,０７８

【不用額】 ５，２８１千円
◇主な理由：見込みに比べ生活保護世帯の増加がなかったため、不用額が

生じました。
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【款 衛生費 項 保健衛生費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
衛生費 １，２０８，０６６ １，１７６，３０８

保健衛生費 ４３８，２９２ ４２０，７１４

主な内容

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健衛生総務費 ○健康づくり推進事業 （予算現額 2,762千円）
【健康介護課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,944 558 0 1,386
平成２９年度 4,427 432 2,853 1,142
増 減 額 △2,483 126 △2,853 244
※その他：ふるさと応援基金、合併振興基金、事業参加者負担金

【事業概要】健康山県２１推進会議の他、健康山県２１企画運営委員会を元
気はつらつ応援団に改名し活動しました。また、健やかの会では
筋トレやリンパマッサージ等、市民が主体的に体験講座を企画、
運営しました。
自殺対策を地域全体で推進していくため、いのち支える自殺対

策推進委員会を開催しました。また、自殺対策として、周りの人
が見守る「ゲートキーパー」の養成やメンタルヘルスチェックシ
ステムを活用した普及啓発事業を行いました。
健診受診率向上と運動習慣の定着を目的にアクティブ＋１０事

業の実施（４年目）と岐阜県の清流の国ぎふ健康ポイント事業（９
月から）に山県市も参加しました。

【事業成果】各種団体や市民団体が主体的な健康づくりを推進しました。
自殺対策では自殺対策計画を策定しました。施策として実施し

たメンタルヘルスチェックでは、早期相談の啓発ができた他、ゲ
ートキーパー研修の開催により市民に関わる多くの人がゲートキ
ーパーの役割を理解できました。
なお、アクティブ＋１０事業とともに健康ポイント事業は対象

者を市内在住者および市内在勤者とし、職場および団体組織ぐる
みで取り組めるようにしました。しかし、記録的な猛暑の期間が
長かったこともあり、応募者は減少しました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

健康山県２１推進委員会 2回開催 2回開催 0回
元気はつらつ応援団 6回開催 5回開催 1回
健やかの会 6回開催 6回開催 0回

延184人 延171人 13人
いのち支える自殺対策推進委員会 3回 0回 3回
ゲートキーパー研修受講者数 159人 0人 159人
こころの体温計アクセス数 8,543件 10,148件 △1,605件
アクティブ＋１０事業 応募者 90人 応募者 135人 △45人
清流の国ぎふ健康ポイント事業 応募者 39人 0人 39人
スマートダイエット事業 実施なし 9回開催 △9回

参加者 23人 △23人

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健衛生総務費 ○健康づくり推進事業 （つづき）
【健康介護課】

健やかの会による市民体験講座 アクティブ＋１０チラシ

○食教育推進事業 （予算現額 142千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 113 113
平成２９年度 150 150
増 減 額 △37 △37

【事業概要】第２次食育推進計画の実行の中核機関となる市食育推進会議を
年２回開催しました。計画に基づき、関係機関・団体と連携し食
育推進に務めました。

【事業成果】推進会議を通して、食育推進を担う関係機関・団体との情報共
有や連携を図り、年代ごとの食育活動ができました。

（関係団体の活動）

健康介護フェスタ 食生活改善連絡協議会展示

○栄養改善事業 （予算現額 105千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 102 41 61
平成２９年度 82 20 62
増 減 額 20 21 △1
※その他：菜食健美(栄養)料理教室参加者負担金(材料代）、岐阜女子大コラボ事業参

加費者負担金

【事業概要】生活習慣病予防のための健康と栄養の基本を学ぶ菜食健美教室
と岐阜女子大学とのコラボ事業「今から始める適塩教室」を開催
しました。

【事業成果】菜食健美(栄養)教室は、７人の方が修了され、地域の健康づく
りや食生活改善の担い手として活躍する食生活改善推進員(ヘル
スメイト)に６人が登録されました。「今から始める適塩教室」で
は、塩分の摂り方について学び、減塩への意識が高まりました。

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健衛生総務費 ○栄養改善事業 （つづき）
【健康介護課】

＜事業実績＞

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
回数 受講者数 延べ人数 回数 受講者数 延べ人数 回数 受講者数 延べ人数

菜食健美(栄養)教室 8回 8人 55人 8回 10人 78人 0回 △2人 △23人
今から始める適塩教室 3回 32人 40人 0回 0人 0人 3回 32人 40人

菜食健美(栄養）メニュー 今から始める適塩教室岐阜女子大学学生

保健衛生総務費 ○歯科保健事業 （予算現額 1,993千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,567 23 1,544
平成２９年度 1,739 26 1,713
増 減 額 △172 △3 △169
※その他：はみがきけんしん受診者負担金

【事業概要】う歯（虫歯）予防を目的としたフッ化物事業と幅広いライフス
テージにおける歯周病予防を中心とした健康教育を実施しまし
た。

【事業成果】永久歯のう歯本数は、「平成３０年度岐阜県郡市別１２歳児一
人平均ＤＭＦ歯数」が「０．１２」であり、岐阜県下においてう
歯の少ない市となっています。
歯周病と全身疾患の繋がりや唾液の重要性及び定期歯科健診の
必要性等を周知し、「口腔は健康の源」であることの意識を高め
ることができました。

※ＤＭＦ歯数：処置歯、未処置歯、虫歯による抜歯の合計数

＜事業実績＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

実施回数 参加者数 実施回数 参加者数 実施回数 参加者数
はみがきけんしん 12回 225人 12回 255人 0回 △30人
はみがき教室 8回 505人 10回 575人 △2回 △70人
ブラッシング指導 87回 1,907人 90回 1,993人 △3回 △86人
妊婦歯科健康診査 12回 40人 12回 25人 0回 15人
成人歯科健康教育 5回 54人 10回 228人 △5回 △174人

平成３０年度 平成２９年度 増 減
区 分 実施人数 実施率 実施人数 実施率 実施人数 実施率

（ﾎﾟｲﾝﾄ）
フッ化物洗口 2,384人 99.5％ 2,439人 99.5％ △55人 0

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

保健衛生総務費 ○歯科保健事業 （つづき）
【子育て支援課】

はみがきけんしんの様子

予防費 ○予防接種事業（高齢者） （予算現額 20,840千円）
【健康介護課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 20,215 3,800 16,415
平成２９年度 20,736 0 20,736
増 減 額 △521 3,800 △4,321

【事業概要】予防接種法に基づき、６５歳以上高齢者等を対象にインフルエ
ンザ・高齢者肺炎球菌の個別接種を実施しました。

【事業成果】感染症の予防ができました。

＜定期接種事業接種者実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

高齢者肺炎球菌ワクチン ８９４人 ９７０人 △７６人
高齢者インフルエンザ ４，７１２人 ４，６７８人 ３４人

予防費 ○予防接種事業（乳幼児・学童・成人） （予算現額 40,971千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 37,100 3,500 33,600
平成２９年度 36,804 0 36,804
増 減 額 296 3,500 △3,204

【事業概要】予防接種法に基づき、乳幼児・学童を対象に個別接種を実施し
ました。
任意接種については、妊娠を希望する女性や妊婦の夫、３０歳

から６０歳の男性に対して風しん予防接種を実施しました。
また、季節性インフルエンザの重症化予防のために妊婦と乳幼

児・学童に対しインフルエンザの予防接種の補助を行いました。
【事業成果】感染症の予防ができました。

次頁につづく



- 100 -

【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

予防費 ○予防接種事業（乳幼児・学童・成人） （つづき）
【子育て支援課】

＜定期接種事業接種者等実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

ＢＣＧ １２４人 １３１人 △７人
四種混合 ５３５人 ５４５人 △１０人
二種混合 ２０９人 １８３人 ２６人
麻しん風しん混合 ３０５人 ３２１人 △１６人
日本脳炎 ７８９人 ８３５人 △４６人
子宮頸がん予防ワクチン ０人 ０人 ０人
ヒブワクチン ５２５人 ５２３人 ２人
小児用肺炎球菌ワクチン ５２６人 ５２１人 ５人
水痘 ２７８人 ２８０人 △２人
Ｂ型肝炎 ３９３人 ３７３人 ２０人

＜任意接種事業接種者数実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

風しん（麻しん風しん含む。） ５４人 １６人 ３８人
妊婦インフルエンザ １９人 １６人 ３人
子どもインフルエンザ ２，１６０人 ２，１６２人 △２人

【不用額】 ３，８７１千円
◇主な理由：出生数が増加せず、それに伴い乳児期の接種人数が伸びず

不用額が生じました。

母子保健費 〇養育医療給付事業 （予算現額 1,374千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,371 534 267 303 267
平成２９年度 187 85 43 17 42
増 減 額 1,184 449 224 286 225
※その他：未熟児養育医療給付費自己負担金

※国、県支出金については、過年度清算分を含みません。

【事業概要】身体の発育が未熟な状態で出生した乳児で、指定医療機関にお
いて入院治療を受けた場合、その治療に要する医療費の支援を行
いました。

【事業成果】対象となる乳児は４人で、入院治療に係る医療費の給付により、
乳児の発達や疾病に対する適切な治療を受けるための支援を速や
かに行うことができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

給付実人数 ４人 １人 ３人
給付延件数 １２件 ２件 １０件
給付延日数 ２６０日 ２３日 ２３７日
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

母子保健費 ○妊婦一般健康診査事業 （予算現額 16,178千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 14,488 14,488
平成２９年度 15,000 15,000
増 減 額 △512 △512

【事業概要】妊娠期の適切な健康管理を行うため、妊婦一人当たり１４回分
の健診費用を助成し、県内の医療機関に委託して健康診査を実施
しました。里帰り等の県外受診や助産院での受診は、償還払いで
対応しました。

【事業成果】妊娠中に起こる異常の早期発見、早期対応につながり、安全な
妊娠・出産の支援を行うことができました。また、健診に係る費
用を助成することにより、受診者の経済的負担を軽減することが
できました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

受診券発行枚数 １，７９３枚 １，７３１枚 ６２枚
受診者延べ件数 １，５２４件 １，５７２件 △４８件

【不用額】 １，６９０千円
◇主な理由：予定日前に出産となり受診券１４枚全てを使用しない人が多

かったため、不用額が生じました。

○乳幼児健康診査事業 （予算現額 2,176千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,092 2,092
平成２９年度 2,016 2,016
増 減 額 76 76

【事業概要】３・４か月児、１０・１１か月児、１歳６か月児、３歳児を対
象に、心身の成長発達の確認や医師・歯科医師の診察を実施し、
健全な発育、発達を促すための健康診査を行いました。

【事業成果】疾病の有無や心身の成長発達を確認し、異常の早期発見、関
係機関につなげる等の必要な支援を行うとともに、今後成長し
ていくつれて予想される社会性の弱さなど乳幼児の特性につい
て、保護者と一緒に考える機会とすることができました。また、
育児方法に不安を持つ保護者へ適切な時期に育児アドバイスを
行い、不安解消の手助けができました。

＜事業実績＞

対象者数 受診者数 受診率 要観察 要精密検査
受診率

区 分 増 減
平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 （㌽）

３・４か月児 128人 140人 127人 138人 99.2％ 98.6％ 35人 17人 3人 2人 0.6
１０･１１か月児 133人 150人 133人 146人 100％ 97.3％ 32人 25人 9人 2人 2.7
１歳６か月児 149人 166人 148人 163人 99.3％ 98.2％ 68人 64人 11人 3人 1.1

３歳児 160人 182人 161人 180人 100.6％ 98.9％ 76人 92人 14人 7人 1.7
※3歳児健診の受診率は前年度未受診者を含む。

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

母子保健費 ○乳幼児健康診査事業 （つづき）
【子育て支援課】

３歳児健診の様子

○乳幼児相談事業等 （予算現額 908千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 581 581
平成２９年度 593 593
増 減 額 △12 △12

【事業概要】母子保健法に基づき、０歳から就学前までの乳幼児を持つ保護
者を対象に、家庭訪問や各種相談事業等を通して、子育てに関す
るアドバイスや情報提供を行いました。

【事業成果】相談・教室を実施することにより、保護者の不安の軽減等、地
域の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ることができ
ました。木育教室では、保護者や子どもが木と触れ合うことを通
して、木に関心を持つ機会を設けることができました。

＜事業実績＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

回数 実施･参加者数 回数 実施･参加者数 回数 実施･参加者数

乳幼児家庭訪問
実 168人 実 166人 実 2人
延 194人 延 200人 延 △6人

乳幼児相談 12回 延 122人 12回 延 134人 0回 △12人
６・７か月健康教室 6回 103人 6回 104人 0回 △1人
発達支援教室 22回 延 135人 22回 延 184人 0回 △49人
木育教室 12回 実 52人 12回 実 69人 0回 △17人

延 114人 延 131人 △17人
発達支援相談 24回 延 51人 20回 延 41人 4回 10人
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

母子保健費 ○新生児聴覚検査費助成事業 （予算現額 500千円）
【子育て支援課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 473 473
平成２９年度 359 359
増 減 額 114 114

【事業概要】新生児の聴覚障害を早期に発見し、早期に適切な療育や援助を
受けることができるための検査費を助成しました。今年度は新生
児の８３．６％がこの制度を利用し、１名が要再検査でした。

【事業成果】新生児の保護者に対し、新生児聴覚検査費用に係る経費を助成
する子育て支援ができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

出生数(対象数） １２８人 １４０人 △１２人
利用者数 １０７人 ９７人 １０人
利用率 ８３．６％ ６９．３％ １４．３㌽
※平成２９年度より対象数は3.4か月児健診対象数とする。

〇不妊治療費助成事業 （予算現額 3,506千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,042 168 1,874
平成２９年度 4,245 106 4,139
増 減 額 △2,203 62 △2,265

【事業概要】不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図り、子どもを生み育て
やすい環境づくりを推進するため、特定不妊治療（体外受精又は
顕微授精）、男性不妊治療、一般不妊治療、不妊検査などの実施
に対する助成を行いました。

【事業成果】特定不妊治療に係る助成を行うことにより、出産希望者の治療
費の経済的負担を軽減することができました。治療方法の進歩等
により、一人あたりの平均助成額は増加しています。

＜事業実績＞

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
助成人員 平均助成額 助成人員 平均助成額 助成人員 平均助成額

特定不妊治療 ６人 245,779円 １７人 228,322円 △11人 17,457円
男性不妊治療 ０人 0円 ０人 0円
一般不妊治療 ９人 51,848円 ６人 46,375円 ３人 5,473円
不妊検査 ６人 16,797円 ４人 21,203円 ２人 △4,406円

【不用額】 １，４６４千円
◇主な理由：当初の見込みより、特定不妊治療の申請が少なかったため、

不用額が生じました。
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

健康増進事業費 ○健康診査・各種がん検診事業 （予算現額 33,156千円）
【健康介護課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 31,833 55 1,219 4,300 3,000 23,259
平成２９年度 31,449 58 1,166 7,000 500 22,725
増 減 額 384 △3 53 △2,700 2,500 534
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】健康増進法に基づき、生活習慣病予防のための健康診査や健康
相談を行い、健康に関する意識の高揚を図りました。また、がん
の早期発見、早期治療のための各種がん検診を実施しました。

【事業成果】各種がん検診において、４９７人(推奨年齢受診者数では４７
７人)の精密検査が必要な方を発見し、がんの早期発見、早期治
療に結びつけることができました。
若い世代等の受診申し込みを目的に導入したＷｅｂ予約サービ

スでは、７８人の方から１４９件の検診申し込みがありました。
＜事業実績＞

平成３０年度
区分 対象者 受診者 ２年連続 精密検査者数 精密検査率 推奨年齢受診率

(推奨年齢受診者) 受診者数 (推奨年齢精検者） (推奨年齢精検率)
基本健康診査 5,596人 103人 1.8%
胃 胃部Ｘ線検査 18,126人 340人 39人 11.5%
が (340人) 871人 (39人) (11.5%) 11.8%
ん 内視鏡検査 14,553人 1,244人 (834人) 32人 2.6%

(1,156人) (31人) (2.7%)
大腸がん検診 18,126人 2,544人 238人 9.4% 13.6%

(2,460人) (231人) (9.4%)
肺がん検診 18,126人 1,471人 97人 6.6% 7.8%

(1,405人) (96人) (6.8%)
喀痰検査 10人 0人 －

子宮頸がん検診 12,039人 1,013人 538人 6人 0.6% 12.5%
(1,012人) (538人) (6人) (0.6%)

乳がん検診 9,547人 1,180人 649人 85人 7.2% 15.4%
(1,045人) (605人) (74人) (7.1%)

＜事業実績＞
平成２９年度

区分 対象者 受診者 ２年連続 精密検査者数 精密検査率 推奨年齢受診率
（推奨年齢受診者） 受診者数 (推奨年齢精検者） (推奨年齢精検率)

基本健康診査 5,718人 122人 2.1%
胃 胃部Ｘ線検査 18,138人 431人 37人 8.6%
が (383人) 424人 (33人) (8.6%) 10.0%
ん 内視鏡検査 14,564人 1,205人 86人 7.1%

(1,091人) (76人) (7.0%)
大腸がん検診 18,138人 2,614人 222人 8.5% 13.9%

(2,522人) (215人) (8.5%)
肺がん検診 18,138人 1,580人 110人 7.0% 8.2%

(1,490人) (109人) (7.3%)
喀痰検査 21人 0人 －

子宮頸がん検診 12,097人 1,032人 566人 3人 0.3% 13.2%
(1,032人) (3人) (0.3%)

乳がん検診 9,571人 1,164人 610人 71人 6.1% 15.4%
(1,030人) (57人) (5.5%)

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

健康増進事業費 ○健康診査・各種がん検診事業 （つづき）
【健康介護課】

※ 推奨年齢とは国の指針で定める検診対象年齢とする。
胃内視鏡検査…５０歳以上
胃部Ｘ線検査・大腸がん検診・肺がん検診・乳がん検診…４０歳以上
子宮頸がん検診…２０歳以上

※ 乳がん検診・子宮頸がん検診・胃がん検診は国の推奨は２年に１回の
ため、率の計算に加味。

＜がん検診無料クーポン利用実績＞

がん検診 平成３０年度 平成２９年度 受診率
対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 増 減

子宮頸がん検診 20歳 148人 8人 5.4％ 151人 4人 2.6％ 2.8㌽
乳がん検診 40歳 147人 48人 32.7％ 152人 34人 22.4％ 10.3㌽
肝炎検査
39･44･49･54･59･64･69歳 2,241人 101人 4.5％ 2,213人 91人 4.1％ 0.4㌽

【不用額】 １，３２３千円
◇主な理由：受診者が見込人数を下回ったため、不用額が生じました。

地域保健費 〇休日・夜間診療事業 （予算現額 2,379千円）
【健康介護課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,379 509 1,870
平成２９年度 2,340 503 1,837
増 減 額 39 6 33
※その他：関市休日診療事業負担金

【事業概要】市内と関市の一部（板取・洞戸・武芸川）の住民に対して、市
内及び近郊の医療機関において、山県医師会及び委嘱医による休
日・夜間在宅当番医制の運営委託を行いました。

【事業成果】制度利用者に対して、休日・夜間における救急医療体制の確保
を図ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増減数

参加医療機関 １９機関 １９機関 ０機関
実 施 日 ６８日 ６８日 ０日
受 診 者 ２，３６４人 ２，３９２人 △２８人

〇地域医療確保事業費補助事業 （予算現額 10,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 10,000 6,670 3,330
平成２９年度 10,000 6,670 3,330
増 減 額 0 0 0

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

地域保健費 〇地域医療確保事業費補助事業 （つづき）
【健康介護課】

【事業概要】市内の基幹病院である岐北厚生病院が実施した、医師確保を目
的とした岐阜大学と岐阜県厚生連の連携による寄附講座（地域腫
瘍学講座、循環呼吸先端医学講座、低侵襲・がん集学的治療学講
座、先端画像開発講座、周術期女性医師活躍支援講座）に対し助
成を行いました。

【事業成果】消化器内科、循環器内科、麻酔科、放射線科の医師の確保を図
ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

医師人員換算数 ５．４人 ４．２人 １．２人
寄附講座数 ５講座 ５講座 ０講座
購入機器 ０機 ０機 ０機

※医師の常勤４人以外は非常勤のため、人員換算数で標記します。

〇救急病院運営費補助事業 （予算現額 58,355千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 58,355 58,355
平成２９年度 58,355 58,355
増 減 額 0 0

【事業概要】市内の救急医療体制を確保するため、岐北厚生病院に対し救急
医療に要する経費の一部を助成しました。

【事業成果】市内の救急医療体制の確保を図ることができました。
救急搬送者は増加していますが、市内の利用者は全体の４９．８
％となっています。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

救急搬送患者 １，３３２人 １，２０８人 １２４人
入院 ６００人 ５２６人 ７４人
外来 ７３２人 ６８２人 ５０人

＜(再掲)市内利用者＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

救急搬送患者 ６６４人 ５６０人 １０４人
入院 ２７３人 ２４２人 ３１人
外来 ３９１人 ３１８人 ７３人

環境衛生費 ○環境保全監視員委嘱事業 （予算現額 476千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 476 476 0
平成２９年度 476 476 0
増 減 額 0 0 0
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】環境保全施策の円滑な推進を図るため、環境保全監視員を１４
人委嘱し、情報収集及び対応策の検討を行いました。

【事業成果】会議により情報を共有し、対応策の検討を行うことにより環境
保全施策の円滑な推進に役立ちました。
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

環境衛生費 ○河川水質検査事業 （予算現額 411千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 400 400 0
平成２９年度 400 144 256
増 減 額 0 256 △256
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】市内河川等の水質汚濁の状況を把握するため、水質検査を行い
ました。

【事業成果】河川等水質の状況を確認することができ、水質汚濁の防止に資
するとともに生活環境の保全を図ることができました。

＜調査箇所数等＞
内 容 平成３０年度 平成２９年度 備 考
水質検査 ２８箇所 ２８箇所 高富17、伊自良5、美山6 各年1回

○犬猫等収集処理委託事業 （予算現額 1,811千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,325 1,116 209
平成２９年度 1,543 758 785
増 減 額 △218 358 △576
※その他：犬登録等手数料

【事業概要】道路での事故等による犬猫等動物の死がいの即時回収処理を行
いました。

【事業成果】道路の安全通行の確保と公衆衛生の保持を図ることができまし
た。

＜死がい回収実績＞
種 類 平成３０年度 平成２９年度 増 減

猫、タヌキ、イタチ等 １６７頭 １７５頭 △８頭

○花の都ぎふ推進協議会負担金 （予算現額 2,120千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,732 1,500 232
平成２９年度 1,772 500 1,272
増 減 額 △40 1,000 △1,040
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】市民参加型の「市花の都ぎふ推進協議会」へ負担金を支出し、
活動を支援しました。

【事業成果】花かざりをすることにより「住みよいふるさと山県市づくり」
ができました。

次頁につづく
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【款 衛生費 項 保健衛生費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

環境衛生費 ○花の都ぎふ推進協議会負担金 （つづき）
【市民環境課】

＜花かざり推進団体数＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

自治会 １１団体 １４団体 △３団体
老人ｸﾗﾌﾞ １２団体 １２団体 ０団体
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 １６団体 １６団体 ０団体

○まち美化パ－トナ－事業 （予算現額 122千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 114 114
平成２９年度 100 100
増 減 額 14 14

【事業概要】パートナーに登録された個人又は団体に対しゴミ袋、軍手、燃
料など必要な物品を支給しました。

【事業成果】市民とのパ－トナーシップによる協働のまち美化活動の推進を
図ることができました。

＜まち美化パ－トナ－登録団体数＞
平成３０年度 ２０団体
平成２９年度 ２１団体
増 減 数 △１団体

公害対策費 ○自動車騒音常時監視委託事業 （予算現額 810千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 648 648
平成２９年度 691 691
増 減 額 △43 △43

【事業概要】騒音規制法第１８条の規定に基づき、市内主要幹線道路のうち
対象路線の自動車騒音の常時監視（面的評価）を行いました。

【事業成果】対象路線の自動車騒音の状況が把握でき、その結果対象路線に
面する地域のいずれの住居等においても環境基準を達成していま
した。

・面的評価実施区間（５か年実施計画の２年目）
路線名：関本巣線

起点：山県市高富（岐阜市境）
終点：一般国道２５６号（井戸尻交差点）
区間延長：２．５ｋｍ
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【款 衛生費 項 清掃費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
衛生費 清掃費 ７６９，７７４ ７５５，５９４

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

塵芥処理費 ○ごみ処理事業 （予算現額 150,730千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 148,140 0 81,069 67,071
平成２９年度 149,532 1,000 76,091 72,441
増 減 額 △1,392 △1,000 4,978 △5,370
※その他：清掃手数料、リサイクル料

【事業概要】市内から排出されるごみを分別収集し、適切に処理を行いまし
た。また、ごみの減量化を図るため、資源回収実施団体や生ごみ
処理機等の購入者に補助金を交付しました。さらに、地域環境を
保全するため、環境パトロールを実施しました。

【事業成果】循環型社会の実現に向け、ごみの排出抑制やリサイクルの促進
及び適正な処理を行うことができました。また、環境パトロール
の実施により、ポイ捨てごみや不法投棄物の回収を行い、市内の
環境保全に役立ちました。

＜事業実績＞

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

１ ごみ収集運搬委託料 ８０，５６５千円 ８１，４１９千円 △８５４千円

可燃ごみ ３，９４２㌧ ４，００８㌧ △６６㌧

不燃ごみ ６５㌧ ５８㌧ ７㌧

粗大ごみ ６２㌧ ５２㌧ １０㌧

計 ４，０６９㌧ ４，１１８㌧ △４９㌧

２ 分別収集委託料 ５５，３０３千円 ５５，４８８千円 △１８５千円

びん １４２㌧ １５５㌧ △１３㌧

アルミ缶 １６㌧ １６㌧ ０㌧

スチール缶 ２３㌧ ２３㌧ ０㌧

ペットボトル ５３㌧ ４７㌧ ６㌧

白色トレイ ２㌧ ２㌧ ０㌧

計 ２３６㌧ ２４３㌧ △７㌧

次頁につづく
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【款 衛生費 項 清掃費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

塵芥処理費 ○ごみ処理事業 （つづき）
【市民環境課】

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

３ ごみ袋等販売手数料 ４，０８４千円 ３，８１８千円 ２６６千円

可燃ごみ袋 ８１６，４００枚 ７７６，１００枚 ４０，３００枚

粗大ごみ処理券 ３１，５１５枚 ２６，７７５枚 ４，７４０枚

不燃ごみ袋 １６，２４０枚 １４，２６５枚 １，９７５枚

事業系ごみ袋 ８１，３００枚 ６６，６００枚 １４，７００枚

計 ９４５，４５５枚 ８８３，７４０枚 ６１，７１５枚

４ 有害ごみ運搬処理委託料 ９５３千円 １，３１５千円 △３６２千円

処 蛍光灯 ３，０５６kg ４，２７９kg △１，２２３kg

理
量 乾電池 ４，１６０kg ５，６８０kg △１，５２０kg

５ 環境パトロール委託料 ２，１８１千円 ２，０９６千円 ８５千円

ごみ回収量 ９，４３０㎏ １０，１７０㎏ △７４０kg

パトロール実施回数 ８０回 ８０回 ０回

６ クリーン作戦収集委託料 ３１３千円 ３２４千円 △１１千円

回収量 ７，７４８㎏ ７，３３０㎏ ４１８㎏

クリ－ン作戦回数 ２７２回 ２５４回 １８回

７ ごみ不法投棄処理委託料 ２８８千円 ３４８千円 △６０千円

不適物処理委託回数 １２回 １２回 ０回

８ 資源回収事業補助金 １，９７１千円 ２，２２６千円 △２５５千円

回収量 ３９４㌧ ４４５㌧ △５１㌧

実施団体数 １４団体 １４団体 ０団体

延べ実施回数 ３３回 ３４回 △１回

９ 生ごみ処理機購入補助金 ８５千円 ９５千円 △１０千円

基数 ９基 １０基 △１基

10 分別収集自治会補助金 ２，３９７千円 ２，４０３千円 △６千円

均等割（8,000円） １５３自治会 １５３自治会 ０自治会

世帯数割（150円） ７，８２２世帯 ７，８６２世帯 △４０世帯

【不用額】 ２，５９０千円
◇主な理由：家庭から出る「可燃ごみ」と「資源回収事業」の回収量が当

初見込みより少なかったことにより、不用額が生じました。



- 111 -

【款 衛生費 項 清掃費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

塵芥処理費 ○クリーンセンター管理事業 （予算現額 453,729千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 452,010 24,529 427,481
平成２９年度 461,524 24,885 436,639
増 減 額 △9,514 △356 △9,158
※その他：ごみ処理受託事業収入（下水道汚泥、し尿汚泥）

【事業概要】クリーンセンターのエネルギー回収推進施設及びマテリアルリ
サイクル推進施設と最終処分場の包括的な運営管理を業者に委託
しました。（平成２２年～平成３６年度）

【事業成果】クリーンセンター運営管理の日常・定期モニタリングを行い、
本事業を適正に行っていることを確認し、適切な支払い業務がで
きました。また、ごみ資源を種類ごとに分別し、リサイクルの推
進を図ることができました。

・運営管理委託料 ４４８，１８７千円
・廃棄物処理プラント保険料他 ３，８２３千円

【不用額】 １，７１９千円
◇主な理由：ごみの実績搬入量が計画搬入量よりやや少なかったため、運

営管理委託料が減少し不用額が生じました。

し尿処理費 ○し尿処理事業 （予算現額 152,575千円）
【市民環境課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 145,006 3,500 3,477 138,029
平成２９年度 146,898 3,680 4,754 138,464
増 減 額 △1,892 △180 △1,277 △435

【事業概要】合併浄化槽設置者に対し、補助金を交付しました。また、し尿
処理及び火葬場運営を行う一部事務組合である岐北衛生施設利用
組合に負担金を支出しました。

【事業成果】生活雑排水による河川の水質汚濁の進行を防止し、生活環境の
保全を図ることができました。また、岐北衛生施設利用組合が行
う事業全般について、適正な運営ができました。

＜合併浄化槽設置補助金＞ １０，４３１千円
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

合併浄化槽設置基数 １４基 ２７基 △１３基
その他の地域 ２基 ２基 ０基
豪雪指定地域 １２基 ２５基 △１３基

・岐北衛生施設利用組合負担金（し尿処理） １１４，６７７千円
・岐北衛生施設利用組合負担金（火葬場運営） １９，８７２千円
・県浄化槽推進市町村協議会負担金等 ２６千円

【不用額】 ７，５６９千円
◇主な理由：合併浄化槽設置基数が当初見込みより少なかったため、合併

浄化槽設置補助金に不用額が生じました。
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【款 農林水産業費 項 農業費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
農林水産業費 ６６２，７５２ ６４４，３５５

農業費 ５９１，４２７ ５７７，５０９

主な内訳

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業委員会費 ○農業委員会会議の開催状況及びその処理状況 （予算現額 5,654千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 5,491 3,287 152 2,052
平成２９年度 5,598 2,454 194 2,950
増 減 額 △107 833 △42 △898
※その他：農業年金事務委託金

【事業概要】担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解
消に向けて農地パトロールなど活動を行いました。また、農地の
権利移転・転用等に係る審査を実施しました。

【事業成果】担い手への農地の集約を推進しました。また、遊休農地の発生
防止に向けて農地パトロールを実施しました。
・農業委員 １４名（うち女性３名）
・農地利用最適化推進委員 １２名（うち女性２名）
・定例総会開催（毎月１回）年１２回

＜農地法第３条処理状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

総 数 ４２件 ３１件 １１件
許 可 ４２件 ３１件 １１件
うち知事 ０件 ０件 ０件
不 許 可 ０件 ０件 ０件

＜農地法第４条処理状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

総 数 １３件 ５件 ８件
許可・受理 １３件 ５件 ８件

不許可・不受理 ０件 ０件 ０件

＜農地法第５条処理状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

総 数 １１６件 ６６件 ５０件
許可・受理 １１６件 ６６件 ５０件

不許可・不受理 ０件 ０件 ０件

＜事業計画変更処理状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

総 数 ５件 ６件 △１件
許可・受理 ５件 ６件 △１件

不許可・不受理 ０件 ０件 ０件

＜遊休農地の状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

筆 数 １００筆 １１２筆 △１２筆
面 積 ８．６ha １０．０ha △１．４ha

＜担い手等への農地利用集積の状況＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

集積面積 ２２６ha ２１５ha １１ha
集 積 率 ２０．０％ １８．９％ １．１％
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○地産地消推進の店「ぎふ～ど」認定事業負担金 （予算現額 45千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 19 19
平成２９年度 29 29
増 減 額 △10 △10

【事業概要】地元で生産された農畜産物を積極的に取扱う飲食店や販売店、
食品加工所などを地産地消推進の店「ぎふ～ど」として認定する
岐阜市で展開されている事業に賛同し、広域で取り組みました。

【事業成果】おんさい朝市たかとみグリーンとビストロサングリエ久助の２
店舗を認定しました。

○鳥獣被害防止柵設置助成事業 （予算現額 1,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 886 886
平成２９年度 345 345
増 減 額 541 541

【事業概要】有害鳥獣から農作物等の被害を防止するため、農家が自ら農地
に新しく設置した防止柵の経費の一部を山県まちづくり振興券で
助成しました。

【事業成果】本年度申請のあった防止柵延長は４，０３５ｍで、有害鳥獣か
らの被害防止につなげることができました。

＜事業実績＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額
電 気 柵 件 千円 件 千円 件 千円

(複合柵を含む) １２ ７５９ ８ ３２９ ４ ４３０
トタン柵 ０ ０ ０ ０ ０ ０
ネット柵 ３ ４０ ２ ８ １ ３２
金網等柵 ５ ８７ １ ８ ４ ７９
そ の 他 ０ ０ ０ ０ ０ ０
合 計 ２０ ８８６ １１ ３４５ ９ ５４１

＜関連事業実績＞
市鳥獣被害防止対策協議会による防止柵資材支給状況
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

地区数 金 額 地区数 金 額 地区数 金 額
千円 千円 千円

複 合 柵 ０ ０ １ ９２８ △１ △９２８

【事業概要】鳥獣侵入防止柵を地域住民参加型の自力施工により設置する自
治会等（３戸以上の農家）に対して、市鳥獣被害防止対策協議会
が防止柵の資材を提供します。（国庫補助事業）

【事業成果】自力施工により設置する団体の申請がありませんでした。
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○農業用資機材等整備支援事業補助金 （予算現額 845千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 456 456
平成２９年度 755 755
増 減 額 △299 △299

【事業概要】市内産野菜等の安定生産及び品質の向上を図り、市内の直売所
等での販売を促進するとともに地域農業の維持と保全を推進する
ため、農業用資機材等の整備に対して補助金を交付しました。

【事業成果】当事業実施により直売所等への販売促進及び生産者の整備負担
の軽減を図ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象者件数 ５件 ９件 △４件

○担い手確保経営強化支援事業補助金 （予算現額 10,000千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 8,223 8,223
平成２９年度 8,845 8,845
増 減 額 △622 △622

【事業概要】担い手農家の確保、荒廃農地の発生防止及び遊休農地の増加防
止を図るため、市内で農作業を行う農家等に対して、儲かる農業
を目指した産地構造への転換を図るための取組に必要となる機
械、施設等の導入に対して補助金を交付しました。

【事業成果】担い手農家、５農家に対して導入経費及び整備負担の軽減を図
ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象者件数 ５件 ５件 ０件

コンバイン導入

次頁につづく
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○担い手確保経営強化支援事業補助金 （つづき）
【農林畜産課】

乗用管理機等導入

Ｖ溝直播機等導入

育苗ハウス導入

色彩選別機等導入

【不用額】 １，７７７千円
◇主な理由：事業申請が当初見込みより少なかったため、不用額が生じま

した。
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○経営所得安定対策事務費補助金 （予算現額 3,878千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 3,762 3,762 0
平成２９年度 1,176 1,176 0
増 減 額 2,586 2,586 0

【事業概要】需要に応じた米の作付けや認定農業者等への経営所得安定対策
及び水田活用の直接支払交付金事務の実施のため、山県市地域農
業再生協議会へ事務費を補助しました。

【事業成果】平成３０年産米の計画的な作付けが実施できました。

水田活用現地確認の様子

○学校給食地産地消推進事業 （予算現額 856千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 775 210 565
平成２９年度 811 205 606
増 減 額 △36 5 △41

【事業概要】各小中学校の学校給食で用いられた、県内産・市内産農産物、
ぎふクリーン農業農産物の使用量に応じて助成を行いました。

また、市内産ぎふクリーン米を学校給食へ導入し、その使用量
に応じて助成を行いました。

【事業成果】学校給食に市内産等の農産物使用を促進することで、より身近
な地域段階から地産地消の食農教育の推進に寄与しました。

＜実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象児童生徒数 １，９３５人 ２，００３人 △６８人
県内農産物使用量 ４３，３４２kg ４２，５８０kg ７６２kg
市内産ぎふ
クリーン米使用量 ２３，７００kg ２６，７００kg △３，０００kg
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○農業次世代人材投資事業補助金 （予算現額 1,500千円）
【農林畜産課】 （旧青年就農給付金）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 1,500 1,500 0
平成２９年度 1,500 1,500 0
増 減 額 0 0 0

【事業概要】市内において新たに農業経営を営もうとする青年に対して、就
農後の定着を図り安定的な農業経営を促進するため、青年等就農
計画を認定した人に給付金を支援（最長５年間）しました。

【事業成果】平成２６年度から１名の若者が親元就農し、施設園芸作物のイ
チゴ及びアスパラガスの栽培・出荷等、経営できました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

就農計画認定
農業者数 １人 １人 ０人

就農状況確認（８月）

就農状況確認（２月）
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○農業経営基盤強化資金利子補給 （予算現額 328千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 326 163 163
平成２９年度 409 205 204
増 減 額 △83 △42 △41

【事業概要】認定農業者が借り入れた農業企業化のための設備資金に対して
借入金利子の負担を軽減するため利子補給を行いました。

【事業成果】農業者の設備投資により、作業の効率化や周辺環境の保全を図
ることができました。

＜利子補給の実績＞

利子補給利率
平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象者 利子補給額 対象者 利子補給額 対象者 利子補給額
０．２５％～
０．２６５ 1名 19千円 1名 24千円 0名 △5千円
０．１６％ 1名 50千円 1名 79千円 0名 △29千円
０．１２５～
０．１３５％ 1名 257千円 1名 306千円 0名 △49千円

合 計 3名 326千円 3名 409千円 0名 △83千円

○元気な農業産地構造改革支援事業補助金 （予算現額 1,851千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,851 1,851 0
平成２９年度 2,464 2,464 0
増 減 額 △613 △613 0

【事業概要】農業就業者の高齢化に伴う担い手不足や、販売価格低迷による
農業所得の減少、農業資材等の高騰による生産コストの増加等に
よる県内産地の衰退に対して、産地の基盤強化や市場ニーズを見
据えた流通・販売、担い手育成の強化等に向けた取り組みを支援
し、儲かる農業の実現に向けた産地構造への転換に必要となる機
械施設等の導入経費に対して補助金を交付しました。

【事業成果】作業効率の向上及び面積拡大等の取組みを強化するため、コン
バインを導入し生産基盤の強化を図ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象者件数 １件 ２件 △１件

導入したコンバイン
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○中山間地域等担い手育成支援事業補助金 （予算現額 7,347千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 7,347 7,347 0
平成２９年度 7,643 7,643 0
増 減 額 △296 △296 0

【事業概要】集落営農の設立時の初期投資軽減や経営安定と、農地集積を進
める地域の担い手の経営力強化に資する農業機械等の導入経費に
対して補助金を交付しました。

【事業成果】集落の法人営農開始２年以内の組織に対して、経営安定に必要
なコンバイン等の導入経費の負担軽減を図ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象者件数 ２件 ２件 ０件

導入したコンバイン

導入したコンバイン
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農業振興費 ○集落営農活動促進事業 （予算現額 1,008千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金

平成３０年度 992 992
平成２９年度 998 998
増 減 額 △6 △6

【事業概要】集落における営農の円滑な推進のため、農業者の基礎的集団で
ある農事改良組合の営農活動費を支出しました。また、改良組合
長への謝礼を支払いました。

【事業成果】地域での活動を通し、集落農業の健全な育成を図り、需要に応
じた米の作付けや経営所得安定対策事業等の円滑な推進を行うこ
とができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

対象組合数 １３９組合 １３９組合 ０組合

○中山間地域等直接支払交付金事業 （予算現額 5,845千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 5,794 3,926 1,868
平成２９年度 5,794 3,926 1,868
増 減 額 0 0 0

【事業概要】中山間地域（特定農山村法等に基づき指定された地域等）の耕
作放棄の防止や多面的機能の確保を図るとともに、洪水や土砂崩
壊を防止し、地域の経済活動や生活環境が改善されることを目的
に交付金を交付しました。

【事業成果】第４期対策には１１集落が参加し、集落協定に基づき、耕作放
棄地の予防や農地の保全管理を図ることができました。

＜事業実績＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

参加農家 ３７７戸 ３７７戸 ０戸
参加集落協定数 １１集落 １１集落 ０集落
交付対象面積 ９１ｈａ ９１ｈａ ０ｈａ
交付金額 ５，７９４千円 ５，７９４千円 ０千円
事務費 ５１千円 ３５千円 １６千円
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

畜産業費 ○畜産環境衛生事業補助金 （予算現額 2,000千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 1,859 1,859
平成２９年度 2,486 2,486
増 減 額 △627 △627

【事業概要】畜舎で発生する「ハエ」の駆除や臭気抑制に必要な薬剤購入費
に補助を行い、環境保全に対する指導に努めました。
（「ハエに関する」苦情件数 平成２９年度 ０件、平成３０年
度 ０件）

【事業成果】継続して実施してきた消毒作業や清掃が実施されており、計画
的な畜舎の衛生環境が保たれたことにより、「ハエ」に対する苦
情件数及び指導回数が減少しました。

＜補助金交付実績＞

区分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

戸数 事業費 補助金 戸数 事業費 補助金 戸数 事業費 補助金

酪肉 3戸 359千円 179千円 3戸 441千円 218千円 0戸 △82千円 △39千円

鶏 6戸 3,743千円 1,423千円 7戸 5,279千円 2,049千円 △1戸 △1,536千円 △626千円

養豚 1戸 514千円 257千円 1戸 442千円 219千円 0戸 72千円 38千円

合計 10戸 4,616千円 1,859千円 11戸 6,162千円 2,486千円 △1戸 △1,546千円 △627千円

○畜産防疫設備整備事業 （予算現額 1,465千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 1,465 1,465 0
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 1,465 1,465 0

【事業概要】家畜伝染性疾病の発生防止に万全を期するため、畜舎等
への入場の際に防除の徹底及び強化を図ることを目的に補
助金を交付しました。

【事業成果】動力噴霧器・高圧洗浄機を導入し、豚コレラや口蹄疫等
の家畜伝染性疾病の発生防止に努めました。

＜事業実績＞ （単位：千円）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

補 助 金 １，４６５ ０ １，４６５
自 己 資 金 １，６９９ ０ １，６９９
合 計 ３，１６４ ０ ３，１６４
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

畜産業費 ○豚舎ワイヤーメッシュ柵整備事業 （予算現額 1,738千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,738 1,738
平成２９年度 0 0
増 減 額 1,738 1,738

【事業概要】養豚場及びいのしし飼育場等への野生いのししの侵入による
豚コレラの発生防止を目的に、養豚農家等がその自主性を発揮し
ながら推進する取組を支援しました。

【事業成果】養豚場周辺に野生いのしし侵入防止柵（総延長２，６９５ｍ）
を設置し発生防止に努めました。

＜事業実績＞ （単位：千円）
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

市 補 助 金 １，７３８ ０ １，７３８
その他（県協会） ３，４７８ ０ ３，４７８

自 己 資 金 ２，２９７ ０ ２，２９７
合 計 ７，５１３ ０ ７，５１３

ワイヤーメッシュ柵設置状況

○美濃酪連乳業工場機能向上推進事業 （予算現額 1,050千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 1,050 1,050
平成２９年度 0 0
増 減 額 1,050 1,050

【事業概要】市内５件の酪農家の牛乳を美濃酪農農業協同組合連合会に供給
しており、それらの乳製品を加工する工場の建設費を負担しまし
た。

【事業成果】牛乳乳製品の更なる活用により、酪農家の収益増加につなげる
ことができました。
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農地費 ○県単かんがい排水事業 （予算現額 40,833千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）

特 定 財 源
区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源

支出金
平成３０年度 35,439 14,176 505 20,758
平成２９年度 16,431 7,188 893 8,350
増 減 額 19,008 6,988 △388 12,408
※その他：かんがい排水事業分担金

【事業概要】県単独補助事業により、次の排水路、用水管を整備しました。
【事業成果】農業用施設の整備を行うことにより、農作業の効率化を図るこ

とができました。

・西深瀬地区工事 プレハブ水路Ｈ１５００×Ｗ２５００ Ｌ＝１８９ｍ
・小倉地区工事 プレハブ水路Ｈ９００×Ｗ９００ Ｌ＝５４ｍ
・戸羽川西部地区工事 用水管ＶＰφ１００ Ｌ＝１８２ｍ

排水路整備状況

西深瀬地区工事

小倉地区工事

【不用額】 ５，３９４千円
◇主な理由：工事区間において、官民境界立会いができなかった箇所があ

り、工事が一部不施工となったため不用額が生じました。
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農地費 ○土地改良施設適正化事業 （予算現額 6,937千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 6,937 3,745 694 2,498
平成２９年度 5,343 3,278 534 1,531
増 減 額 1,594 467 160 967
※その他：適正化事業分担金

【事業概要】土地改良施設適正化事業により、揚水機場を整備しました。
【事業成果】小倉富山罰田揚水機場のポンプ及び電気設備の更新ができまし

た。

○維持管理適正化事業 （予算現額 5,075千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 5,015 5,015
平成２９年度 1,967 1,967
増 減 額 3,048 3,048

【事業概要】平成２７～３０年度実施及び令和元、２、４年度に農業施設維
持改修予定である事業費に対して、全国土地改良事業団体連合会
への事業拠出金（事業実施年度を含め５年間）を納めました。

【事業成果】
平成２７年度改修 （高富長尾地区） 平成３０年度拠出金 450千円
令和元年度改修予定（高富井戸尻地区）平成３０年度拠出金 750千円
令和２年度改修予定（富岡地区） 平成３０年度拠出金 660千円
令和４年度改修予定（青波地区） 平成３０年度拠出金 900千円
他５事業 平成３０年度拠出金 2,255千円
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農地費 〇農業用施設改修事業 （予算現額 17,789千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 17,718 942 16,776
平成２９年度 22,083 1,262 20,821
増 減 額 △4,365 △320 △4,045
※その他：かんがい排水事業分担金

【事業概要】農産物の安定生産のための基盤整備を目的として、用・排水施
設の修繕・改修を行いました。

【事業成果】農産物の安定生産に貢献しました。

＜小修繕・緊急工事等＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
事業件数 ５６件 ７０件 △１４件
事 業 費 １７，７１８千円 ２２，０８３千円 △４，３６５千円

用水路修繕工事完了後の様子

○多面的機能支払交付金 （予算現額 8,545千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 8,545 6,409 2,136
平成２９年度 8,545 6,409 2,136
増 減 額 0 0 0

【事業概要】多面的機能支払交付金には、農地維持支払、資源向上（共同）
の２種類があり、農地維持支払は地域資源の基礎的な保全活動、
地域資源の適切な保全管理のための推進活動に対して、資源向上
（共同）支払は施設の軽微な補修、農村環境保全活動を行う組織
に対して交付金として支払いました。

【事業成果】交付金は次の活動内容に使用され、農地や水の環境保全がなさ
れました。

（活動組織）
上願活動組織・梅原地域ふる里活性化協議会・大桑農地環境を守
る会
（活動内容）
水路土砂浚渫・水路目地補修・畦畔の除草、水路の草刈、ホタル
の環境保全活動
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【款 農林水産業費 項 農業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

農地費 ○農地中間管理事業 （予算現額 1,413千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 990 826 164 0
平成２９年度 14,332 14,265 67 0
増 減 額 △13,328 △13,439 51 0
※その他：農地中間管理業務受託料

【事業概要】農地中間管理機構が農地の中間受け皿となり、耕作を続けるこ
とが難しくなった農地を機構が借り受け、担い手がまとまりのあ
る形で利用できるよう配慮し、担い手に貸付けをしました。

【事業成果】農地中間管理機構に貸し付けた農地のうち、新規集積農地面積
に対して地域集積協力金及び経営転換協力金を交付しました。

＜機構貸付け面積＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減
筆 数 １６１筆 １１３１筆 △９７０筆
面 積 １９．７ha １４６．３ha △１２６．６ha
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【款 農林水産業費 項 林業費】
（単位：千円）

款 項 予 算 現 額 支 出 済 額
農林水産業費 林業費 ７１，３２５ ６６，８４６

主な内容

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

林業振興費 ○野生鳥獣被害防止捕獲業務委託事業 （予算現額 19,670千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 17,421 0 17,421
平成２９年度 19,554 1,782 17,772
増 減 額 △2,133 △1,782 △351

【事業概要】生活環境や農林産物等に被害を及ぼす有害鳥獣の捕獲を委託し
ました。

【事業成果】有害鳥獣が捕獲されたことにより、野生鳥獣からの被害を軽減
することができました。

＜捕獲・委託実績＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

捕獲数 委託料 捕獲数 委託料 捕獲数 委託料
頭・羽 千円 頭・羽 千円 頭・羽 千円

イノシシ 226 3,390 179 2,685 47 705
カラス 315 630 631 1,262 △316 △632
サル 34 850 42 1,050 △8 △200
ニホンジカ 351 8,775 447 11,175 △96 △2,400
ハクビシン 88 440 46 230 42 210
アライグマ 22 110 33 165 △11 △55
ヌートリア 12 26 46 92 △34 △66
クマ 2 40 0 0 2 40
緊急捕獲 1,150 1,395 △245
事務費 1,500 1,500 0
固体調整 510 0 510

合 計 1,050 17,421 1,424 19,554 △374 △2,133

【不用額】 ２，２５０千円
◇主な理由：豚コレラの発生により、野生鳥獣の捕獲ができなかったため

不用額が生じました。



- 128 -

【款 農林水産業費 項 林業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

林業振興費 ○野生生物保護管理事業 （予算現額 4,500千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 3,615 3,615 0
平成２９年度 1,500 1,500 0
増 減 額 2,115 2,115 0

【事業概要】清流の国ぎふ森林・環境基金補助事業の野生生物保護管理事業
として、近年生息密度が高まり個体数を抑えることが必要な状況
となっているニホンジカに対して、市内全域を対象として狩猟期
間中の個体数調整を目的とした捕獲を実施しました。許可を受け
て捕獲に従事する人に対しては、捕獲したニホンジカに対する捕
獲報償金として１頭当たり１５，０００円を交付しました。

【事業成果】狩猟期間中にニホンジカのオス１１４頭、メス１２７頭、計２
４１頭を捕獲したことにより、ニホンジカの生息密度を軽減する
ことができました。

＜事業の実施内容＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減

頭数 報償金 頭数 報償金 頭数 報償金
頭 千円 頭 千円 頭 千円

オ ス 114 1,710 56 840 58 870
メ ス 127 1,905 44 660 83 1,245
合 計 241 3,615 100 1,500 141 2,115

○狩猟免許取得助成金 （予算現額 500千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 0 0
平成２９年度 95 95
増 減 額 △95 △95

【事業概要】有害鳥獣の捕獲に従事する人材を確保し、農林水産物への被害
を軽減するため、新たに狩猟免許を取得した人に対して、免許の
取得や捕獲器具を購入する経費の一部を山県まちづくり振興券で
助成しました。

【事業成果】狩猟免許取得に対し、広報、ＨＰを活用して推進しましたが、
免許取得者がいませんでした。

＜事業の実施内容＞

区 分
平成３０年度 平成２９年度 増 減
人数 助成金 人数 助成金 人数 助成金

人 千円 人 千円 人 千円
第一種銃猟 0 0 0 0 0 0
わ な 猟 0 0 1 95 △1 △95

合 計 0 0 1 95 1 △95
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【款 農林水産業費 項 林業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

林業振興費 ○育林推進事業補助金 （予算現額 14,000千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 13,780 13,700 80
平成２９年度 9,692 9,600 92
増 減 額 4,088 4,100 △12

【事業概要】山林の保全を図るため、間伐、植栽、下刈り及び作業路開設を
行った事業体に経費の一部を補助金として交付しました。

【事業成果】間伐、植栽、下刈りにより森林の持つ水源かん養機能などの公
益的機能を高めることができました。また、作業道の開設で森林
整備事業の効率化を図ることができました。

＜間伐、植栽、下刈り、作業路開設の実施面積＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

間 伐 面 積 １４６．８３ｈａ １５５．５２ｈａ △８．６９ｈａ
作業道開設 ８，７９８ｍ ３，６４１ｍ ５，１５７ｍ
植 栽 ４．８７ｈａ ３．３６ｈａ １．５１ｈａ
下 刈 り １１．９２ｈａ ７．３０ｈａ ４．６２ｈａ

○清流の国ぎふ森林・環境基金事業 （予算現額 6,480千円）

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 一般財源
国庫 県支出金 地方債 その他
支出金

平成３０年度 6,478 4,920 1,558
平成２９年度 6,475 5,646 829
増 減 額 3 △726 729

【事業概要】里山林（２地区）において、間伐、除伐、バッファゾーンの整
備及び危険木の除去、低木の植栽を実施しました。

【事業成果】里山周辺の環境が向上し、地域住民に快適な空間が提供できま
した。

・バッファゾ－ン整備 Ａ＝１．１３ｈａ
・危険木の伐採 Ｎ＝３７１本

中洞地内整備状況
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【款 農林水産業費 項 林業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

林業振興費 ○林地台帳作成業務 （予算現額 2,807千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 2,678 418 2,260
平成２９年度 0 0 0
増 減 額 2,678 418 2,260

【事業概要】林地台帳の整備を行いました。
【事業成果】森林所有者に情報を提供し、林業の振興を図ることができま

した。

林地台帳地図 赤色立体地図

治山林道費 ○治山林道事業 （予算現額 6,977千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 6,977 3,100 3,877
平成２９年度 7,479 0 7,479
増 減 額 △502 3,100 △3,602
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】市内にある林道の改良・維持・修繕等を行いました。
【事業成果】林道利用者の安全が確保され、林業の振興を図ることができま

した。

＜林道小修繕工事等＞
区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減

事業件数 ２５件 ３２件 △７件
事 業 費 ６，９７７千円 ７，４７９千円 △５０２千円

林道神倉線路面修繕工事
路面修繕工 L=18.0ｍ A=45ｍ2
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【款 農林水産業費 項 林業費】

目 主 要 な 施 策 の 成 果 説 明 及 び 実 績

治山林道費 ○県単林道事業 （予算現額 11,322千円）
【農林畜産課】

[事業費財源内訳表] （単位：千円）
特 定 財 源

区 分 事業費 国庫 県支出金 地方債 その他 一般財源
支出金

平成３０年度 11,322 5,660 4,200 1,400 62
平成２９年度 4,428 2,214 2,200 0 14
増 減 額 6,894 3,446 2,000 1,400 48
※その他：ふるさと応援基金

【事業概要】林道西洞～納谷線、林道伊自良～根尾線の法面改良工事を行い
ました。

【事業成果】森林整備の効率化及び利用者の安全確保を図ることができまし
た。

＜県単林道事業実績＞

林道西洞～納谷線法面改良工事箇所の様子
法面改良工 L=34.9ｍ A=326.4ｍ2

林道伊自良～根尾線法面改良工事箇所の様子
法面改良工 L=8.0ｍ A=154.9ｍ2


